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概 要 書 
 本研究は、レピュテーション・マネジメントの意義について考察することを目的とす
る。考察の方法としては、レピュテーションに関する先行研究のレビューを行うこと（Ⅱ
章およびⅢ章）と、その先行研究をふまえたうえで、Kaplan and Norton［1996; 2001; 
2004; 2006; 2008］のバランスト・スコアカード（the balanced scorecard：BSC）の
フレームワークを用いたレピュテーション・マネジメントについて考察すること（Ⅳ章
およびⅤ章）の 2 つである。 
 
 まず、Ⅱ章およびⅢ章において、レピュテーションに関する先行研究のレビューを行
い、さらにその先行研究の問題点を明らかにした。レピュテーションに関する先行研究
はその特徴を 3 つに分類することができる。具体的には、レピュテーションの測定およ
び評価に関する研究、レピュテーションのマネジメント方法に関する研究、レピュテー
ションと類似概念との比較に関する研究の 3 つである。 
第一に、レピュテーションの測定および評価に関する先行研究には、代表的なレピュ
テーション指標に関する研究と、レピュテーションが影響を与える（または受ける）他
の要因との因果関係に関する研究が該当する。これらの研究においては、レピュテーシ
ョンが単なる企業活動の結果として限定的にとらえられているという問題がある。この
問題に対して、本研究は、結果的な観点ではなく、ドライバーないし先行指標的な観点
からとらえた、競争優位の源泉としてのレピュテーションと先行研究のそれとを区別し
て考える必要があることを主張した。 
第二に、レピュテーションのマネジメント方法に関する研究には、レピュテーショ
ン・マネジメントの概念について考察する研究と、既存のフレームワークないしマネジ
メント・ツールのレピュテーション・マネジメントへの活用を検討する研究が該当する。
これらの研究においては、レピュテーション・マネジメントと既存のマネジメント手法
との違いが明確でないという問題がある。この問題に対して、本研究は、両者の違いを
明確にするのはさして重要な問題ではなく、むしろ自社のステークホルダーにとって重
要なレピュテーション要因に焦点をしぼり、その企業にとって最適なレピュテーショ
ン・マネジメントの形をデザインすべきであることを主張した。 
第三に、レピュテーションと類似概念との比較に関する研究には、ブランドとの比較
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に関する研究と、ブランド以外の類似概念との比較に関する研究が該当する。これらの
研究においては、類似概念の定義における混同の問題がある。とくに、ブランドとレピ
ュテーションとの比較において、ブランドが、企業側が設定する標章としてのブランド
の意味と、あるいは顧客側が評価することによって形成されるブランド・エクイティの
意味とにおいて混同されている。この混同によって、レピュテーションとブランドとの
境界が曖昧になっている。この問題に対して、本研究は、レピュテーションとブランド
とは明らかに異なるものであると主張した。なぜなら、ブランドは何らかの価値提案を
企業が
．．．
設定したものであり、レピュテーションは顧客やその他のステークホルダーが
．．．．．．．．．．．．．．．．
評
価することによって形成されるものだからである。 
一方のブランド・エクイティとレピュテーションは非常に近い概念である。ブラン
ド・エクイティもレピュテーションも、顧客やその他のステークホルダーの評価によっ
て形成されるという点は同じである。先行研究において、ブランド・エクイティはおも
に製品やサービスに対する評価であり、レピュテーションは企業の活動に対する評価で
あるとされてきた。しかし、このような分類はあまり現実的ではない。製品を生産した
り、サービスを提供したりすることも企業の行動であり、明確にブランド・エクイティ
とレピュテーションを区分するのは困難である。よって、コーポレート・ブランド・エ
クイティは、企業ブランドに対する顧客やその他のステークホルダーの評価であること
から、コーポレート・レピュテーションとほとんど同義であるといってよい。 
 本研究では、大柳［2006］の顧客やその他のステークホルダーの製品やサービスに
対する評価であるプロダクト・ブランド・エクイティと、企業ブランドに対する評価で
あるコーポレート・ブランド・エクイティとをあわせたものをブランド・エクイティと
定義する。そして、そのブランド・エクイティに、レピュテーションの効果によっても
たらされる価値を加減したものをレピュテーション・エクイティと定義する。よって、
本研究におけるレピュテーション・マネジメントとは、このレピュテーション・エクイ
ティを最大化することを目的としたマネジメント概念であると定義される。 
 
 つぎに、Ⅳ章およびⅤ章において、Kaplan and Norton［1996; 2001; 2004; 2006; 
2008］の BSC のフレームワークを用いたレピュテーション・マネジメントについて考
察する。レピュテーションとは、「企業を取り巻くあらゆるステークホルダーの、企業
における過去や現在の経営活動への評価および将来への期待や失望についての概念上
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の表象であり、企業の競争優位の源泉となりうる無形の資産」である。BSC のフレー
ムワークがなぜレピュテーション・マネジメントに有効であるかについて、本研究は、
レピュテーションが企業の経営活動に対する評価によって形成されるものであること、
レピュテーションの向上に果たす従業員の役割の重要性、無形の資産であること、企業
のポジショニングに影響を与えるものであることなどが理由としてあげられることを
主張した。 
 第一に、レピュテーションは企業の経営活動に対する評価によって形成されるもので
あるため、レピュテーション・マネジメントを行ううえで、企業は BSC のフレームワ
ークを用いて、自社の戦略やビジョンを具体的な実施項目に落とし込み、適切な尺度や
数値目標を設定することで、活動が正しく行われているかをモニタリングする必要があ
る。 
 第二に、レピュテーションは無形の資産である。よって、企業は BSC のフレームワ
ークを用いて、自社にとって望ましいレピュテーションを獲得するための戦略目標を設
定し、具体的な実施項目にまで落とし込み、それらの活動を管理する必要がある。 
 第三に、レピュテーションの向上において、従業員の果たす重要性については、多く
の先行研究が指摘している。企業は BSC のフレームワークを用いて、自社の戦略やビ
ジョンを従業員の日々の業務に落とし込んで管理し、レピュテーションの向上のための
戦略と彼らの活動との整合性を図る必要がある。 
 第四に、レピュテーションは企業のあらゆる活動に対して、顧客やその他のステーク
ホルダーが抱く評価であるがゆえに、レピュテーション・エクイティの最大化のために
管理する活動が莫大な数になってしまうという問題がある。企業は BSC のフレームワ
ークを用いて、自社のステークホルダーとは誰であるのかを定義し、自社にとって望ま
しいレピュテーションを構築するために、必要な実施項目を選別する必要がある。 
 以上のような点において、BSC のフレームワークはレピュテーション・マネジメン
トに有効であるといえる。しかし、BSC のフレームワークにも問題点がある。レピュ
テーション・マネジメントにおいて、ステークホルダーとのコミュニケーションは重要
な経営活動であるが、Kaplan and Norton［1996; 2001; 2004; 2006; 2008］において
は、コミュニケーションの観点からの議論はなされていない。そこで本研究では、戦略
広報プログラムの考え方を導入し、レピュテーション・エクイティの最大化を目的する
企業の戦略マップとスコアカードの検討を行った。 
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はじめに 
 
 評判は日本において、古くから用いられてきた言葉である。古典落語の噺の多くにも散見
されるように、近所づきあいに始まる人間関係や、商売などの取引の場面においても、評判
が人びとの間で大いに機能していたと推測される。現在のように、マス・メディアやインタ
ーネットなどが十分に発達していない時代において、評判は相手への信頼や信用の重要なも
のさしであった。 
 近年、この評判が企業のマネジメントの研究領域において注目され始めている。英語で
「reputation」と表記されるこの概念は、単に「良いか悪いか」という側面だけでなく、そ
の企業活動の全般に対しどのような認識やイメージを抱いているかといった、より幅広い見
方でとらえられている。 
 企業がレピュテーションを高めると、ステークホルダーからの支援行動が期待できる。た
とえば、職場環境や雇用条件を改善することで、企業内部の従業員の満足が高まり、従業員
は企業に対しより高いパフォーマンスを生み出そうとする。あるいは CSR 活動をつうじて、
社会的責任を果たすことで、地域社会からの企業に対する支持と信頼を獲得したりなどであ
る。 
 一方、企業はレピュテーションが毀損されることを防がなくてはならない。近年相次ぐ企
業の不祥事により、倒産にいたってしまうようなケースは枚挙に暇がない。情報技術の進歩
により、こうした企業の不祥事は短時間でより広範囲に広まる。企業は常日頃からリスク・
マネジメントを徹底し、また不祥事が起こった場合、迅速かつ誠実な対応が求められる。 
 企業やその企業の製品／サービスに対するレピュテーションは、さまざまなメディアをつ
うじて、われわれの目に飛び込んでくるようになった。あるいは、インターネットによって、
能動的にそれらにアクセスすることも可能である。企業は自社のステークホルダーが、自社
についてどのようなレピュテーションを抱いているのかを知り、適切に管理しなければなら
ない時代を迎えている。 
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Ⅰ  開題 
 
1．本研究における問題設定 
 本研究は、レピュテーション・マネジメントの意義について考察することを目的とする。
レピュテーション研究の第一人者である Fombrun［1996］はその著書 Reputation: 
Realizing Value form the Corporate Image において、コーポレート・レピュテーション1を
「重要な構成員のすべてに対し、他の主要な競合他社との比較で、企業の総合的なアピール
を表す、会社の過去の行為または将来の期待についての概念上の表象」［p. 72］と定義づけ、
企業は多かれ尐なかれ、レピュテーション資本（reputational capital）をもつことを指摘
した。さらに、Reputation に続く著書 Fame & Fortune: How Successful Companies Build 
Winning Reputations において、Fombrun and van Riel［2004］は、無形資産は大きくレ
ピュテーション資本と知的資本に分けられ、さらにレピュテーション資本は「ブランド・エ
クイティ」と「ステークホルダー関係」からなると主張している［pp. 32-33］。 
 レピュテーションがこのような、企業の過去または将来の行為により構築（または毀損）
されるという特徴から、櫻井［2005; 2008］は管理会計の分野におけるレピュテーション
の管理可能性を示唆する。櫻井［2008］はレピュテーションを「経営者と従業員によって
持続的に積み重ねられてきた過去の行為と現在および将来の行為の結果としてステークホ
ルダーによって評価された、企業価値を創造する貴重な無形の資産」［p. 237］であると定
義したうえで、1992 年に Kaplan and Norton が提唱した、無形の資産の可視化と検証に有
効な戦略マネジメント・システムである、バランスト・スコアカード（the balanced 
scorecard：BSC）のフレームワークを、レピュテーション・マネジメントに用いることを
主張している。 
 本研究ではこの櫻井［2005; 2008］の議論を出発点に、BSC によってレピュテーション
をマネジメントするとは具体的にどうすることであるのかを考察する。 
BSC には財務の視点（financial perspective）、顧客の視点（customer perspective）、内
                                                   
1 この他にもコーポレート・レピュテーションは研究者によって、さまざまな定義がなされてい
る。たとえば、「会社が伝達するイメージと長期的な会社の行為についての知覚と解釈にもとづ
く、ステークホルダーが会社について抱く価値観の集合」［Dalton and Craft, 2003, p. 9］、「ス
テークホルダーの期待に沿える企業の能力についての知覚」［Hannigton, 2004, p. 9］などがあ
る。 
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部業務プロセスの視点（internal business perspective）、学習と成長の視点（learning and 
growth perspective）の 4 つの視点があり、その 4 つの視点ごとに戦略目標（strategic 
objective）が設定され、戦略目標を達成したかどうかを測定するための尺度（measure）と
数値目標（target）、さらにその数値目標を達成するための実施項目（initiative）に落とし
込まれる。それらは戦略との整合性を図りながら決定される。 
レピュテーションはおもに企業活動に対して、自社のステークホルダーが何かしらの評価
をすることによって形成される。企業活動が適切に管理されれば、自社にとって望ましいレ
ピュテーションを獲得することが可能となる。上記で述べたように、戦略目標を具体的な実
施項目にまで落とし込んで管理することのできる BSC を用いることによって、レピュテー
ション・マネジメントをより効果的に行うことができるのではないかと考える。 
望ましいレピュテーションを形成するために、企業はただ単に製品やサービスを提供して
いればよいというだけではない。企業を取り巻くステークホルダーには顧客だけでなく、投
資家やメディア、地域社会なども含まれ、彼らとのコミュニケーションも重要な企業活動で
ある。 
近年、行動に出るステークホルダーが注目されている。これについて、Fombrun and van 
Riel［2004］は、非政府グループの活動の例をあげているが、秋山・杉山［2004］が指摘
するような、「アクティブ・コンシューマー2」の存在もここに該当するといえる。秋山・杉
山［2004］によると、「アクティブ・コンシューマーの購買行動をパターン化すると、アテ
ンション→インタレスト→サーチ“Search”（検索）→アクション→シェア“Share”（意見
共有）に変化している」［p. 21］という。これはマーケティング分野における従来の AIDMA
モデルに対し、AISAS モデルとして提唱されている。 
しかし、Kaplan and Norton［1996; 2001; 2004; 2006; 2008］の BSC の議論において、
パブリック・リレーションズ（public relations：PR）やメディア・リレーションズ（media 
relations：MR）といったコミュニケーションの観点からの議論はなされていない。筆者は
この点を BSC のフレームワークのなかに補うことによって、よりレピュテーション・マネ
ジメントに特化した企業の戦略マップ（strategy maps）を作成することができるのではな
いかと考える。このコミュニケーションの観点については、近年マーケティングの研究領域
のなかで注目されている戦略広報という考え方を参照する。 
                                                   
2 秋山・杉山［2004］は、アクティブ・コンシューマーを「情報を自ら積極的に検索するだけ
でなく、自分で情報をどんどん発信していく人たち」［p. 17］と定義している。 
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2．本研究の構成 
 Ⅱ章では、レピュテーションに関する先行研究を参照する。レピュテーションに関する先
行研究は、その特徴を大きく 3 つに分類することができる。また、それぞれの研究はさら
に、2 つのタイプの研究によって構成される。これらの各研究を参照し、得られたインプリ
ケーションを整理する。 
 Ⅲ章では、Ⅱ章で参照した、レピュテーションに関する先行研究における問題点を指摘す
る。レピュテーションに関する先行研究の問題点は 3 つに整理することができる。まず、
これらについての問題提起を行い、つぎに、その問題によって企業はどのような対応を求め
られるのかを考察する。また、Ⅲ章はこれら先行研究の問題点を整理しながら、レピュテー
ションおよびレピュテーション・マネジメントの議論を取り巻く諸概念を整理し直すことが
目的である。具体的には、レピュテーション・エクイティとレピュテーションの関係、既存
のマネジメント手法とレピュテーション・マネジメントとの関係、そしてブランドとレピュ
テーションとの関係を整理する。最終的には、ブランドとレピュテーションとの関係を整理
することによって、レピュテーション・エクイティを最大化するための 3 つのアプローチ
を導く。 
 Ⅳ章では、Ⅲ章で整理された、レピュテーション・マネジメントの議論を取り巻く諸概念
をもとに、本研究における重要キーワードを定義する。具体的には、レピュテーション、レ
ピュテーション・マネジメント、ステークホルダーの 3 つである。これらのキーワードの
定義を整理したうえで、Ⅳ章ではあらためて BSC のフレームワークをレピュテーション・
マネジメントに用いる意義について述べる。また、BSC によるレピュテーション・マネジ
メントに関する先行研究を参照し、得られるインプリケーションと問題点を整理する。 
 Ⅴ章では、Ⅲ章において分類した、レピュテーション・エクイティの最大化のための 3
つのアプローチをもとに、BSC によるレピュテーション・マネジメントについて考察する。
おもに Kaplan and Norton［1996; 2001; 2004; 2006; 2008］の BSC の議論を参照しなが
ら、レピュテーション・エクイティの最大化のために BSC がどのように役立ちうるかを考
察する。また、BSC のなかにコミュニケーションの観点を導入することによって、レピュ
テーション・マネジメントに特化した戦略マップやスコアカードについての考察を行う。 
 なお、これ以後とくに注記がないかぎり、レピュテーションとコーポレート・レピュテー
ションは同義である。 
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Ⅱ  レピュテーションに関する先行研究 
 
1．レピュテーションに関する先行研究の特徴 
レピュテーションに関する先行研究は、その特徴を大きく 3 つに分類することができ、
さらにそれらは 2 つのタイプの研究に分けることができる。 
1） レピュテーションの測定および評価に関する研究 
   ① レピュテーション指標に関する研究 
   ② 他の要因との因果関係に関する研究 
2） レピュテーションのマネジメント方法に関する研究 
   ① レピュテーション・マネジメントの概念に関する研究 
   ② フレームワークないしマネジメント・ツールの導入に関する研究 
3） レピュテーションと類似概念との比較に関する研究 
   ① ブランドとの比較に関する研究 
   ② ブランド以外の類似概念との比較に関する研究 
 第一に、レピュテーションの測定および評価に関する研究は、レピュテーション指標に関
する研究と他の要因との因果関係に関する研究より構成されている。レピュテーション指標
に関する研究においては、各種レピュテーション・スコアやレピュテーション・ランキング
が取りあげられ、レピュテーションをいかに測定し評価するかに焦点があてられる。ここで
はおもに、企業の総合評価指標としてのレピュテーションの特性が強調されている。一方の
他の要因との因果関係に関する研究は、レピュテーション指標に関する研究を定量的な調査
によって補うものである。レピュテーションを独立変数と置いた場合、レピュテーションが
どのような要因に影響を及ぼすのか、また、レピュテーションを従属変数と置いた場合、ど
のような要因に影響を受けるのかを明らかにすることによって、レピュテーション指標間の
因果関係を検証する。 
 第二に、レピュテーションのマネジメント方法に関する研究は、レピュテーション・マネ
ジメントの概念に関する研究と、フレームワークないしマネジメント・ツールの導入に関す
る研究より構成されている。レピュテーション・マネジメントの概念に関する研究では、レ
ピュテーション・マネジメントのマネジメント手法としての性格に焦点があてられる。一方
のフレームワークないしマネジメント・ツールの導入に関する研究においては、既存のマネ
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ジメント・ツールの導入や独自に考案されたフレームワークの活用が提案されている。 
 第三に、レピュテーションと類似概念との比較に関する研究は、ブランドとの比較に関す
る研究と、ブランド以外の類似概念との比較に関する研究により構成されている。数多くの
先行研究において、レピュテーションとブランドは類似性の高い概念であることが指摘され
ている。ブランドとの比較に関する研究では、レピュテーションとブランドの異同点に焦点
があてられている。一方のブランド以外の類似概念との比較に関する研究においては、コー
ポレート・イメージ、組織連想（corporate associations）、無形資源（intangible resources）
といった概念とレピュテーションとが比較されており、他の概念との違いから、より詳細な
レピュテーションの特性にアプローチがなされている。 
 2 節以降これらの先行研究の具体的な内容を参照し、そこから得られるインプリケーショ
ンを整理する。 
 
2．レピュテーションの測定および評価に関する研究 
2－1 レピュテーション指標に関する研究 
（1）代表的なレピュテーション指標 
 レピュテーション指標に関する研究には、図表Ⅱ－1 に示される研究が該当する。これら
の研究における主要な研究対象は、代表的なレピュテーション指標である。代表的なレピュ
テーション指標とは、Fortune の「もっとも称賛される企業（The World’s Most Admired 
Companies）」および The Wall Street Journal による「RQ℠スコア（reputation quotient 
score）」のことであり、いずれも財務業績だけではなく、非財務業績も含んだ企業の総合的
な評価を示す指標とされている。 
 
図表Ⅱ－1 レピュテーション指標に関する研究 
国別のレピュテーション・ランキング数、
指標のバリエーションなど
国別レピュテーション・ランキング2007Fombrun
学生およびビジネスマンへの定性調査レピュテーションの構成要素2005Helm
独自のレピュテーション指標の開発と
各項目のウエイト付け
レピュテーション指標2003
Cravens, Oliver and 
Ramamoorti
世界規模のエグゼクティブへの定性調査
レピュテーションの戦略的便益
および構成要素
1999Greyser
米国、アジア、ヨーロッパのランキングに
用いられている尺度の調査
レピュテーション・ランキング1998Fombrun
Fortuneのレピュテーション調査における
指標の相互関係
Fortuneのレピュテーション指標1994Fryxell and Wang
調査内容、フレームワーク等テーマ年筆者
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 Fortune の「もっとも称賛される企業」は、コーポレート・レピュテーションの評価指標
として 1982 年より実施されている。この調査では、コーポレート・レピュテーションを、
①経営者の資質、②製品とサービスの品質、③革新性、④卓越した従業員の能力、⑤社会的
責任、⑥グローバル性、⑦長期投資価値、⑧財務上の健全性、⑨資産の効率的な活用の 9
つの項目によって評価する。回答者は世界の 1 万人以上の会社役員、執行役員、アナリス
トなど専門家を対象にしている。しかし、この「もっとも称賛される企業」調査に対しては、
回答者に偏りがあるなどの批判［Fryxell and Wang, 1994］もある。 
 「もっとも称賛される企業」に対して、役員クラスの人間やアナリストなどの専門家以外
のステークホルダー、つまり従業員などの評価も加えるべきだとして開発されたのが The 
Wall Street Journal による「RQ℠スコア（reputation quotient score）」調査である。こち
らは 1999 年より実施されており、以下のように 6 つの領域と 20 の属性から構成される。 
1） 製品とサービス 
① 高い品質 
② 革新性 
③ 価格に見合った商品価値 
④ 商品の事後サービスと保証 
2） 財務業績 
① 競合他社よりすぐれた業績 
② 収益性 
③ 低い投資リスク 
④ 高い成長性 
3） 職場環境 
① 公平な報酬制度 
② 魅力的な職場 
③ すぐれた社員 
4） 社会的責任 
① 善良な社会人の支援 
② 環境責任 
③ 地域社会への責任 
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5） ビジョンとリーダーシップ 
① 市場機会 
② 卓越したリーダーシップ 
③ 将来への明確なビジョン 
6） 情緒的アピール 
① 好感度 
② 賛美と尊敬 
③ 信頼 
 Reputation Institute によって開発された、上記の「RQ℠スコア」と Fortune の「もっと
も称賛される企業」とを比較すると、RQ℠スコアのほうが各領域に対して細かく属性が設定
されている点が特徴的である。また、従業員の視点を取りいれた「職場環境」といった評価
項目や、企業のイメージとも密接に関わるような「好感度」や「賛美と尊敬」、「信頼」とい
うような「情緒的アピール3」といった評価項目が加わっている。レピュテーションの研究
領域で多く取りあげられている RQ℠スコアであるが、2007 年を最後に RepTrack™に代替さ
れている。 
 この他にも Reputation Institute が 2006 年から実施している、Forbes の「世界でもっ
とも評判の高い会社（The World’s Most Reputable Companies）」調査もある。これまで
Reputation Institute が実施してきた調査は、すべてアメリカ人が対象であったという点を
克服し、世界各国 3 万人の消費者を回答者としている。 
これらの代表的なレピュテーション指標においては、いずれも「いかにレピュテーション
を測定し評価するか」という方針にしたがっている。この観点は世界レベルで急速に拡大し、
わが国においてもそれに類似するもの4がいくつか存在する。 
 
（2）レピュテーション・ランキング 
Fombrun［1998］は「もっとも称賛される企業」のランキング開始以来、企業に対する
                                                   
3 Reputation Institute によって、RQ℠は 2007 年の調査終了から、現在 RepTrack™に代替され
ている。その際 RQ℠スコアの各領域および属性に関する再検討が行われた結果、この「情緒的
アピール」はレピュテーションのコア・ドライバーから除外された。これはつまり、情緒的アピ
ールに含まれるような属性がすべてのコア・ドライバーに共通の基礎的概念であるとされたこと
を意味している［van Riel and Fombrun, 2007］。 
4 『週間ダイヤモンド』の「企業好感度ランキング」、『日経ビジネス』の「尊敬される会社」、
日本経済新聞の「日経優良企業ランキング」など。 
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類似の「知覚によるランキング」は増え続けていると指摘している［p. 327］。Fombrun
［1998］によると、米国以外のアジア、ヨーロッパなどの雑誌および出版物5を調査した結
果、これらに用いられる尺度はおもに①財務パフォーマンス、②製品の品質、③従業員の待
遇、④コミュニティへの投資、⑤環境パフォーマンス、⑥組織的な問題の 6 つのクラスタ
ーに分類されるという［pp. 334-335］。しかし、実際にこれらの雑誌および専門誌のランキ
ングと企業を照らし合わせた結果、その相関関係は弱いことも明らかとなっている。
Fombrun［1998］はこの結果を受けて、全世界的な一貫した尺度の必要性を示唆している。 
また、こうしたコーポレート・レピュテーションのランキングに関する研究については、
Fombrun［2007］によって、より詳細な調査が行われており、国別でどれだけのレピュテ
ーション・ランキングの調査が存在するのか、またそれらに用いられるおもな尺度とは何か
が明らかにされている6。 
 Fombrun［1998; 2007］の調査結果から明らかなように、国や地域ごとにレピュテーシ
ョン指標で取りあつかわれる項目には類似性があるにもかかわらず、同じ企業が異なる国や
地域においては順位が相当変わってしまうという事実は、「レピュテーションをいかに測定
し評価するか」というアプローチの複雑かつ困難性を指摘するものである。 
 
（3）レピュテーション指標の開発 
 レピュテーション指標に関する研究は、「もっとも賞賛される企業」や「RQ℠スコア」と
いった、既存のレピュテーション指標に対するものばかりではない。独自に回答者のターゲ
ットを設定し、レピュテーションの評価項目を定性的に検討している研究［Cravens, Oliver 
and Ramamoorti, 2003; Greyser, 1999; Helm, 2005］も存在する。 
Cravens, Oliver and Ramamoorti［2003］は、「コーポレート・レピュテーションの分
野において、財務諸表がレピュテーション・マネジメントの主要な手段としての機能のため
に設計されてはいない」［p. 203］という問題意識から、レピュテーションの測定と評価の
ために、独自の「レピュテーション指標（the reputation index）」を提唱した。このレピュ
                                                   
5 主なビジネス雑誌としては、Fortune、Asian Business、Far Eastern Economic Review、
Financial Times などが、出版物としては、Business Ethics、The 100 Best Companies to Work 
for in America、The Best Companies for Women などがあげられている。 
6 レピュテーション・ランキングのリスト数がもっとも多いのが、アメリカの 61 であり、ブラ
ジル（8）、フランス（8）、オーストラリア（7）と続く。また各国のレピュテーション・ランキ
ングの主要な尺度（183）を比較した結果、主要な尺度として、職場（73）がもっとも多く用い
られ、それに続き、総合的なレピュテーション（61）、シチズンシップ（15）が続く。 
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テーション指標には、①製品とサービス、②従業員、③外部関係（顧客を除く）、④イノベ
ーション、⑤価値創造（value creation）、⑥財務の強さ、⑦戦略、⑧文化、⑨無形負債7
（intangible liabilities）の 9 つの要素が含まれ、それぞれの要素は 1～9 のスケールで評
価が行われる（9 がもっとも高い）。さらに、これら 9 つの要素にはウェイトづけがなされ、
とりわけ製品とサービス、従業員に高いウェイトが与えられている（前者：30～60％、後
者：1～20％）。ただし、このウェイトづけに関して Cravens, Oliver and Ramamoorti［2003］
は、以下のような注釈を加えている。 
これらの構成要素すべてが重要ではあるが、コーポレート・レピュテーションに関連のある
インパクトは、戦略のミッション（strategic mission）とコーポレート・ライフ・サイクル
のなかでの位置における企業の業務の取り組みに依存する。したがって、これらの構成要素
は具体的な企業の特性や優先事項に応じて、著しく重要性の面において異なる［Cravens, 
Oliver and Ramamoorti, 2003, p. 209］。 
また、Greyser［1999］は世界のエグゼクティブを回答者として調査した結果、コーポレ
ート・レピュテーションを構成する要素として、①競争有効性、②市場のリーダーシップ、
③顧客フォーカス、④親密性／好感、⑤企業文化、⑥コミュニケーションの 6 つに整理さ
れることを明らかにした。Greyser［1999］は、これらの 6 つの要素が、総合的なコーポレ
ート・ブランド・エクイティ・スコア（corporate brand equity score）を生成するために
結合される［p. 179］と主張したことは注目に値する。 
 Helm［2005］の研究ではまた、回答者を学生およびビジネスマンと設定し、定性調査を
行い、レピュテーションの評価項目を検討している。学生とビジネスマンはそれぞれ異なる
評価項目を回答し、このような結果から、ターゲットの相違によってレピュテーションの構
成要素に関する認識が異なることも明らかとなっている［pp. 95-119］。 
 以上のように、これらの研究より明らかとなる、レピュテーション指標に関する研究にお
ける、おもなインプリケーションは以下のように整理される。 
  ① レピュテーション指標は、多様なステークホルダーの評価を反映した、企業の総合
評価指標としての役割を担っている。 
  ② レピュテーション指標をもとにしたレピュテーション・ランキングは、国や地域ご
とに評価項目が異なり、国や地域別のランキングに相関関係は見られない。 
                                                   
7 「過去の行為により引きおこされ、将来の成長と収益を阻むもの」［Cravens, Oliver and 
Ramamoorti, p. 209］ 
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  ③ レピュテーション指標の項目については、企業の特性や評価の主体によってその重
要度が異なる。 
 
2－2 他の要因との因果関係に関する研究 
（1）独立変数としてのレピュテーション 
 図表Ⅱ－2 に示されるように、レピュテーションの測定および評価に関する研究のうち、
もう 1 つが他の要因との因果関係に関する研究である。これらは本章 2 節 1 項のレピュテ
ーション指標に関する研究を、定量的調査によって補強するものである。具体的には、レピ
ュテーションを独立変数ないし従属変数として設定し、他の要因との因果関係について分析
を行っている。 
 
図表Ⅱ－2 他の要因との因果関係に関する研究 
Copeland, Koller and Murrin［2000］のフレー
ムワークをもとに議論
企業価値におよぼすコーポレート・
レピュテーションの影響
2006Dowling
企業戦略とレピュテーション・スコアとの
相関関係に関する実証研究
企業戦略とレピュテーション・スコア
の関係
2005
Williams, Schnake and 
Fredenberger
Fortuneのレピュテーション・ランキングと財
務業績の関係に関する実証研究
財務業績が正のレピュテーションに
およぼす影響
2002Robert and Dowling
商業銀行を対象とした定量調査
メディア・レピュテーションが
財務業績に与える影響
2000Deephouse
レピュテーション指標と市場価値の相関関係
に関する実証研究
Fortuneのレピュテーション指標2000
Black, Carnes and 
Richardson
保険業への顧客グループを対象とした調査・
分析
レピュテーションを左右するドライ
バーに関するステークホルダーごと
の相違
1998Saxton
Fortuneのレピュテーション調査における社
会的責任に関する指標と企業の財務業績と
の相関関係に関する定量調査
CSRが企業の財務業績におよぼす
影響
1988
McGuire, Sundgren and 
Schneeweis
役割理論にもとづくマネジャーの役割と
レピュテーションに関する実証研究
マネジャーの役割がマネジャーの
レピュテーションにおよぼす影響
1984Tsui
調査内容、フレームワーク等テーマ年筆者
 
 
 まず、レピュテーションを独立変数として設定し、レピュテーションがどのような要因に
影響を及ぼすかを研究しているものには、Black, Carnes and Richardson［2000］、
Deephouse［2000］、Dowling［2006］、McGuire, Sundgren and Schneeweis［1988］な
どがある。 
Black, Carnes and Richardson［2000］は、適切なリスク調整レートによって割り引い
た、期待される将来のキャッシュ・フローを市場価値（the market value of equity）とし
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たうえで、Fortune の「もっとも称賛される企業」のスコアと市場価値の関係について実証
研究を行い、コーポレート・レピュテーションのような無形資産と市場価値との間に高い相
関関係があることを明らかにしている。 
メディアの報道とレピュテーションの関係については、Deephouse［2000］に詳しい。
Deephouse［2000］はメディア・レピュテーション（media reputation）を「メディアの
なかで表現された企業の総合的な評価」［p. 1108］と定義したうえで、メディア・レピュテ
ーションが商業銀行の業績に与える影響について調査した。メディア・レピュテーションに
は新聞による好意的な記事やコラム数を、業績には総資産利益率（return on assets：ROA）
をそれぞれ尺度として用いている。実証研究の結果、メディアの好意的な報道が ROA を改
善するという仮説が支持されている。この結果を通じて、Deephouse［2000］は、「マネジ
ャーはメディアによる好意的な評価を高めようと努めるべき」［p. 1108］だと主張する。 
また、Dowling［2006］は、正のコーポレート・レピュテーションが企業価値8にどのよ
うな影響をもたらすかを分析し、図表Ⅱ－3 のような調査結果を明らかにしており、それぞ
れの影響について次のように整理している［pp. 138-139］。 
① 売上高：正のコーポレート・レピュテーションは、顧客の購買を増加させたり、競
合他社の製品／サービスに対して価格プレミアムを増やしたりすることにより、売
上高による収益を増やす。 
② コーポレート・ブランド：正のコーポレート・レピュテーションは、コーポレート・
ブランド・エクイティを増加させる。つまり、正のレピュテーションをもつ企業は、
新製品／サービスを投入したり、コーポレート・ブランドの傘のもとで新市場に参
入したりする「プロダクト・ブランディング戦略」をつうじて、このブランド・エ
クイティにレバレッジをかけることができる。 
③ 売上高変動：正のコーポレート・レピュテーションは、より強固な顧客ロイヤルテ
ィをもたらし、安定した売上高を生み、売上高の変動を減尐させる。 
④ パフォーマンス契約：正のコーポレート・レピュテーションは、取引の際より有利
に交渉を進めることができる（④－１）。コーポレート・ブランド：強力なコーポ
レート・ブランドを持つ場合、同じターゲットからの売上高を達成するための、マ
ーケティング費用を抑えることができる（④－２）。 
                                                   
8 ここで述べられている企業価値については、Copeland, Koller and Murrin［2000］の議論に
もとづいている。 
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⑤ コーポレート・ブランド：強力なコーポレート・ブランドは、新製品／サービスを
投入する際のコストを抑えることができる。なぜなら、流通チャネル・メンバーと
の関係がすでに構築されていること、ターゲット顧客への認知がすでに確立されて
いることなどがあげられる。 
⑥ 収益性：正のコーポレート・レピュテーションをもつ企業の収益性は、長期的に持
続する。 
⑦ 収益性：正のコーポレート・レピュテーションをもつ企業は、企業と受託関係を持
つ、投資家や他のステークホルダーへのリスクが尐ない。 
⑧ 投資家：正のコーポレート・レピュテーションをもつ企業は、より多くの投資家を
魅了する。 
⑨ 信用格付け：正のコーポレート・レピュテーションをもつ企業は、投資家にとって
リスクの尐ない企業だと認識される。 
 
図表Ⅱ－3 企業価値に及ぼすコーポレート･レピュテーションの影響 
報酬 成長
キャッシュ・イン
キャッシュ・アウト
時間軸
資本コスト
リスク
影響なし 潜在的な影響 比較的重要でない影響 重要な影響
①売上高 ② コーポレート・
ブランド
④-１ パフォーマンス
契約
④‐２ コーポレート・
ブランド
③売上高変動
⑤ コーポレート・
ブランド
⑥収益性
⑧投資家
⑦収益性
⑨信用格付け
 
出典：Dowling［2006, p. 137, Figure2］ 
 
 Dowling［2006］の実証研究の結果、独立変数としてのレピュテーションは企業の「収
益性」「成長性」「安全性」いずれの領域にも、よい影響をおよぼすことが明らかとなってい
る。とくに Dowling［2006］の研究の場合、レピュテーションがコーポレート・ブランド
 20 
に及ぼす影響を取りあげている点は注目すべきである。 
McGuire, Sundgren and Schneeweis［1988］による研究は、Fortune のレピュテーショ
ン指標のうちの企業の社会的責任（corporate social responsibility：CSR）に関する領域が
財務業績に正の影響をもたらすことを示した実証研究である。この研究の特徴は、レピュテ
ーションを媒介変数としてもとらえているところに特徴がある。つまり、CSR 活動を行う
ことでレピュテーションが高まり、その結果財務業績が向上するという議論である。 
 
（2）従属変数としてのレピュテーション 
 レピュテーションを従属変数として設定し、レピュテーションがどのような要因からの影
響を受けるのかを研究しているものとして、Robert and Dowling［2002］、Saxton［1998］、
Tsui［1984］、Williams, Schnake and Fredenberger［2005］があげられる。 
Robert and Dowling［2002］の研究では、財務業績が正のレピュテーションに影響を及
ぼすことが支持された。この研究は非常にシンプルな結果ではあるが、レピュテーションの
研究領域において重要な実証研究として多く参照されている。このような財務業績とレピュ
テーションの関係に関しては、むしろどちらが独立変数でどちらが従属変数かという議論よ
りも、お互いに影響を与えあうような概念として理解されてもいることも注記しておかなけ
ればならない。Fombrun and van Riel［2004］も「レピュテーションが財務的価値を創造
し、その価値がレピュテーションを構築する9」［p. 28］と指摘している。 
Saxton［1998］は保険業を対象に調査を行った結果、図表Ⅱ－4 に示されるように、異
なるステークホルダーごとにレピュテーションを左右するドライバーが異なることを明ら
かにした。Saxton［1998］はこの調査の結果について以下のように述べている。 
異なる顧客グループごとにもっとも強く影響を与える、ビジネスの側面（市場のリーダー
シップ、製品の品質、サービスの品質、ブランド・イメージ、マネジメント／財務パフォ
ーマンス、社会的パフォーマンス）はどれであるのかを知ることで、企業は改善努力を強
調するために必要である、主要なテーマを理解することができる［Saxton, 1998, p. 397］。 
また、調査では社会的パフォーマンスが、実質的にレピュテーションに影響を及ぼしてい
ないが、これについて Saxton［1998］は、保険業以外のいくつかの業界では、「社会的責
任を強調することが、企業にポジティブな便益となり、一方で社会的に無責任な企業はネガ
                                                   
9 この考え方については、Fombrun and van Riel［2004］の「レピュテーション価値サイクル」
［p. 29］にも詳しい。 
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ティブな後光（negative holos）を得る」［p. 397］と主張している。 
 
図表Ⅱ－4 ステークホルダーによる全体的なレピュテーションの主要なドライバー 
 販売代理店 ビジネス顧客 既存顧客 見込み顧客 
市場のリーダーシップ ◎ ◎ ○ ○ 
製品の品質 ○  ○ ○ 
サービスの品質 ○ ○ ◎  
ブランド・イメージ △ ○ ○ ○ 
マネジメント／財務パフォーマンス △ ○  ◎ 
社会的パフォーマンス △    
◎：第 1 のドライバー ○：第 2 のドライバー △：第 3 のドライバー 
出典：Saxton［1998，p. 396，Table2］ 
 
Tsui［1984］はマネジャーの役割（ビジョンを示す、現場を統制するなど）がマネジャ
ーの個人レピュテーションにどのような影響を与えるのかについて実証研究を行っている。
本研究ではあくまで企業レベルのコーポレート・レピュテーションを議論の対象としている。
Tsui［1984］の研究は、レピュテーションという概念が Fombrun［1996］のいうように、
個人や製品／サービス、企業レベルのように、階層別に検討可能であることを示す研究であ
るといえる。 
 以上の三者のいずれとも異なるタイプの見解を示す研究［Williams, Schnake and 
Fredenberger, 2005］では、Fortune に掲載されている 500 社のうち 178 社において、企
業戦略とレピュテーション・スコア10との関係を調査した。その結果、関連多角化企業
（related diversified firms）は、単一のビジネス（single business firms）を行う企業より
も高い業績レベルを誇る一方で、レピュテーション・スコアに関しては、後者の企業よりも
低いことが明らかとなった。さらに、非関連多角化企業（unrelated diversified firms）は
関連多角化の企業よりも低いレピュテーション・スコアであることもわかった。この結果か
ら、Williams, Schnake and Fredenberger［2005］は「戦略の修正を検討する企業は、統
合的なレピュテーションの変化をも懸念するかもしれない」［p. 187］と述べる。 
                                                   
10 ここでいうレピュテーション・スコアとは、Fortune の「もっとも称賛される企業」である。 
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 以上のように、これらの研究より明らかとなる、レピュテーション指標に関する研究にお
ける、おもなインプリケーションは以下のように整理される。 
  ① レピュテーションを独立変数として設定した場合、レピュテーションは企業価値
（将来のキャッシュ・フローといった市場価値や、売上高、ROA などの財務業績）
に影響を及ぼす。 
  ② レピュテーションを従属変数として設定した場合、レピュテーションは財務業績や
企業戦略に影響を受ける。 
  ③ レピュテーションを従属変数として設定した場合、顧客のタイプによって、レピュ
テーションが影響を受ける要因の重要度は異なる。 
 
3．レピュテーションのマネジメント方法に関する研究 
3－1 レピュテーション・マネジメントの概念に関する研究 
（1）先行研究の分類 
 レピュテーションのマネジメント方法に関する研究のうちの 1 つが、レピュテーション・
マネジメントの概念に関する研究である。このタイプの研究では、おもにレピュテーショ
ン・マネジメントの考え方のベースとなる議論形成や、レピュテーション・マネジメントの
マネジメント手法としての性格に焦点があてられる。具体的には、レピュテーション・マネ
ジメントの考え方のベースとなる議論形成として、レピュテーション構築行動の重要性
［Weigelt and Camerer, 1988］、レピュテーション・マネジメントの阻害要因［Budd, 1994］
の議論があげられ、一方のレピュテーション・マネジメントのマネジメント手法としての性
格については、コーポレート・コミュニケーション機能との関連［Davies and Miles, 1998］、
リスク・マネジメント機能との関連［Zyglidpoulos and Phillips, 1999］、マネジメント・
プロセスとしてのレピュテーション・マネジメント［Rhee and Valdez, 2009］の議論があ
げられる。 
 
（2）レピュテーション構築行動の重要性とレピュテーション・マネジメントの阻害要因 
 Weigelt and Camerer［1988］はコーポレート・レピュテーションを「企業によって生
み出され、企業の過去の行為から推測される属性の集合」［p. 443］と定義しており、「レピ
ュテーション構築行動（Reputation-building behavior）は不完全な情報設定（すべてのプ
レーヤーにペイオフ機能や、選択可能な戦略を定義するパラメーターについて、等しく情報
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が与えられていない状況）において戦略的に重要である」［p. 443］と述べる。ここで Weigelt 
and Camerer［1988］が述べている内容は、ゲーム理論モデル（game theoretic models）
にもとづいている。つまり、ある企業とライバル企業が情報の非対称性の状態にあるとき、
レピュテーションによって相手の意思決定（戦略的行動のインプリケーション）を予測する
ことができるので、レピュテーション構築行動は重要であるという意味で述べられている。 
 Weigelt and Camerer［1988］の研究の特徴は、レピュテーションを 1 つの情報として、
自社の意思決定に活用するという方向性を示している点で、レピュテーション・マネジメン
トに対する大きな貢献であるといえ、レピュテーションを外部環境分析に活用するという点
で戦略的な見解である。 
 Budd［1994］は、企業レベルでレピュテーションというものを考慮した場合、そのマネ
ジメントに際しては、「①知覚、②人民主義者の怒り（Populist Anger）、③制度上の不信、
④メディアの挑発、⑤ステークホルダーの疑念、⑥従業員の懐疑主義、⑦矛盾したシグナル、
⑧法の警告、⑨貧しく・欠点のあるコミュニケーション、⑩貴族階級（会社の君主政治）」
［p. 14, Figure 2］という 10 個のハードルがあると整理した。Budd［1994］のこのよう
な指摘は、レピュテーション・マネジメントにおいて、考慮しなければならないマネジメン
ト要素を抽出したという点で、レピュテーション・マネジメントに関する研究への大きな貢
献といえる。 
 
（3）コーポレート・コミュニケーションとの関連 
コーポレート・コミュニケーションとの関連で、レピュテーション・マネジメントのマネ
ジメント手法としての性格を特徴づける研究に、Davies and Miles［1998］の議論がある。
Davies and Miles［1998］は、1997 年に 16 の企業へのインタビューを通じ、コーポレー
ト・レピュテーションのマネジメントに関する諸問題を検討している［p. 16］。Davies and 
Miles［1998］は、対象企業に対し冒頭で以下の 5 つの質問を用意した。 
① レピュテーションのマネジメントにおける、統合的なフレームワーク、あるいは主
要な目標は何か 
② レピュテーションが形づくられるのは、どのような観点においてか 
③ 市場のグローバル化は、レピュテーション・マネジメントにどのように影響するか 
④ レピュテーションを防御するために、どのようなアプローチを用いるか 
⑤ 測定ツールは何を用いるか 
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Davies and Miles［1998］によると、インタビューを受けたマネジャーにとっては、コ
ーポレート・レピュテーションの 3 つの側面である「パーソナリティ（その会社は何であ
るか）」「アイデンティティ（その会社は何を言わんとするか）」「イメージ（ステークホルダ
ーは何を考えるか）」のギャップといった概念的な見解よりも、外部の関係者に、よりよい
業績をあげていると「見られている」ことを明確な優先事項としているという。ゆえに、プ
レスの総計や内容、組織に対する他のメディアのコメントを測定することの重要性を強調す
る［Davies and Miles, 1998, pp. 19-20］と指摘する。 
また、多くの調査対象企業が、広告や企業の店舗のデザインには責任をほとんど持たない
一方で、PR には責任を持つことが明らかになったことを指摘している。このことから
Davies and Miles［1998］は、企業の価値観と PR を管理することが、レピュテーション
を構築することにおいて、唯一広範囲に用いられる方法であると指摘する［p. 21］。 
さらに、調査対象企業のうち、ごく尐数の企業がレピュテーション構築のための予算を計
上しており、それらの企業の特徴として、シニア・マネジャーがレピュテーションの改善と
売上高や利益の改善の間には、直接的な関係があると確信していることがあげられている。
また、この相関はサービス業において信じられる傾向があることも明らかにしている
［Davies and Miles, 1998, p. 22］。Davies and Miles［1998］はこれらの研究結果をふま
え、次のように述べている。 
  レピュテーション・マネジメントはまだビジネスの規律としては、未発達の段階であり、
レピュテーション・マネジャーの役割は明確でなく、現在のところ、コーポレート・コミ
ュニケーションに焦点があてられている［Davies and Miles , 1998, p. 24］。 
このように実務の世界でレピュテーション・マネジメントがどのように取りあつかわれて
いるかをテーマとする研究にはこの他にも、ドイツの企業を対象とした Wiedmann and 
Buxel［2005］の議論も参照されたい。また、コミュニケーション能力を中心に、企業のレ
ピュテーション・マネジメント・ケイパビリティ11を定性調査によって導き出した研究には、
Heugens, van Riel and van den Bosch［2004］がある。 
 
                                                   
11 Heugens, van Riel and van den Bosch［2004］によると、レピュテーション・マネジメント・
ケイパビリティは、①関連するステークホルダーとの協力的な対話に従事する、②外部から眺め
る人の目に好意的な組織の観点を表明する、③危険なレピュテーションの所有を避ける、④かな
りの逆境下で時間的制約があったとしても、関係者との有意義なコミュニケーションを図る、と
いう 4 つに整理できるという。 
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（4）リスク・マネジメントとの関連 
レピュテーション・マネジメントのマネジメント手法としての性格を、リスク・マネジメ
ント機能との関連で指摘するのが Zyglidopoulos and Phillips［1999］である。Zyglidopoulos 
and Phillips［1999］は、産業アクシデントや、スキャンダル、製品欠陥のような突然かつ
予期されない事件によって引き起こされる、コーポレート・レピュテーション危機のマネジ
メントについて研究している。 
Zyglidopoulos and Phillips［1999］によると、「レピュテーション危機12（a reputational 
crisis）は広く公表されるときに起き、高ネガティブ・イベントは主要なステークホルダー
に、企業やその活動に対する印象を再評価させる」［p. 334］という。この指摘は、レピュ
テーションが何らかの事件（ネガティブ・イベント）によって毀損される場合のレピュテー
ション危機は、マス・メディアなどによって広く公表されるときに発生し、それによって公
表されたネガティブ・イベントが、ステークホルダーの企業に対する好印象を失墜させるこ
とを意味している。Zyglidopoulos and Phillips［1999］はレピュテーション・マネジメン
トとは、まさにリスク・マネジメントであると主張する。 
 
（5）レピュテーション・マネジメントのプロセス 
レピュテーション・マネジメントのマネジメント手法としての性格について述べられてい
る研究の最後に、Rhee and Valdez［2009］の議論を参照する。Rhee and Valdez［2009］
は、レピュテーション・マネジメントを、1 つのマネジメント・プロセスとしてとらえ、「多
くの研究者は創造（creation）、構築（building）、維持（maintenance）といったレピュテ
ーション・プロセスの初期の段階にばかり注目し、後の段階の軌道（trajectory）を初期の
段階でコントロールできると考える傾向にある」［p. 146］と指摘する。このことから、レ
ピュテーション構築（reputation building）とレピュテーション回復（reputation repair）
の違いを議論することが避けられていると述べている［Rhee and Valdez, 2009, p. 150］。 
 Rhee and Valdez［2009］は Zyglidopoulos and Phillips［1999］が提案したようなプロ
セスをさらに発展させた議論を展開している。Rhee and Valdez［2009］の議論のもっとも
大きな特徴は、レピュテーション・マネジメントにおいて、「レピュテーション構築」と「レ
ピュテーション回復」は異なるプロセスであることを主張した点である。それについては以
                                                   
12 「主要なステークホルダーが、企業について自らの意見や信条をネガティブに再評価するよ
うな状況」［Zyglidopoulos and Phillips, 1999, p. 335］ 
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下のように述べている。 
 
図表Ⅱ－5 レピュテーション毀損／回復モデル 
レピュテーションの正と負の特性
毀損イベントと正のレピュテーションの関連性
組織の存続年数
市場セグメントの多様性
第三者（監視機関、マス・メディア、エンドーサー）
レピュテーション回復のための組織のケイパビリティにおける
ステークホルダーの知覚
毀損されたレピュテーションの回復における困難性のレベル
レピュテーション
毀損イベント
企業のレピュテーション
回復活動
 
出典：Rhee and Valdez［2009, p. 156］ 
 
  レピュテーション構築は、企業の内部要素（戦略、組織構造）や外部要素（競争、提携）
の展開に影響を受ける一方で、レピュテーション回復は、レピュテーションを毀損する出
来事のタイプやレベル、それらの要素に対する反応の仕方により決定される［Rhee and 
Valdez, 2009, p. 150］。 
Rhee and Valdez［2009］はとくに、レピュテーション回復のプロセスに焦点を絞って議
論を展開している。図表Ⅱ－5 はレピュテーションの毀損から、それが回復にいたるまでの
プロセスを示している。図表Ⅱ－5 に明らかなように、レピュテーション毀損イベントの発
生と回復の間に、3 段階のプロセスが挿入されている。 
 3 段階のうち、もっとも上層に位置するものが、Rhee and Valdez［2009］のいう、レピ
ュテーションの毀損とレピュテーションの回復のための潜在的な影響における文脈上の要
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素である。これには以下の 4 つが該当する。 
① レピュテーションの多面性 
② 組織の存続年数（organizational age） 
③ 市場セグメントの多様性 
④ ネットワーク・アフィリエーション13や第三者14 
 これら 4 つの潜在的な影響がステークホルダーの知覚に影響を及ぼし、レピュテーショ
ンの回復における困難性の度合いを決定するというのが、Rhee and Valdez［2009］の主張
である。 
 以上のようにこれらの先行研究により明らかになる、レピュテーションのマネジメント手
法に関するおもなインプリケーションは以下のように整理される。 
  ① レピュテーション・マネジメントの基礎は、レピュテーション構築行動であり、他
社のレピュテーションが外部情報の 1 つとなりうる。 
  ② レピュテーション・マネジメントは、コーポレート・コミュニケーションやリスク・
マネジメント的な性格をもちうる。 
  ③ レピュテーション・マネジメントは、創造、構築、回復という 1 つのマネジメン
ト・プロセスであり、創造、構築のプロセスにおいては、企業の内部要素（戦略、
組織構造）および外部要素（競争、提携）の展開に影響を受けるが、回復のプロセ
スにおいては、レピュテーションを毀損する出来事のタイプやレベル、それらの要
素に対する反応の仕方に影響を受ける。 
 
3－2 フレームワークないしマネジメント・ツールの導入に関する研究 
（1）先行研究の分類 
 レピュテーションのマネジメント手法に関する研究を構成する、もう 1 つの研究は、フ
レームワークないしマネジメント・ツールの導入に関する研究である。具体的には、レピュ
テーション・マネジメントの概念に対するフレームワークの導入に関する研究［Carlisle 
and Faulkner, 2005; Dentchev and Heene, 2003; Kim, Bach and Crelland, 2007］、レピ
                                                   
13 ネットワーク・アフィリエーションという概念については、Rhee and Valdez［2009］の本
文を参照するかぎり、企業のレピュテーションを保護してくれる、外部の提携先とのネットワー
クを指している。 
14 ここでいう第三者とは、マス・メディアや格付け機関などのことを指す［Rhee and Valdez, 
2009］。 
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ュテーション・マネジメントへのマネジメント・ツールの導入に関する研究［Alloza, 2008; 
Cravens and Oliver, 2005; Dowling, 2004; van Riel, 2008］に分類される。なお、BSC の
導入を提案する研究［Alloza, 2008; Cravens and Oliver, 2005; Dowling, 2004］について
は、Ⅳ章において後述する。 
 
（2）レピュテーション・マトリクス 
Carlisle and Faulkner［2005］は、「最近の研究の多くは、レピュテーションの優位の価
値が異なる競争の文脈において評価されうるということにおいて、分析的なフレームワーク
を提供していない」［p. 414］と指摘する。 
 
図表Ⅱ－6 レピュテーション・マトリクス 
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出典：Carlisle and Faulkner［2005, p. 419］ 
 
そこで図表Ⅱ－6 のようなレピュテーション・マトリクス（the reputational matrix）を
描くことで、市場におけるポジショニングごとに、レピュテーション強化の価値に差がある
ことがわかると主張する。たとえば、図表Ⅱ－6 中の 6 のようなポジションであれば、価格
も安く、レピュテーション強化の価値も低い。Carlisle and Faulkner［2005］によると、
こうしたポジションにはコモディティを生産する企業が該当する。 
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一方、1 や 2、8 といったポジションにおいては、「レピュテーション強化が明確な差別化
の機会を提供」［p. 418］し、それぞれの特徴として、1 においては中間のコストのポジシ
ョンを維持すること、2 においては高価格が市場から認められていること、8 においてはコ
ストの抑制が差別化要素と同等に高い優先事項であることがあげられる。 
 
図表Ⅱ－7 レピュテーション・マネジメント戦略 
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ポリシーA ポリシーB ポリシーC ポリシーD ポリシーE
ステークホルダー
企業活動（Ⅰ：過去の活動、Ⅱ：現在の活動、Ⅲ：意図された将来の活動）
x
y y y y
 
出典：Dentchev and Heene［2003, p. 60, Figure 1］ 
 
（3）レピュテーション・マネジメント戦略 
Dentchev and Heene［2003］は「正のレピュテーションを構築するとき、ステークホル
ダーが企業の再編に関して彼らに関連のあるすべての情報を受け止め、理解することを確実
にしなければならない」［p. 57］とし、そのためには「正しいシグナルを正しいステークホ
ルダーに送る（send the right signal to the right stakeholder）べきである」［p. 57］と主
張する。 
この主張は図表Ⅱ－7 に示されるように、それぞれのステークホルダー（1、2、3、4）
は企業のぞれぞれのポリシー（A、B、C、D）およびそのポリシーのなかでも、それぞれの
時点の活動（Ⅰ：過去の活動、Ⅱ：現在の活動、Ⅲ：意図された将来の活動）ごとに関心の
ある情報が異なる。また、レピュテーションにおいても、ステークホルダーに共通して影響
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を与えるもの（x）、ステークホルダーごとに影響を与えるもの（y）といったように分けら
れる。よって、正のレピュテーションを構築する（実線）ためには、正しいシグナルを正し
いステークホルダーが得る（点線）ようにマネジメントしなければならない、というのが
Dentchev and Heene［2003］の主張である。 
 
（4）シンボリック・マネジメントと行動マネジメント 
Kim, Bach and Clelland［2007］は、コーポレート・レピュテーションを高めるための
2 つの重要なアプローチとして、シンボリック・マネジメント（symbolic management）
と行動マネジメント（behavioral management）をあげた。Kim, Bach and Clelland［2007］
の研究によると、シンボリック・マネジメントはシンボリック・レピュテーション（symbolic 
reputation）によい効果をもたらし、一方で行動マネジメントは、業績レピュテーション
（performance reputation）に貢献することを明らかにした。また、メディアにおける正の
レピュテーションは、企業の収益性に貢献しないが、正の業績レピュテーションは、収益性
に多大なる効果をもたらす［p. 77］という。この結果から、Kim, Bach and Clelland［2007］
は、行動マネジメント・アプローチは、レピュテーション向上および収益性への貢献により
効果的であると結論づけている［p. 77］。 
 
（5）戦略アラインメント・モニター 
レピュテーション・マネジメントへのマネジメント・ツールの導入に関する研究には van 
Riel［2008］の議論がある。van Riel［2008］は、Fombrun and van Riel［2004］のレピ
ュテーション・マネジメントで指摘された、外部へのコミュニケーション・プロセスにおけ
る一貫性の重要性だけでなく、戦略との整合性の図られた組織ないし労働力（従業員）の重
要性を指摘している。そこで、van Riel［2008］は、マネジャーに新たな戦略を支援する
行動の度合いを考慮する早期警告システム（early warning system）として、Reputation 
Institute の戦略アラインメント・モニター（strategic alignment monitor）の存在をあげ
ている。これは EcQ®とよばれ、フィリップス、TNT、Petrobras、VALE、フェデックス
といった組織が導入しており、アラインメントのための量的な重要業績尺度（key 
performance indicator：KPI）や、従業員間のアラインメントの度合いを増長したり減尐
させたりする尺度を提供する［p. 355］と述べている。 
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図表Ⅱ－8 EcQ®のフレームワーク 
１．メディア・メッセージ
アラインメント
２．カスケー
ディング
３．対話 ４．認識と報酬 ５．能力開発
従業員をオンボード
させる：
彼らを会社と企業目
標に巻きこむ
企業目標について
のテーマ化された
メッセージング
ハイクオリティ・ビジ
ネス・ユニット目標
についてのさらなる
特化
コーポレート・メッセ
ージングとの調和の
増加
組織横断コミュニ
ケーションの増加
意思決定に関して
考慮する期待の
管理
部門横断対話の
ための明確なアテ
ンション
他のビジネス・ユニ
ットに情報をアクセ
スしやすくする
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る：全体に対する
従業員の貢献に
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ックを刺激する
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目標を達成す
るための貢献
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に対して十分な
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れるべき
従業員に目標
に従事するた
めの十分な「資
源」を与える
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に従事するた
めの十分な「権
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出典：van Riel［2008, p. 353, Figure 1］ 
 
 図表Ⅱ－8 は EcQ®のフレームワークを示したものである。EcQ®のフレームワークは大
きく分けて 3 つの領域（情報提供、動機づけ、能力開発）と 5 つのプロセス（メディア・
メッセージ・アラインメント、対話、認識と報酬、能力開発）から構成されている。それぞ
れのプロセスについて、van Riel［2008］は以下のように説明している［pp. 351-359］。 
情報提供の段階においては、メディア・メッセージ・アラインメントのプロセスのなかで、
まず企業は従業員を企業目標にオンボードさせる（巻き込む）。そして、企業目標について
のテーマ化されたメッセージング、ハイクオリティ・ビジネス・ユニット目標についてのさ
らなる特化、コーポレート・メッセージングとの調和をつうじて、メディア・メッセージ・
アラインメントを行う。ここで述べられるメディア・メッセージとは、第三者であるメディ
アに企業が発信したいメッセージである。具体的なメッセージと企業目標との整合性が図ら
れると、今度はそれを組織内へと落とし込んでいく。組織横断的なコミュニケーションを増
加させ、意思決定に関して考慮される期待についての管理を行う。この「意思決定に関して
考慮される期待」とは、外部のステークホルダーによる自社に対する期待のことであり、意
思決定に関しては、この外部ステークホルダーの期待が 1 つの意思決定基準となることを
意味している。このプロセスにより、アラインメントされたメッセージが組織内にカスケー
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ディングされていく。 
動機づけの段階においては、まず対話のプロセスにより、組織内にカスケーディングされ
たメッセージをいかにより浸透させるかが課題となる。部門横断対話のためのアテンション
を創造し、他のビジネス・ユニットにその情報にアクセスしやすくするなどの工夫が図られ
る。また、従業員の貢献のフィードバックを活性化させることで、企業戦略に対する視野を
拡大させる。そして認識と報酬のプロセスにおいて、従業員は企業目標を達成するための貢
献に対する認識を受け入れ、また目標達成の貢献に対しては十分な報酬が与えられることに
よって、まさに彼らは動機づけられる。 
能力開発の段階においては、従業員に対し企業戦略の目標の達成に貢献するための十分な
「資源」「訓練」「権限」が与えられる。これによって、従業員は企業戦略の目標の達成に貢
献できるためのスキルを向上させる。 
 van Riel［2008］の提案した EcQ®のフレームワークは、従業員に限定されて議論されて
いるものの、後述する Kaplan and Norton［2006］の BSC によるアラインメントの議論の
なかでも、従業員に対する戦略のアラインメント・プロセスと関連性のある議論といえよう。 
 以上のようなフレームワークないしマネジメント・ツールに関する先行研究により、レピ
ュテーションのマネジメント手法に関する研究へのおもなインプリケーションは以下のよ
うに整理される。 
  ① レピュテーション・マトリクスのフレームワークの導入によって、市場におけるポ
ジショニングごとに、レピュテーション・マネジメントの重要度を把握することが
できる。 
  ② レピュテーション・マネジメント戦略のフレームワークの導入によって、正しいシ
グナルを正しいステークホルダーに送るプロセスを把握できる。 
  ③ シンボリック・マネジメントと行動マネジメントのフレームワークの導入によって、
レピュテーション・マネジメントにおける活動を、シンボリックなマネジメント（印
象マネジメント）に関するものと、企業の経営行動に関するものとに分類すること
ができる。 
  ④ マネジメント・ツールとしての EcQ®の導入によって、レピュテーション・マネジ
メント戦略と従業員の行動との整合性が図られ、レピュテーションの一貫性創造プ
ロセスを達成できる。 
また、本節 1 項および 2 項で取りあげた先行研究は図表Ⅱ－9 に整理される。 
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図表Ⅱ－9 レピュテーションのマネジメント手法に関する研究 
レピュテーション関連文献のレビュー
レピュテーション毀損をとりまく文脈
的要素
2009Rhee and Valdez
EcQ®の戦略アラインメント・モニター戦略との整合性の図られた労働力の
開発
2008van Riel
シンボリック・アプローチと行動アプローチ
レピュテーション・マネジメントへの
アプローチ方法
2007Kim, Bach and Clelland
主要ドイツ企業へのインタビューをもとにした
実証研究
レピュテーション・マネジメントの実務
における取り組み
2005Wiedmann and Buxel
レピュテーション・マトリックス
戦略的なポジショニングごとのレピュ
テーション・マネジメントの重要性
2005Carlisle and Faulkner
ケイパビリティ4要素（オランダの食品企業へ
の定性調査）
レピュテーション・マネジメント・
ケイパビリティ
2004
Heugens, van Riel and 
van den Bosch
自動車会社のケーススタディ
情報市場効率とレピュテーション・
マネジメント
2004Dentchev and Heene
レピュテーション・クライシス・モデルの提案
危機管理としてのレピュテーション・
マネジメント
1999
Zyglidopoulos and 
Phillips
企業へのインタビュー調査
レピュテーション・マネジメントに
おける諸問題
1998Davies and Miles
コーポレート・レピュテーションへのハードル10
要素
レピュテーション・マネジメントの概念1994Budd
レピュテーション構築に関する研究のレビュー
企業の戦略における
レピュテーション構築行動の重要性
1988Weigelt and Camerer
調査内容、フレームワーク等テーマ年筆者
 
 
4．レピュテーションと類似概念との比較に関する研究 
4－1 ブランドとの比較に関する研究 
数多くの先行研究において、レピュテーションとブランドは類似性の高い概念であること
が指摘されている。ブランドとの比較に関する研究では、レピュテーションとブランドの異
同点に焦点があてられている。代表的なものとして、Argenti and Druckenmiller［2004］、
Fombrun and van Riel［2004］、大柳［2006］、馬渡［2006］、櫻井［2008］らの分類があ
る。 
 Argenti and Druckenmiller［2004］は管理可能性という観点から両者を比較しており、
「企業はアイデンティティやコーポレート・ブランドに関してはそれを定義し伝達できるが、
イメージやレピュテーションは企業の行動に対するステークホルダ （ーconstituency）の印
象から形成されるため、企業の直接的なコントロールは難しい」［p. 369］という見解を示
す。 
Fombrun and van Riel［2004］はとくにブランドとレピュテーションを「評価の主体」
によって区別する点を強調している。Fombrun and van Riel［2004］はその点について、
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以下のように述べる。 
  端的にいえば、ブランドは顧客が好意的な購買決定をする可能性を高める効果があるのに
対して、レピュテーションはブランドのステークホルダー全員から支援行動を期待できる
という違いがある［Fombrun and van Riel, 2004, p. 4］。 
 櫻井［2008］も Fombrun and van Riel［2004］と同様、評価の主体による分類を行っ
ており、さらに評価の対象や、形成の時点、管理可能性についてもそれぞれ見解を述べてい
る。櫻井［2008］の分類はⅢ章において詳細に検討する。 
 大柳［2006］は、企業の意図する価値提案をブランド、企業の意図の有無を問わずステ
ークホルダー間の相互作用によって生じた間接的効果をコーポレート・レピュテーションと
いうように具体的に定義することで区別している。 
 また、馬渡［2006］は、ブランドとレピュテーションはともに企業活動のパーセプショ
ンであるという点で共通しており、これらは「相互補完的な 2 つの実体」［p. 57］であると
し、明確な区別を避けているが、「“非利害関係者”間の“社会的な共通認識”を土台とする
レピュテーションを、ブランドとは異なる概念として認識すべき戦略的な必要性」［p. 53］
を主張する。 
 以上のように、ブランドとの比較に関する研究はいまだ論者によって意見が分かれている
段階であり、統一的な見解はなされていない。この問題点については、Ⅲ章においてより詳
細に検討する。 
 
4－2 ブランド以外の類似概念との比較に関する研究 
（1）先行研究の分類 
 図表Ⅱ－10 にあるように、レピュテーションをブランド以外の他の類似概念と比較する
研究には、コーポレート・イメージとの比較［Abratt, 1989; Camara, 2006; Dowling, 1993; 
Hoeken and Renkema; 1998］、組織連想との比較［Brown et al., 2006; Berens and van 
Riel, 2004］、他の無形資源との比較［Hall, 1992］があげられる。これらの研究においては、
レピュテーションと他の無形の資産との相違点に重点が置かれている。 
 ただし、Abratt［1989］と Dowling［1993］においては、明確な比較対象としてレピュ
テーションを取りあげてはいない。ここではコーポレート・イメージの定義を参照するため
の補助的な議論として参照する。 
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図表Ⅱ－10 ブランド以外の類似概念との比較に関する研究 
連想の種類の定義レピュテーションと類似概念との対比2006Brown et al.
マーケティング・ベース・アプローチ
とレピュテーション・ベース・アプロー
チ
コーポレート・アイデンティティ、
コーポレート・イメージ
2006Camara
RQ℠スコア、コーポレート・パーソナ
リティ・スケール、企業信用性スケー
ル
組織連想のタイプ2004Berens and van Riel
新聞記事の内容とコーポレート・イ
メージの相関関係についての実証
研究
コーポレート・イメージにおよぼす新
聞記事の影響
1998
Hoeken and 
Renkema
コーポレート・イメージ構築のための
4つのモデル
コーポレート・イメージ1993Dowling
無形資源とケイパビリティの差別化
のフレームワーク
無形資源の戦略的分析1992Hall
コーポレート・イメージ・マネジメント・
プロセスのフレームワーク
コーポレート・イメージのマネジメント1989Abratt
調査内容、フレームワーク等テーマ年筆者
 
 
（2）コーポレート・イメージとの比較 
 コーポレート・イメージに関する研究には、Abratt［1989］、 Camara［2006］ Dowling
［1993］、Hoeken and Renkema［1998］による議論がある。 
Abratt［1989］は、コーポレート・イメージ・マネジメント・プロセスというフレーム
ワークを提唱し、ステークホルダーの企業に対するイメージをマネジメント・プロセスのな
かで考察している。このフレームワークは、コーポレート・パーソナリティ、コーポレート・
アイデンティティ、コーポレート・イメージの 3 つのプロセスに分かれており、なかでも
さまざまなステークホルダーによって抱かれるコーポレート・イメージを、企業のミッショ
ンの策定や戦略の実行へとフィードバックさせるという点が特徴的である。 
 Camara［2006］は、コーポレート・イメージだけではなく、コーポレート・アイデンテ
ィティなどをもレピュテーションとの比較対象として取りあげている。Camara［2006］は
「組織環境のなかで、どのようにアイデンティティやイメージ、レピュテーションの概念が
機能し作用するのかを認識することが、持続可能な長期成長にとって重要である」［p. 13］
と主張したうえで、以下の 3 つのインプリケーションを提示している。 
① コーポレート・アイデンティティはイメージとレピュテーションの基盤である。 
② イメージとレピュテーションは関連しているが、同じ概念ではなく、異なるやり方
で管理される必要がある。 
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③ アイデンティティやイメージ、レピュテーションにおいて、内部と外部両方のステ
ークホルダーが役に立つ。 
Dowling［1993］はコーポレート・イメージについて、「人びとがその会社について何と
言っているのか、その会社が自身について何と言っているのか、ということにおける作用」
［p. 102］であると述べている。また、「外部の集団（顧客、友人、ジャーナリスト、コミ
ュニティの代表者、流通チャネルのメンバー）が企業に抱くイメージは、彼らが受けとる製
品や顧客サービスだけではなく、彼らが目にするマーケティング・コミュニケーションや、
他の人びとが企業について話していることによっても形づくられる」［Dowling, 1993, p. 
105］という。 
 Hoeken and Renkema［1998］は、マスコミによる報道がコーポレート・イメージに大
きな影響を及ぼすことを実証研究によって明らかにしている。Hoeken and Renkema
［1998］は、「ネガティブな（事実にもとづく）情報は企業のイメージにダメージを与え、
人々はその企業を、信用性や有能さ、魅力のない企業であるとみなす」［p. 53］と指摘する。 
 
（3）組織連想との比較 
組織連想（corporate associations）については、レピュテーションとはまさに組織連想
だとする議論［Brown et al., 2006］や、組織連想のタイプを分類する議論［Berens and van 
Riel, 2004］がある。 
 
図表Ⅱ－11 類似概念との対比 
組織連想
組織外のステークホルダーが実
際に抱いている、組織について
の観念的な連想
ステークホルダーは実際組織
についてどう考えているか
レピュテーション
解釈された連想
組織内のメンバーが考える、組
織外のメンバーの組織について
抱いている、観念的な連想
他のステークホルダーの組織
に対するイメージを、組織は
どう受け止めているか
解釈された
イメージ
意図された連想
組織のリーダーが、重要なステー
クホルダーに抱いてほしいと願う、
組織についての観念的な連想
他のステークホルダーに、組
織について何を思い起こして
ほしいか
意図された
イメージ
組織内メンバーの連想
組織内のメンバーによって抱か
れる、組織についての観念的な
連想
組織として、われわれは誰で
あるか
アイデンティティ
連想の種類要約観点概念
 
Brown et al.［2006, p. 102, Table 2］を一部修正 
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Brown et al.［2006］は、レピュテーションに類似する概念として図表Ⅱ－11 のように、
①アイデンティティ、②意図されたイメージ（intended image）、③解釈されたイメージ
（construed image）、④レピュテーションをあげ、それぞれがどのような観点によって分
類されているのかを整理した。 
 また、Berens and van Riel［2004］は、人びとが企業に抱く連想（組織連想）のタイプ
を、①社会的な期待にもとづくもの、②企業のパーソナリティにもとづくもの、③人びとが
企業を信頼するか否かの理由にもとづくものの 3 つに整理した。 
 
（4）無形資源との比較 
Hall［1992］は、持続可能な競争優位の源泉を、以下の 4 つに分類し、これらをケイパ
ビリティの差別化（capability differential）とよんでいる。 
① 機能の差別化（functional differential） 
② 文化の差別化（cultural differential） 
③ ポジションの差別化（positional differential） 
④ 規定の差別化（regulatory differential） 
 Hall［1992］によると、「機能の差別化」は、従業員やその他のバリュー・チェーン上の
サプライヤー、流通業者、株式仲買人、法律家、広告代理店などのナレッジやスキル、経験
によってもたらされ、製品を製造するために、そのノウハウが有効に活用されることで創造
されるという。一方、「文化の差別化」は、組織を構成する個人や集団に浸透する習慣や態
度、信条や価値観が内部化したものであるとされ、組織の文化がもたらすものとしては、高
品質基準の知覚、課題に対応する能力、挑戦する能力、顧客を第一に置く能力などがあげら
れている。また、3 つ目の「ポジションの差別化」は、顧客のポジショニングや建物の（地
理的に）有利な位置などの、確かなレピュテーションを作りだす、過去の行為の結果である
とされ、競争優位だけでなく、防御可能なポジション（defendable position）に貢献すると
いう。4 つ目の「規定の差別化」は知的所有権や契約、企業秘密といった法人財産によって
もたらされるという［Hall, 1992, p. 136］。 
 Hall［1992］によると、「機能の差別化」および「文化の差別化」は、広告やゼロ欠陥生
産といった、能力（competency）あるいはスキルにもとづいており、一方の「ポジション
の差別化」および「規定の差別化」は、ブランド・ネームや地理的な位置といった資産にも
とづいているという。差別化を生み出すようなこれら 4 つの資源のことを、Hall［1992］
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は無形資源（intangible resources）と定義している［p. 136］。また、Hall［1992］はイギ
リスの CEO に対し、この無形資源の役割について調査し、4 つのケイパビリティの差別化
と無形資源の関係を 1 つのフレームワークにまとめている。 
 
図表Ⅱ－12 無形資源とケイパビリティの差別化のフレームワーク 
ケイパビリティの差別化
機能 文化 ポジション 規定
人
に
依
存
す
る
人
に
依
存
し
な
い
スキル
資産
従業員、
サプライヤー、
流通業者の
ノウハウ
品質の知覚、
学習能力など
レピュテーション、
ネットワーク
データベース
契約、
ライセンス、
企業秘密、
知的所有権
 
出典：Hall［1992, p. 140, Figure 1］ 
 
図表Ⅱ－12 に明らかなように、Hall［1992］はネットワークと同様、レピュテーション
を「ポジションの差別化」に貢献するものであり、人に依存する資産であると分類している。 
 Hall［1992］の見解は、レピュテーションがポジションの差別化の要因であるとした点
に特徴がある。顧客のポジショニングや建物の（地理的に）有利な位置などは、Hall［1992］
によると過去の行為の結果であり、これらが競争優位をもたらすという。 
 以上のように、ブランド以外の類似概念との比較に関する研究においても、ブランドとの
比較に関する研究同様、研究者によってさまざまな分類がなされており、統一的な見解は見
出せない。 
 本章ではレピュテーションに関する先行研究を、その特徴をもとに 3 つに分類し、さら
にそれぞれ 2 つのタイプにより構成されることを明らかにした。また、それらの研究によ
って述べられた見解から得られるインプリケーションを整理した。しかし、レピュテーショ
ンに関する先行研究のなかで、レピュテーションと類似する概念との比較に関する研究にお
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いては、研究者によって多様な見解がなされているため、統一的なインプリケーションを導
くことができなかった。 
Ⅲ章ではこれらの先行研究に見出すことのできる、いくつかの問題点について考察する。 
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Ⅲ  レピュテーションに関する先行研究 
における問題点 
 
1．レピュテーションに関する先行研究の問題点の特徴と 
本研究における意義 
1－1 先行研究の問題点の分類 
 本章ではⅡ章であげられたレピュテーションに関する先行研究の問題点をテーマに取り
あげる。 
 レピュテーションに関する先行研究の問題点は、以下の 3 つに整理することができる。 
  ① レピュテーションの定義の限定的な解釈の問題 
  ② レピュテーション・マネジメントの定義の不在の問題 
  ③ 類似概念の定義における混同の問題 
これらの問題点は詰まるところ、1 つの問題に集約することができる。それはいずれも概
念の定義に関する問題である。Ⅱ章で 3 つの特徴に分類したレピュテーションに関する先
行研究のそれぞれに、上記のような問題が存在している。 
第一に、レピュテーションの定義の限定的な解釈の問題は、3 つの特徴に分類した先行研
究のうち、レピュテーションの測定および評価に関する研究において見られる。それらの研
究のなかでは、コーポレート・レピュテーションが企業活動の結果であるとされており、企
業の総合評価指標としての役割に焦点があてられている。しかし、この解釈は限定的であり、
Fombrun and van Riel［2004］の指摘する、差別化の源泉としてのとらえ方がなされてい
ないため、議論が測定および評価の範疇に留まっている。 
第二に、レピュテーション・マネジメントの定義の不在の問題は、3 つの特徴に分類した
先行研究のうち、レピュテーションのマネジメント方法に関する研究において見られる。そ
れらの研究のなかでは、レピュテーションのマネジメントに対して、さまざまなフレームワ
ークやマネジメント・ツールの導入が提案されているものの、レピュテーション・マネジメ
ントそのものがいかなる概念であるのかが定義されていないため、既存のフレームワークや
マネジメント・ツールとの異同点が明瞭でない。 
 第三に、類似概念の定義における混同の問題は、3 つの特徴に分類した先行研究のうち、
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レピュテーションと類似概念との比較に関する研究において見られる。それらの研究のなか
では、ブランドやコーポレート・イメージ、組織連想、無形資源などがレピュテーションと
の比較対象とされている。なかでもブランドとの比較において、標章としてのブランドと、
それが有する価値であるブランド・エクイティとが混同されて用いられているため、レピュ
テーションとブランドの関係が正確に分類されていない。Ⅱ章で統一的な見解が見出せなか
ったのはこのためである。 
 
1－2 先行研究における問題点についての考察の本研究における意義 
 これらの問題点を整理することは、Kaplan and Norton［1996; 2001; 2004; 2006; 2008］
の BSC のフレームワークをレピュテーション・マネジメントに用いるという本研究の議論
において、以下のようなアプローチを提供する。 
  ① BSC によるレピュテーション・マネジメントにおいて、レピュテーションとは何
を意味するのか 
  ② BSC によるレピュテーション・マネジメントにおいて、レピュテーション・マネ
ジメントとは何を意味するのか 
  ③ BSC によるレピュテーション・マネジメントにおいて、レピュテーションとブラ
ンドとの関係をどのようにとらえるべきか 
 第一に、BSC によるレピュテーション・マネジメントにおいて、レピュテーションとは
何を意味するのかという問いに答えなければならない。そもそも管理対象が明らかでないか
ぎり、管理することはできない。レピュテーションの測定および評価に関する研究のなかで
は、レピュテーションが企業活動の結果という側面で限定的にとらえられている。本章では
その点を明らかにし、BSC のフレームワークで管理するレピュテーションとはいかなる概
念であるのかを整理し直す。 
 第二に、BSC によるレピュテーション・マネジメントにおいて、BSC を用いる対象であ
るレピュテーション・マネジメントとは何を意味するのかという問いに答えねばならない。
そもそも用いる対象が明らかでないかぎり、用いるという議論自体が成り立たない。レピュ
テーションのマネジメント方法に関する研究のなかでは、レピュテーション・マネジメント
の定義が明確になされておらず、既存のフレームワークやマネジメント・ツールとの異同点
が明確でない。本章ではあらためてこれらの異同点を比較し、BSC を用いる対象であるレ
ピュテーション・マネジメントとはいかなる概念であるのかを整理し直す。 
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 第三に、BSC によるレピュテーション・マネジメントにおいて、レピュテーションとブ
ランドとの関係をどうとらえるべきかという問いに答えねばならない。BSC の議論におい
て、ブランドはキーワードともいうべき重要な概念である。レピュテーションと類似概念と
の比較に関する研究において、ブランドの定義における混同（標章としてのブランドと、そ
れが有する価値であるブランド・エクイティとの混同）があるかぎり、BSC のフレームワ
ークにおける価値提案の議論とかみ合わなくなる。本章では、ブランドの定義における混同
について取りあげ、BSC によるレピュテーション・マネジメントにおいて、レピュテーシ
ョンとブランドとの関係をどのようにとらえるべきかを考察する。 
 これらの問題はそれぞれの概念の定義の問題に集約されるということはすでに述べた。
BSC によるレピュテーション・マネジメントの議論において、先行研究の問題点を整理し
ながら、レピュテーションおよびレピュテーション・マネジメントの議論を取り巻く諸概念
を整理し直すことが本章の目的である。これらの概念を整理し直すことは以下に示される概
念同士の関係を明らかにすることを意味する。 
  ① 企業活動の結果と競争優位の源泉としてのレピュテーションとの関係 
  ② 既存のマネジメント概念とレピュテーション・マネジメントとの関係 
  ③ ブランドとレピュテーションとの関係 
本章 2 節から 4 節において、3 つのレピュテーションに関する先行研究の問題点とその問
題に対して求められる企業の対応などを明らかにし、さらにレピュテーションおよびレピュ
テーション・マネジメントの議論を取り巻く概念について 3 つに分類した関係を整理する。 
  
2．レピュテーションの定義の限定的な解釈の問題 
2－1 問題提起 
レピュテーションの定義の限定的な解釈の問題は、3 つの特徴に分類した先行研究のうち、
レピュテーションの測定および評価に関する研究において見られる。それらの研究のなかで
は、コーポレート・レピュテーションが企業活動の結果であるとされており、企業の総合評
価指標としての役割に重点が置かれている。 
このような解釈は限定的であり、レピュテーションの議論を測定および評価の段階に留め、
マネジメントの段階への議論の妨げとなっている。なぜなら、企業の総合評価指標としての
レピュテーションは、あくまで企業活動の結果であり、結果をマネジメントすることはでき
ないからである。レピュテーションをマネジメントするという議論をする際に、企業活動の
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結果としてのレピュテーションの定義と、管理対象となりうるレピュテーションの定義とは
分ける必要がある。 
 レピュテーションの測定および評価から、マネジメントの段階へ議論を移行させるために
は、企業は 2 つの問題に対応する必要がある。その問題とは、レピュテーション指標の多
面性による問題と多様性による問題である。 
 第一に、レピュテーション指標の多面性による問題について、Ⅱ章で指摘したように、企
業の総合評価指標とされている、Fortune の「もっとも称賛される企業」や、The Wall Street 
Journal による RQ℠スコアでは、財務業績から非財務指標にいたるまで、企業のあらゆる
側面に対する評価がなされる。これらは企業の総合的な評価を知ることができるという利点
を持つと同時に、評価項目の重要度が反映されないという問題点がある。Ⅱ章で指摘したよ
うに、企業の特性や評価の主体によって、レピュテーションの評価項目の重要度は異なる。
ゆえに、企業の特性によっては総合評価に向かない企業も存在しうるであろうし、評価の主
体に偏りがある場合、自社のレピュテーションが正しく評価されない可能性もある。このよ
うなレピュテーション指標の多面性に、Rhee and Valdez［2009］は、「レピュテーション
の複雑性の描写」［p. 152］であると批判している。 
また、このようなレピュテーションの多面性により、財務業績がレピュテーションに貢献
することはあっても、レピュテーションが財務業績に及ぼす影響力が小さいために、企業が
レピュテーション・マネジメントの重要性を理解することが妨げられているという問題も指
摘されている。この点について、大柳［2006］は以下のように述べている。 
  企業活動の結果として計算されたコーポレート・レピュテーションの財務業績に与える影
響が、低くなることは当然の帰結である。なぜなら RQ℠スコアなどは財務業績だけでなく、
非財務指標をも加味した結果だからである［大柳, 2006, p. 46］。 
 このような見解から、大柳［2006］はコーポレート・レピュテーションが財務業績に影
響を与えないと結論づけることは誤りであるとしている。 
第二に、レピュテーション指標の多様性による問題について、Fombrun［2007］の調査
結果からも明らかなように、国や地域ごとあるいは雑誌、専門誌によってレピュテーション
指標が異なっているばかりか、同じ企業の順位がそれぞれにおいてまったく異なってしまう
という状況がある。この点に関しては、Fombrun［2007］のいう世界的に統一された指標
を検討することも解決策の 1 つであろう。 
 レピュテーションの多面性および多様性の問題は、レピュテーションを、単にあらゆるス
 44 
テークホルダーからの総合的な評価だとする限定的な解釈によってもたらされている。この
ような問題を克服するために、企業には以下のような対応が求められる。 
① レピュテーションの測定および評価に対する方針の検討 
  ② レピュテーション・マネジメントに対する戦略的な資源配分 
 第一に、コーポレート・レピュテーションの測定および評価に対して、企業はレピュテー
ションの測定および評価に対する方針を検討しなければならない。その場合、自社にもっと
も適合する既存のレピュテーション指標（RQ℠スコアなど）を選択するか、あるいは自社で
測定および評価に関するフレームワークを設けるかのいずれかの選択が考えられる。後者に
おいて、BSC をそのフレームワークとして提案するというのが本研究の主張である。 
 第二に、企業は、自社の強みとなるようなレピュテーションとは何かを識別し、その構築
や回復に向けて、戦略的に資源配分をしていくべきであろう。なぜなら、企業の資源は限ら
れているからである。レピュテーション指標が企業の総合評価であるからといって、戦略的
に重要ではないレピュテーションの構築や回復活動に投資するのは賢明とはいえない。
BSC のフレームワークを用いることによって、企業の活動を戦略的に重要なものとそうで
ないものに分け、さらにその活動ごとに予算を策定することができるため、この点において
も BSC のフレームワークは有効である。 
 
2－2 企業活動の結果と競争優位の源泉としてのレピュテーションとの関係 
 レピュテーションの測定および評価に関する研究において、レピュテーションは企業の活
動の結果として定義されており、BSC によるレピュテーション・マネジメントの議論をす
るうえでは、これとは別の定義が必要である。なぜなら、結果をマネジメントすることはで
きないからである。 
 企業活動の結果としてのレピュテーションとは区別されて用いられるのが、企業の差別化
ないし競争優位の源泉となるレピュテーションという概念である。前者と後者の違いについ
て、大柳［2006］は以下のように述べている。 
前者の考え方ではコーポレート・レピュテーションを企業が行うさまざまな活動から生じた
結果ととらえ、多面的な要因が統合されたものと定義されることとなる。（略）一方、後者
の考え方によれば、コーポレート・レピュテーションは企業の現在および将来の競争優位の
源泉となり、ブランドなどと同様に資産性を有し、企業の現在および将来のキャッシュ・フ
ローに影響を及ぼすこととなる［大柳, 2006, p. 45］。 
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大柳［2006］は、前者の企業活動の結果としてのレピュテーションを「レピュテーショ
ン・エクイティ」と、後者の差別化ないし競争優位の源泉としてのレピュテーションを「コ
ーポレート・レピュテーション」というように区別して定義している。本研究においても、
この大柳［2006］の定義を用いて両者を別な概念としてとらえる。 
このような定義を用いると、Ⅱ章のレピュテーションの測定および評価に関する研究は、
レピュテーション・エクイティに関する研究であり、レピュテーションを企業の競争優位の
源泉としてとらえる研究とは区別しなければならないといえる。 
Fombrun and van Riel［2004］や櫻井［2005］が主張するレピュテーションの定義は、
この分類にしたがえば、明らかに後者のコーポレート・レピュテーションである。Fombrun 
and van Riel［2004］は、コーポレート・レピュテーションを戦略的ポジショニングに影
響を与えるものと考えており、コーポレート・レピュテーションが高まれば、従業員の生産
性が刺激され、企業の内部プロセスが改善し、結果として財務業績が改善するとの見解を示
している。このようなコーポレート・レピュテーションに対する見解は、結果的な観点であ
るレピュテーション・エクイティに対して、ドライバーないし先行指標的な観点であるとも
いえよう。 
BSC によるレピュテーション・マネジメントの議論を行う際には、レピュテーションを
ドライバーないし先行指標的な観点のコーポレート・レピュテーションとしてとらえる必要
がある。BSC は財務の視点、顧客の視点、内部プロセスの視点、学習と成長の視点という
4 つの視点から構成されており、それぞれの視点には因果関係が存在する。財務業績の改善
のためには、顧客への価値提案を適切に行う必要があり、そのためには内部プロセスの質を
向上させる必要があり、それを実現させるためにはより高い従業員のスキルが要求されると
いう具合である。これを Kaplan and Norton［1996］は因果連鎖とよんでいる。このよう
な議論と、先の Fombrun and van Riel［2004］が主張するコーポレート・レピュテーショ
ンとの議論には、こうしたドライバーないし先行指標的な観点において親和性がある。 
一方、レピュテーション・エクイティの議論には、こうしたドライバーないし先行指標的
な観点が欠如しているがゆえに、BSC の議論を行う際には不十分である。BSC は戦略を実
行するためのプロセスを管理するツールであり、結果の管理として用いることはできない。
ゆえに、BSC の議論を行うための前提として、レピュテーションを競争優位の源泉として
定義する必要がある。 
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3．レピュテーション・マネジメントの定義の不在の問題 
3－1 問題提起 
（1）既存のマネジメント概念との類似性の問題 
レピュテーション・マネジメントの定義の不在の問題は、3 つの特徴に分類した先行研究
のうち、レピュテーションのマネジメント方法に関する研究において見られる。それらの研
究のなかでは、レピュテーションのマネジメントに対して、さまざまなマネジメント手法の
導入が提案されているものの、レピュテーション・マネジメントそのものがいかなる概念で
あるのかが定義されていないため、既存のマネジメント概念との異同点が明瞭でない。この
ようなレピュテーション・マネジメントの定義の不在の問題は、既存のマネジメント概念と
の類似性の問題と、具体的なアクション・プランの欠如といった問題に波及しており、企業
はこの 2 点において対応が求められる。 
Ⅱ章で指摘したように、レピュテーション・マネジメントは、コーポレート・コミュニケ
ーションやリスク・マネジメントといった既存のマネジメント概念に類似する特徴をもつ。
この点は、企業にとって実際のマネジメントにおいて混乱をもたらすばかりか、既存のマネ
ジメントで代替できるのであれば、あらためてレピュテーション・マネジメントについて考
察する必要などないといった誤解を生みかねない。このような、レピュテーション・マネジ
メントと既存のマネジメント概念との類似性における問題点については、類似のマネジメン
ト概念に関する先行研究を参照しながら考察する必要がある。本節では具体的に、コーポレ
ート・コミュニケーション、リスク・マネジメント、CSR および企業責任（corporate 
responsibility：CR）といったマネジメント概念との比較を行う。 
 
（2）コーポレート・コミュニケーションとの類似性 
 Forman and Argenti［2005］は、コーポレート・コミュニケーションとの関連を中心に
レピュテーションを研究する論者である。Forman and Argenti［2005］によると、学問分
野への関心は高まっているものの、戦略を実行したり、コーポレート・レピュテーションや
ブランドを向上させたりする、コーポレート・コミュニケーション機能（corporate 
communication function）の役割についてはほとんど議論されていないという［p. 246］。
このような彼らの問題意識は、多くの研究者によって、レピュテーションを測定および評価
し管理することと、企業とステークホルダーのコミュニケーションとは別々の議論として考
えられていることを指摘している。このことから、Forman and Argenti［2005］はレピュ
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テーション研究のなかで、あらためてコーポレート・コミュニケーションの議論を十分に行
う必要性を主張している。その重要性に関して井上［2005］も次のような見解を述べてい
る。 
  企業がレピュテーションをマネジメントする上で重要な役割を担うのが、コミュニケーシ
ョンであろう。レピュテーションとはステークホルダーによる「認知の集積」（cumulative 
perception）と考えられるため、認知を得る手段としてステークホルダーとの対話、すなわ
ちコミュニケーションが不可欠となるからだ［井上, 2005, p. 92］。 
 この他にも、コーポレート・コミュニケーションとコーポレート・レピュテーションに関
する研究として、レピュテーション・マネジメントを支援するコーポレート・コミュニケー
ションの役割について議論した Will, Probst and Schmidt［1999］や、インターナル・コ
ミュニケーションの役割について議論した Dortok［2006］などがある。いずれにおいても
レピュテーション・マネジメントにおけるコーポレート・コミュニケーションの役割の重要
性を主張するものである。 
 また Fombrun and van Riel［2004］も、レピュテーション・マネジメントを、とくにコ
ミュニケーションとの関連から議論を展開している論者である。Fombrun and van Riel
［2004］は、レピュテーションの高い企業と競合他社とは何が違うのかを、①企業のウェ
ブサイト、広告、プレス・リリースに見られる社内外のコミュニケーション、②グローバル
な企業市民活動、③受賞、登場メディアリスト、特集記事等を通して見たその企業の知名度、
④複数企業の厳選された経営トップとのインタビュー、という 4 種類の情報を使い、調査
したところ、5 つの面で双方が大きく異なることを明らかにした［pp. 85-86］。 
① 顕示性（Visible） 
② 独自性（Distinctive） 
③ 真実性（Authentic） 
④ 透明性（Transparent） 
⑤ 一貫性（Consistent） 
 Fombrun and van Riel［2004］が強調するポイントを整理すると、①では「メディア露
出度」、②では「製品やサービスの差別化や市場におけるポジショニング」、③では「企業市
民としての行動の誠実さ」、④では「積極的な情報開示」、⑤においては「ビジョンや戦略の
一貫性」が、企業のおもなレピュテーション・マネジメントにおける課題となる。 
 このように、レピュテーションの研究者側においては、コーポレート・コミュニケーショ
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ンがレピュテーション・マネジメントの 1 つの機能であるとされ、その重要性が指摘され
ているのに対し、一方のマーケティングの研究者側においては、コーポレート・ブランディ
ングとの関連で述べられているのが特徴である。この点について、嶋村［2006］は以下の
ように述べている。 
  企業（コーポレート）ブランドの価値は、製品（プロダクト）ブランドと違って顧客から
の評価だけで決まるとは限らない。流通業者などの取引先、株主などの投資家、従業員、
コミュニティ、マスコミなどの幅広い関係者（ステークホルダー）に向けたコーポレート・
コミュニケーションが必要になる［嶋村, 2006, p. 72］。 
 このように、コーポレート・コミュニケーションとレピュテーション・マネジメントの類
似性の問題は、研究領域の相違によって、どちらがどちらを包含するかといったような議論
の際に壁となる問題であるといえる。このような混同は、企業のレピュテーション・マネジ
メントにおいて、その機能をいかなる部署ないし部門が担当するのかといった議論を生じさ
せる。 
 従来のマーケティングの研究領域では、コーポレート・コミュニケーションを担当する部
署は PR 部門であるとされている。それらは、商品に対する広告・販促活動であるマーケテ
ィング・コミュニケーションとは区別され、広報活動とよばれる。これら 2 つは完全に区
分可能ではなく、重複する部分もある［嶋村, 2006, p. 324, 図 18-5 参照］。したがって、マ
ーケティングの研究者側からすれば、おのずとレピュテーション・マネジメントを担当する
部署は PR 部門であるといえる。 
 一方のレピュテーションの研究側では、企業のすべてのコミュニケーション部門を統合し、
管理することの重要性が主張されている。Fombrun［1996］は当初から、CRO（Chief 
Reputation Officer）の設置を提案している［p. 197］。Fombrun［1996］のいう企業のす
べてのコミュニケーション部門とは、以下のようなステークホルダーとの関係を意味する。 
① Employee Relations（従業員リレーションズ） 
② Customer Relations（顧客リレーションズ） 
③ Investor Relations（投資家リレーションズ） 
④ Community Relations（地域社会リレーションズ） 
⑤ Public Relations（パブリック・リレーションズ） 
⑥ Government Relations（政府リレーションズ） 
⑦ Competitor Relations（競合他社リレーションズ） 
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 マーケティングの研究領域で述べられるように、PR 部門に特化させてコーポレート・コ
ミュニケーションを行うか、レピュテーションの研究領域で述べられるように、CRO を創
設しコーポレート・コミュニケーションを一元的に管理するかという選択は、どちらが良い
か悪いかという問題ではない。企業はどちらが自社のステークホルダーにとってより戦略的
に重要な組織デザインなのかを検討しなければならない。 
 
（3）リスク・マネジメントとの類似性 
 先行研究において、レピュテーション・マネジメントは、究極的にはリスク・マネジメン
トであるとの見解があるほど、レピュテーション・マネジメントとリスク・マネジメントは
混同されやすい。このような混同の原因の根本には、企業の不祥事等によって毀損されやす
いレピュテーションの性格の存在がある。高級ブランドが 1 日でその価値を失うとは考え
にくい一方で、レピュテーションは 1 日で価値を大きく減じることは十分考えられる。た
とえば、近年の食料品会社による食品偽装の問題などがそれである。そのため、レピュテー
ション・マネジメントといった場合、リスク・マネジメントの重要性が強調されることが多
い。 
一般的なリスク・マネジメントに対して、レピュテーションの先行研究においては、レピ
ュテーション・リスク・マネジメントという概念が用いられているが、Green［1992］は
両者の概念は同じ関係を持っていると指摘している［p. 1］。Green［1992］は、レピュテ
ーション・リスクに影響を及ぼす事項として、①自然災害、②人災、③製品の不良品、④生
産の妨害、⑤情報漏洩、⑥法的リスク、⑦環境破壊、⑧健康被害、⑨労働問題、⑩セクハラ
とパワハラ、⑪財務報告、⑫IR 関係、⑬政府との対応、⑭その他といった要素をあげてい
る。これらの要素だけを見ても、多様なステークホルダーに対する対応が考慮されていると
いう特性から、レピュテーション・マネジメントは究極的にはリスク・マネジメントである
という見解も誤りではないことが理解できる。 
 また、Dowling［2006］はコーポレート・レピュテーションの低下する最大の要因は取
締役会であるとし、レピュテーション・リスク・マネジメントには次の 5 つの領域がある
と主張する。 
  ① オペレーショナル・リスク 
  ② 資本調達のリスク 
  ③ 財務上のリスク 
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  ④ 社会的リスク 
  ⑤ 無形のリスク（知的財産、ブランド、商標、顧客、従業員など） 
 企業はリスク・マネジメントを全社的（部門横断的）なレピュテーション・マネジメント
の一環とすべきか、あるいはリスク・マネジメントに特化した部署に限定しマネジメントす
べきかといった対応も、コーポレート・コミュニケーション同様、自社のステークホルダー
にとって最善の形を検討すべきである。また、自社のステークホルダーを定義し、リスク管
理が重要なステークホルダーを識別するといった対応も考えられる。 
 
（4）CSR や CR との類似性 
CSR や CR の議論も、レピュテーション・マネジメントの議論とは不可分の関係にある。
具体的には CSR とレピュテーションに関する議論については北見［2008］の議論を、CR
とレピュテーションに関する議論については、Hillenbrand and Money［2007］の議論を
それぞれ検討する。 
 
図表Ⅲ－1 CSR 基本フレーム 
自社のあり方 社会のあり方
（短
期
的
リ
タ
ー
ン
）
直
接
事
業
（長
期
的
リ
タ
ー
ン
）
非
直
接
事
業
１．マイナス排除的
CSR
２．社会貢献的
CSR
３．事業による
CSR
 
出典：北見［2008, p. 8, 図 2］ 
 
 CSR はこれまで、相次ぐ企業の不祥事に対するリスク・マネジメントや、環境問題への
対策、地域社会への貢献など、さまざまな観点において議論がなされてきた概念である。田
中［2005］は CSR を「企業が社会の一員として、社会と企業の持続的発展を目指して、経
営戦略の中核に位置づけ、さまざまなステークホルダーとの相互交流を深め、経済・環境・
社会問題について、社会の信頼を得るために果たすべき自主的取り組み」［p. 22］と定義し
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ている。田中［2005］の定義にあるように、「さまざまなステークホルダーとの相互交流」
という点が、レピュテーションの研究領域において CSR が取りあげられる主たる理由とな
っている。古くは、McGuire, Sundgren and Schneeweis［1988］による Fortune のレピ
ュテーション指標のうちの CSR に関する項目が財務業績に正の影響をもたらすことを示し
た実証研究、あるいは近年の RQ℠モデルの 6 つの領域の 1 つに「社会的責任」が位置づけ
られている［Fombrun and van Riel, 2004］ことからも明らかである。 
北見［2008］はレピュテーション向上のための CSR を主たるテーマとする研究において、
図表Ⅲ－1 に示される「CSR 基本フレーム」というフレームワークを提唱している。北見
［2008］は図表Ⅲ－1 のなかで、まず縦軸に直接事業と非直接事業という区分を設けた。
北見［2008］によると、直接事業とは「“財やサービス”などの直接的に事業に関わるもの
であり、その財やサービスの提供により、短期的に収益（リターン）を得ることができる領
域」［p. 8］であり、非直接事業とは「直接的に“財やサービス”に関わるものではないが
事業を何らかの形で支援するもの」［p. 8］と定義される。横軸においては、自社のあり方、
社会のあり方という区分が設けられている。前者は「自社の経営のあり方を左右する領域」
［北見, 2008, p. 8］、後者は「自社の経営だけではなく、社会を良くしようとするインセン
ティブが働く CSR の領域」［北見, 2008, p. 8］とされる。これらの 2 つの軸により、3 つの
CSR の次元が生ずると北見［2008］は主張する。 
① マイナス排除的 CSR 
② 社会貢献的 CSR 
③ 事業による CSR 
 北見［2008］によると①は「自社の経営プロセスにおいて、そのまま放置しておけば“社
会”“環境”などの面で企業にマイナスをもたらす事柄を排除する CSR」とされ、採用や昇
進などの公正性や不法労働の防止などの労働対策・人権対策、ステークホルダーへの情報開
示、コンプライアンス対応やリスク管理、環境対策などが該当する［pp. 8-9］。②は「事業
とは直接的には関係しないが、自社の取り組みにより社会を良くしようとする社会貢献的な
CSR」とされ、NGO や NPO の支援・協働、スポーツ活動や芸術文化活動の支援、ゴミ広
いなどの自然保護、大学への寄附講座などが該当する［北見, 2008, p. 9］。③は「直接的に
事業そのものが CSR と捉えることができ、短期的にもリターンに影響を与える CSR」であ
り、トヨタのハイブリッド車「プリウス」などがその例に該当する［北見, 2008, p. 9］。 
 北見［2008］は高評判企業のレピュテーションを左右する因子とその寄与率を調査・分
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析した。その結果、高評判企業のレピュテーションにもっとも強く影響を及ぼしている因子
は「信頼のある製品やサービス」であり、また「市場における競争優位性」を持つことが、
コーポレート・レピュテーション（本研究のレピュテーション・エクイティ）に影響を与え
ることが明らかとなっている。一方で、「社会的責任」や「職場環境」といった、北見［2008］
のいう「マイナス排除的 CSR」や「社会貢献的 CSR」だけでは、コーポレート・レピュテ
ーションの構成要素として不十分であることも分かった［p. 17］。以上のような結果につい
て、北見［2008］は以下のように述べている。 
  今回の分析結果では、「社会貢献・社会責任」「職場環境」といった「製品やサービス」そ
のものではない「非直接事業」の CSR 領域だけでは、高いコーポレート・レピュテーショ
ンは得られず、市場における競争優位につながる「信頼のある製品やサービス」が必要不
可欠であるということが確認された。とするならば、事業領域の活動そのものが「CSR」
となる事業戦略を検討することにより、さらに高いコーポレート・レピュテーションを得
ることが可能となるはずである。つまり「事業による CSR」の領域が重要となる［北見, 2008, 
p. 17］。 
 北見［2008］のこのような見解は、戦略的なレピュテーション・マネジメントについて
考察するうえで重要な主張である。北見［2008］は「事業領域の活動そのものが CSR とな
る事業戦略を検討する」という表現を用いており、これは事業戦略と CSR とのアラインメ
ントの必要性を意味しているといえる。北見［2008］の見解は、高レピュテーションを獲
得するための CSR における議論の 1 つの方向性を示すものであるといえよう。 
 しかし、北見［2008］の研究にも問題点があり、調査対象が消費者中心であるため、レ
ピュテーションの主たる構成要素として「信頼のある製品やサービス」が際立つ結果となっ
たことは注意しておかねばならない。この点については岩田・青木・櫻井［2009］が指摘
しており、企業の経営者においては「職場環境」や「ビジョンとリーダーシップ」が、消費
者においては企業の「信頼のある製品やサービス」がそれぞれ重視されることが明らかとな
っている。 
 つぎに、CSR よりもさらに広い概念である CR について検討する。Hillenbrand and 
Money［2007］は、イギリスの金融サービス会社の顧客と従業員に定性的な調査・分析を
行い、CR について彼らがどのような認識を持っているのかを整理した。以下のような 3 つ
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のテーマ（「私15」「他人」「（企業）自身」）とそれに対応する 8 つのクラスターを設け、CR
についての認識を整理している［p. 268］。 
1）「私」に関する責任 
① コミュニケーション 
② 「私」にもたらす便益 
③ 誠実性、透明性、アカウンタビリティの果たし方 
④ 「私」にどのような感じをもたらすか 
2）「他人」に関する責任 
⑤ 地域社会 
⑥ より広範囲な社会 
⑦ 他の直接的な取引ステークホルダー（従業員、顧客、サプライヤー、株主） 
3）「自身」に関する責任 
⑧ 長期的な事業の成功 
この結果より CR という概念は、「一般的な CSR と関連する社会的側面と、より主流な
ビジネス・プラクティスに関連する広範囲な要素の両方を包含する」［Hillenbrand and 
Money , 2007, p. 270］ことが明らかである。また、顧客や従業員にとってもっとも重要な
ビジネス責任とは、ビジネス行動と戦略のコアとなる側面、つまり収益性があるかどうかと
いうことであり、Hillenbrand and Money［2007］によると、⑤と⑥に関しては、ビジネ
スのコア活動とは関連しないという［p. 270］。この点は北見［2008］の「マイナス排除的
CSR」「社会貢献的 CSR」の概念に近いといえる。 
さらに、Hillenbrand and Money［2007］は、Fombrun and van Riel［2004］の RQ℠
モデルの 2 つのレピュテーション・モデルと、CR の 8 つのクラスターを比較し、双方の項
目には類似点と共通部分が多いことも明らかにしており、「レピュテーションと責任
（responsibility）は、2 つの別々の概念としてではなく、同じコインの表と裏として」考
えるのが有効的であると主張している［Hillenbrand and Money , 2007, pp. 273-274］。 
 このように、CSR や CR といった企業の「責任」という概念もまた、レピュテーション・
                                                   
15 Hillenbrand and Money［2007］は、「私」「他人」「（企業）自身」という言葉を用いて、企
業責任を 3 つのテーマに分類しているが、「他人」と「自身」については理解できるとしても、
「私」という概念が理解しづらい。顧客が「他人」に分類されていることから、「私」は顧客以
外の存在ということになる。しかし「私」に関する責任の項目を見るかぎりでは顧客に対する責
任に該当するようなものであるといえるが、この点については明瞭ではない。 
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マネジメントの議論と類似性が高いことが理解できる。 
 レピュテーション・マネジメントと CSR や CR といった概念の類似性の問題においても
また、本章 3 節のコーポレート・レピュテーションやリスク・マネジメントの議論で指摘
したのと同様な企業の対応が必要である。これらに関しても、やはりどちらがどちらを包含
するのかという議論ではなく、企業はレピュテーション・マネジメントの一環として CSR
や CR を位置づけるのか、それとも主要なステークホルダーに対する CSR や CR をレピュ
テーション・マネジメントに代替させるのかを検討する必要がある。 
 以上のように、既存のマネジメント概念との類似性の問題は、それらの概念のどちらがど
ちらを包含するのかといった論理上の問題が論点である。よって、企業は能動的に自社のス
テークホルダーにとって、最良のレピュテーション・マネジメントのデザインを選択するこ
とへの対応が求められる。 
 
（5）具体的なアクション・プランの欠如の問題 
 具体的なアクション・プランの欠如の問題はおもにⅡ章で取りあげた、レピュテーショ
ン・マネジメントに対するフレームワークの導入に関する研究において見られる。具体的に
は、レピュテーション・マトリクス［Carlisle and Faulkner, 2005］、レピュテーション・
マネジメント戦略［Dentchev and Heene, 2003］、シンボリック・マネジメントと行動マネ
ジメント［Kim, Bach and Crelland, 2007］、EcQ®のフレームワーク［van Riel, 2008］に
関する研究などである。これらの研究により以下のことが明らかとなったことはⅡ章におい
てすでに述べた。 
① レピュテーション・マトリクスのフレームワークの導入によって、市場におけるポ
ジショニングごとにレピュテーション・マネジメントの重要度を把握することがで
きる。 
  ② レピュテーション・マネジメント戦略のフレームワークの導入によって、正しいシ
グナルを正しいステークホルダーに送るプロセスを把握できる。 
  ③ シンボリック・マネジメントと行動マネジメントのフレームワークの導入によって、
レピュテーション・マネジメントにおける活動を、シンボリックなマネジメント（印
象マネジメント）に関するものと、企業の経営行動に関するものとに分類すること
ができる。 
  ④ マネジメント・ツールとしての EcQ®の導入によって、レピュテーション・マネジ
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メント戦略と従業員の行動との整合性が図られ、レピュテーションの一貫性創造プ
ロセスを達成できる。 
 しかしいずれの研究においても、企業の現場レベルで具体的に何を行えばよいのかという
点は明らかになっていない。市場におけるポジションニングが異なれば、アクション・プラ
ンも異なるのか、正しいシグナルを正しいステークホルダーに送るとは具体的に何を行えば
よいのか、シンボリック・マネジメントと行動マネジメントの具体的な実施項目、EcQ®に
よって導かれる実施項目、いずれの点においても具体的なアクション・プランについては述
べられていない。この点について BSC のフレームワークは、戦略目標を達成するための尺
度、数値目標、実施項目を設定することができるがゆえに、レピュテーション・マネジメン
トに BSC のフレームワークを用いることによって、具体的なアクション・プランの欠如の
問題を克服することができるのではないかというのが本研究の問題提起である。 
 
3－2 既存のマネジメント概念とレピュテーション・マネジメントとの関係 
 BSC のフレームワークをレピュテーション・マネジメントに用いるという議論を行う場
合、レピュテーション・マネジメントとは何を意味するのかについて答えなければ、そもそ
も用いるという議論が成り立たないことはすでに指摘した。しかし、レピュテーション・マ
ネジメントが何を意味するのか、具体的な定義はなされておらず、既存のマネジメント概念
との類似性の問題や具体的なアクション・プランの問題を生じさせている。これらの問題を
ふまえたうえで、BSC によるレピュテーション・マネジメントの議論のための前提を考察
するために、Ⅱ章で取りあげた Rhee and Valdez［2009］の議論を再度参照する。 
 Rhee and Valdez［2009］は、レピュテーション・マネジメントを 1 つのマネジメント・
プロセスとしてとらえ、創造、構築、維持の 3 つからなるレピュテーション構築のプロセ
スと、レピュテーション回復のプロセスに区分して議論を行った。企業がレピュテーショ
ン・マネジメントのデザインを設計することにおいて、このような区分はその設計を手助け
するものであろう。たとえば、レピュテーションの構築においては、経営企画部門などが担
当し、自社にとって競争優位の源泉となりうるレピュテーションとは何かを把握し、創造、
構築、維持のプロセスを管理する。 
一方、レピュテーション回復のプロセスにおいては、従来のリスク・マネジメントの担当
部署やコーポレート・コミュニケーションの担当部門において実行されるなどの形が考えら
れる。企業はこのように、レピュテーション・マネジメントをプロセスごとに分類し、それ
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らについてそれぞれの担当部署に責任を割りあてるなどの検討を行うことで、既存のマネジ
メント概念との類似性を超えて、能動的に自社のレピュテーション・マネジメントをデザイ
ンすることができる。 
 また、具体的なアクション・プランの欠如については、BSC の議論によって解決が図ら
れる。BSC では戦略目標を具体的な評価尺度によって測定する。さらにその評価尺度を達
成するための実施項目が導かれる。この目的手段関係［長谷川, 2004, p. 46］を応用すれば、
レピュテーションの構築あるいは回復といった戦略目標を設定した場合、具体的な実施項目
が明らかになると推測される。この点についての具体的な考察はⅤ章で行う。 
いずれにせよ、レピュテーション・マネジメントとは、ブランド・エクイティと企業の競
争優位の源泉となるコーポレート・レピュテーションから得られる価値の総和である、レピ
ュテーション・エクイティを最大化させるという基本方針は変わらない。本節 1 項で指摘
したように、コーポレート・レピュテーションは、さまざまな既存のマネジメント手法にお
いてもマネジメント可能なものである。よって、レピュテーション・マネジメントと既存の
マネジメント概念のうち、どちらがどちらを包含するかという議論ではなく、企業は自社の
ステークホルダーにとって、最良のレピュテーション・マネジメントの形をデザインする必
要がある。 
 
4．類似概念の定義における混同の問題 
4－1 問題提起 
（1）ブランドの定義 
類似概念の定義における混同の問題は、3 つの特徴に分類した先行研究のうち、レピュテ
ーションと類似概念との比較に関する研究において見られる。なかでもブランドとの比較に
おいて、標章としてのブランドと、それが有する価値であるブランド・エクイティとが混同
されて用いられているため、レピュテーションとブランドとの関係が正確に分類されていな
いことがこの問題の論点である。この問題に対して具体的な考察に入る前に、ブランドの研
究領域において、ブランドやブランド・エクイティに対して、これまでどのような見解がな
されているかを検討する。先行研究においてはおもに、Aaker［2000］や Keller［2003］
の議論を取りあげる。 
ブランドの定義としては、アメリカ・マーケティング協会による定義が一般的に用いられ
ている。それによると、ブランドは「ある売り手あるいは売り手集団の製品およびサービス
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を識別し、競合他社の製品およびサービスと差別化することを意図した名称、言葉、サイン、
シンボル、デザイン、あるいはその組み合わせ」とされている。ブランドはその伝統的な定
義において、企業の製品やサービスの差別化の標章として用いられてきた。 
 Keller［2003］はそのブランドが果たす役割を次のように整理している［p. 9］。 
  1） 消費者に対する役割 
① 製品の製造元の識別 
② 責任の所在の明確化 
③ リスクの削減 
④ 探索コストの削減 
⑤ メーカーとの約束、契約、協定 
⑥ 自己イメージを投影させるシンボリックな装置 
⑦ 品質のシグナル 
  2） 製造元に対する役割 
① 製品の取り扱いや追跡を単純化させるための識別手段 
② 独自の特徴を法的に保護する手段 
③ 満足した消費者の品質シグナル 
④ 製品にユニークな連想を与える手段 
⑤ 競争優位の源泉 
⑥ 財務的成果の源泉 
 以上の分類から明らかなように、ブランドはこれらの役割を果たすための標章という実体
を伴う概念であることが理解できる。 
 また、Keller［2003］はブランドには階層が存在することも指摘している。Keller［2003］
は、ブランドの階層（brand hierarchy）を「企業のブランド戦略を図式的に描写するため
の有効な手段」［p. 535］であるとし、以下の 4 つの階層に分けている。 
① 企業ブランド（corporate brand） 
② ファミリー・ブランド（family brand） 
③ 個別ブランド（individual brand） 
④ モディファイアー（modifier） 
 本研究では便宜上、企業ブランド以外のブランドについては、おもに製品やサービスに関
するブランドであると考え、プロダクト・ブランドとしてまとめる。 
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（2）ブランド・エクイティの定義 
 実体を伴う標章としてのブランドに対して、そのなかに内在する価値についての概念であ
る、ブランド・エクイティを提唱したのが Aaker である。Aaker は 2000 年に発表した著
書 Brand Leadership において、ブランド・エクイティと戦略との関連について詳しく論じ
ている。 
Aaker［2000］によると、ブランド・エクイティとは「ブランドの名前やシンボルと結
びついたブランドの資産（または負債）の集合であり、製品やサービスの価値を増大（ある
いは減尐）させるもの」［p. 17］と定義される。また、Aaker［2000］はこのブランド・エ
クイティを、①ブランド認知（brand awareness）、②知覚品質（perceived quality）、③ブ
ランド連想（brand associations）、④ブランド・ロイヤルティ（brand loyalty）の 4 つの
尺度にグループ分けしている。Keller［2003］も指摘するように、Aaker［2000］もブラ
ンド認知の重要性を主張する。Aaker［2000］によると、「人々はなじみのあるものを好み、
なじみのある商品にあらゆる種類の長所を見つけ出す」［p. 17］という。また知覚品質につ
いては、「多くの状況でブランド連想に影響を与え、収益性に影響をおよぼす」［Aaker, 2000, 
p. 17］と述べている。ブランド連想には、ユーザー・イメージ、製品属性、使用状況、組
織連想、ブランド・パーソナリティ、シンボルなどといった、顧客をブランドに結びつける
あらゆるものが含まれるとされる。ブランド・ロイヤルティについては、「ロイヤルティの
高い顧客ベースを持つブランドのブランド・エクイティは非常に大きくなる」［Aaker, 2000, 
p. 17］と述べる。 
Keller［2003］においても、ブランド・エクイティに関する見解が述べられている。Keller
［2003］はあらたに、顧客ベースのブランド・エクイティ（customer-based brand equity）
という概念を用いている。顧客ベースのブランド・エクイティとは、「あるブランドのマー
ケティングに対応する消費者の反応に、ブランド知識が及ぼす効果の違い16」［p. 60］と定
義され、Keller［2003］は、ブランディング戦略を成功させブランド・エクイティを構築
するためには、「当該製品カテゴリーや当該サービス・カテゴリーのブランド間に、意味の
ある差異が存在していることを消費者に確信させなければならない」［p. 67］と主張する。 
                                                   
16 Keller［2003］によると、顧客ベースのブランド・エクイティの定義には、①効果の違い、
②ブランド知識、③マーケティングへの消費者反応の 3 つの構成要素が含まれるという。 
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Keller［2003］のいうこのブランド知識（brand knowledge）には、ブランド認知17（brand 
awareness）とブランド・イメージ18が含まれる。ブランド認知に関しては、「反復的な露
出（ブランド再認：brand recognition のため）や適切な製品カテゴリーや他の重要な購買・
消費手がかりとの強い連想（ブランド再生：brand recall）を通じて当該ブランドのなじみ
度が高められ、ブランド認知が生み出される」［Keller, 2003, p. 70］とし、ブランド・イメ
ージは当該ブランドにおける連想の「強さ」「好ましさ」「ユニークさ」［Keller, 2003, p. 87］
によって形成されるという。この場合の「強さ」とは、ブランド・ノード（蓄積した情報や
概念）への結びつきの強さであり、「好ましさ」とは、消費者にとって望ましい、つまりポ
ジショニングの最適さを意味し、「ユニークさ」とは、競合ブランドと共有されることのな
い別個の連想のことをいう。 
 
（3）ブランドとブランド・エクイティとの混同 
ここまで、Aaker［2000］と Keller［2003］の議論を中心に、ブランドとブランド・エ
クイティの概念についてそれぞれ検討した。このような議論より明確にしておかねばならな
いことは、企業の製品やサービスにおいて他社との差別化を図るための標章としてのブラン
ドと、ブランド・ロイヤルティ、ブランド認知、ブランド連想、その他の所有しているブラ
ンド資産としてまとめられた、ブランドが有する価値であるブランド・エクイティとは異な
る概念を意味するという点である。この違いを簡単に要約するのであれば、標章としてのブ
ランドは企業が設定する価値提案であるのに対し、ブランド・エクイティは消費者の評価に
よって形成されるという違いがある。 
レピュテーションと類似概念との比較に関する先行研究において、この点が明確に分類さ
れて議論されていないことが、この研究における問題点である。たとえば、櫻井［2008］
はブランドとレピュテーションの異同点を以下のようにまとめている。 
 まず、異同点の「同」について、櫻井［2008］は以下のように整理する。 
① 顧客やステークホルダーによる評価によって形成される 
② 無形の資産である 
                                                   
17 「記憶内におけるブランドのノード（蓄積した情報や概念）や痕跡の強さと関係しており、
さまざまな状況下において当該ブランドを識別する消費者の能力を反映したもの」［Keller, 
2003, p. 64］ 
18 「あるブランドに対する消費者の知覚であり、消費者の記憶内で抱かれるブランド連想を反
映するもの」［Keller, 2003, pp. 65-66］ 
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③ 企業価値（経済価値、社会価値、組織価値）を創造する 
 これらは標章としてのブランドではなく、ブランドの有する価値であるブランド・エクイ
ティとレピュテーションとの比較が行われていると理解できる。なぜなら、標章としてのブ
ランドは企業側が意図して設定する価値提案であるからである。よって、それを「顧客やス
テークホルダーによる」としている①の点は明らかに矛盾する。②の点においては、標章と
してのブランドを無形の資産とするかは議論が分かれるところであるが、③の点においても、
企業価値を創造するのは標章としてのブランドのなかに、ブランド・エクイティという価値
が内在しているからであるとの見地に立つと、どちらのことを述べているのかは明らかでな
い。このように、ブランドという言葉において、標章としてのブランドと、ブランド・エク
イティとが混同されている。 
一方、異同点の「異」における、Fombrun and van Riel［2004］と櫻井［2008］の比較
にもそのような混同を指摘することができる。まず、Fombrun and van Riel［2004］はレ
ピュテーションとブランドの相違点について、次のような見解を述べている。 
  端的にいえば、ブランドは顧客が好意的な購買決定をする可能性を高める効果があるのに
対して、レピュテーションはブランドのステークホルダー全員から支援行動を期待できる
という違いがある［Fombrun and van Riel, 2004, p. 4］。 
Fombrun and van Riel［2004］によると、ブランドは「顧客」によって、レピュテーシ
ョンはブランドのステークホルダー全員、つまり「顧客とその他のステークホルダー」によ
って評価されるとする。これは評価の主体による分類である。櫻井［2008］もこれに関し
て同様な見解を述べている。 
  ブランドは、消費者（顧客）によって商品やサービスにつけられた標章であって、現在ど
のように行動しているかについてのステークホルダーの反応を表すコーポレート・レピュ
テーションとは区別される［櫻井, 2008, p. 78］。 
櫻井［2008］はこのような評価の主体にもとづく分類の他にも、形成の時点、評価の対
象、管理可能性という分類を用いていることはすでに指摘した。まず、形成の時点において、
櫻井［2008］はブランドには相続遺産的な側面があり、おもに過去の蓄積であると主張す
る。レピュテーションは過去だけでなく、現在、将来の時点も関連してくるため、ここに違
いがあると述べる。また、評価の対象による違いにおいて、レピュテーションは「企業（経
営者および従業員）の行為」であり、ブランドは「製品／サービス」がそれに該当すると主
張する。管理可能性については、「相続遺産的」なブランドに対し、レピュテーションは経
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営者や従業員の努力によって向上させたり、回復させたりすることが可能であることから両
者の違いを指摘している。 
 以上のような相違点における比較においても、レピュテーションと比較されているブラン
ドの概念が、標章としてのブランドを意味するのか、それともブランド・エクイティを指し
ているのかについて概念の混同が見られる。 
評価の主体による分類において、櫻井［2008］はブランドを「消費者（顧客）によって
．．．．．．．．．．．
商品やサービスにつけられた標章〈傍点引用者〉」［p. 78］としており、これは明らかにブ
ランド・エクイティのことを指す。「標章としてのブランドを消費者（顧客）が設定する」
という表現には違和感があるが、これを「消費者（顧客）の評価によって形成される」とい
う意味に解釈すると、ここで比較対象とされているのは、紛れもなくブランド・エクイティ
である。 
しかし、形成の時点や管理可能性による分類となると、一変してブランド・エクイティの
概念は影をひそめ、むしろ標章としてのブランドが前面に押し出されている。具体的には、
形成の時点において、ブランドには過去の相続遺産的な側面があるため、現在や将来の時点
は関連しないとされているが、ブランド・エクイティには当然現在や将来の時点が加わるこ
とは Aaker［2000］のブランド・マネジメントの議論より明らかである。また、管理可能
性においても、ブランドは相続遺産的で管理可能性が低いという議論は理解できるが、ブラ
ンド・エクイティはレピュテーションと同様、経営者や従業員の努力によって向上させたり、
回復させたりすることが可能であると考えられる。 
また、評価の対象という分類においては、階層のレベルにおける概念の混同が起きている。
ブランドはあくまで製品やサービスに、レピュテーションは企業の行為についての評価であ
るとされているが、企業レベルのコーポレート・ブランドを考慮する場合、ブランドは製品
やサービスにかぎった評価とはならない。よって、評価の対象による区分自体が成立しなく
なる。 
いずれにせよ、レピュテーションの類似概念との先行研究においては、上記のようにブラ
ンドの概念に一貫性が見られず、概念の混同が指摘される。このような問題に関して、大柳
［2006］や馬渡［2006］は独自の見解を示し、その解決のための方向性を模索している。 
 
（4）ブランドとブランド・エクイティとの混同の整理のための議論 
 大柳［2006］はコーポレート・ブランドとプロダクト・ブランドについて、いずれも「企
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業からの価値提案を含んだ標章」［p. 46］であるとし、いずれも他社との差別化を目的とし
ているがゆえ、どちらもブランドという大きな概念に含めるべきだと主張する。このことか
ら、ブランドの本質を「差別化を前提としたコンテキストを含む標章」［大柳, 2006, p. 46］
であると主張する。 
大柳［2006］はこうしたブランドの特質をふまえたうえで、レピュテーションとの相違
について以下のように述べている。 
  ブランド自体はもともと企業が設定した価値提案がその中心となっているのであるが、
（略）広告宣伝に象徴される企業からの価値提案のみでは、企業価値は向上しないのであ
る。これは現実の企業経営において大きな課題の一つとなっている。ブランドを付した広
告宣伝の効果がなくなったというわけではない。従来得られていたような効果が、現在で
は得られなくなったのである。（略）この状況を説明するために、導入されるべきものがコ
ーポレート・レピュテーションである［大柳, 2006, pp. 47-48］。 
  
図表Ⅲ－2 レピュテーションと類似概念の関係 
A製品（ブランド）
認知
B製品（ブランド）
認知
C製品（ブランド）
認知
A製品（ブランド）
パーセプション
B製品（ブランド）
パーセプション
C製品（ブランド）
パーセプション
A製品（ブランド）
イメージ
B製品（ブランド）
イメージ
C製品（ブランド）
イメージ
経営活動 企業認知
企業イメージ
企業パーセプション
レピュテーション・
エクイティ
マスメディアなど
他のステークホルダー
コーポレート・レピュテーション
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出典：大柳［2006, p. 49］ 
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大柳［2006］はこのような見解により、企業が設定する価値提案を「（コーポレートある
いはプロダクトという階層を問わず）ブランド」と称し、そのブランドに対する評価である
「ブランド・エクイティ」に影響を及ぼす、ステークホルダー間の相互作用によって生じた
間接的効果を「コーポレート・レピュテーション」であると分類する。また、ブランド・エ
クイティとコーポレート・レピュテーションによってもたらされた価値をあわせたものを
「レピュテーション・エクイティ」と定義している。大柳［2006］の見解は、レピュテー
ションとその他の類似する概念との関係もあわせて図表Ⅲ－2 のように整理される。 
図表Ⅲ－2 中の左側および右側には企業の、中央にはステークホルダーの状況が示されて
いる。左側は企業活動（インプット）を、右側は企業価値（アウトプット）を意味している。
大柳［2006］は図表Ⅲ－2 に関して以下のように述べている［pp. 48-50］。 
まず企業は、価値提案であるブランドを設定し、製品にそれを付する。プロダクト・ブラ
ンドには一貫した個性であるコーポレート・アイデンティティ、コーポレート・アイデンテ
ィティを拡張したコーポレート・ブランドが影響を与える。この点についてはⅣ章において
ブランド戦略との関連で後述するが、その影響の程度はブランド戦略によって異なる19。 
企業が行う経営活動には企業の意図の有無にかかわらず、企業が行ったすべての活動が含
まれ、このような経営活動は、株主、従業員、顧客などのさまざまなステークホルダーによ
って認知されることとなる。「製品やブランドを個別に認識するだけではなく、企業が意図
していない経営行動をも含めて認知する」［大柳, 2006, p. 49］。これを大柳［2006］は企業
認知とよんでいる。 
ステークホルダーが認知したものは、時の経過を経て蓄積され、イメージを形成する。イ
メージにもまた企業が意図して設定した価値提案だけでなく、意図されない経営行動が存在
する。ステークホルダーは「現在の企業の経営活動から得られた企業認知と過去の経営活動
から得られた企業イメージを持っている」［大柳, 2006, p. 49］。 
これらの企業認知と企業イメージから企業パーセプションが創造される。パーセプション
とは、「認知およびイメージから結果として生じた態度」［大柳, 2006, p. 49］を意味し、こ
のパーセプションがあることにより、売上高や利益といった企業業績が生じる。 
                                                   
19 Keller and Aaker［1998］は、コーポレート・ブランドがプロダクト・ブランドにどの程度
影響を与えるかについて、①コーポレート・ブランドをすべての製品に付与する場合、②コーポ
レート・ブランドとは異なるプロダクト・ブランドを創造する場合、③コーポレート・ブランド
とプロダクト・ブランドをハイブリッドさせる場合の 3 つの選択があるという［p. 356］。 
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大柳［2006］は企業が意図して生み出した企業業績をブランド・エクイティとし、意図
の有無を問わずに測定される、ブランド・エクイティよりも広い概念をレピュテーション・
エクイティとよぶ。大柳［2006］によると、レピュテーション・エクイティは「ブランド・
エクイティをも包含した企業価値そのもの」［p. 50］であるという。このレピュテーション・
エクイティは、Fombrun and van Riel［2004］のいうレピュテーション資本にあたる。 
しかし、このようなプロセスが常に順序よく続くのではない。企業認知は必ずしも好まし
いイメージやパーセプションばかりを生み出すとはかぎらないからである。大柳［2006］
は「ステークホルダーにおける認知からパーセプション、認知からイメージおよびイメージ
からパーセプションへ転化する際に、コーポレート・レピュテーションが大きな影響を及ぼ
す」［p. 50］という。これが大柳［2006］のいう、「ステークホルダー間の相互作用によっ
て生じた間接的効果」［p. 48］である。 
 大柳［2006］のこのような見解は、ブランドとレピュテーションの概念をそれぞれ以下
のように区分している点に特徴がある。 
① ブランド：企業の価値提案 
② ブランド・エクイティ：企業の価値提案によってもたらされた価値 
③ コーポレート・レピュテーション：ステークホルダー間の相互作用によって生じ
た間接的効果 
④ レピュテーション・エクイティ：ブランド・エクイティとステークホルダー間の
相互作用によって生じた間接的効果によってもたらされた価値の合計 
一方、馬渡［2006］はこのようなブランドとレピュテーションの関係について、以下の
ように述べている。 
  どちらがどちらを包含する概念かといった静態的な議論よりも、戦略的意味合いにおいて
それぞれのポジションと関係性を再認識してみることに、今日的な意義があるものと考え
ている。戦略レベルで包括的にコミュニケーションやパーセプションを捉える概念はこれ
までブランド概念がその中核を担ってきたわけだが、コミュニケーション環境の変化に伴
い、「非利害関係者」間のコミュニケーションと「社会的な共通認識」を強く意識した新た
な概念を、設定する必要性が出てきたのではないかということである［馬渡, 2006, p. 57］。 
 ここで述べられている、「“非利害関係者”間のコミュニケーションと“社会的な共通認識”
を強く意識した新たな概念」こそ、馬渡［2006］のいうレピュテーションであることはい
うまでもない。馬渡［2006］の主張は、ブランド・エクイティを形成するのは企業の利害
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関係者であり、レピュテーションを形成するのは利害関係者を除いた、おもに非利害関係者
であるとする点に大きな特徴がある。さらに馬渡［2006］は、ブランドに関連する利害関
係者間のコミュニケーションと、レピュテーションに関連する非利害関係者間のコミュニケ
ーションを統合させた概念として、レピュテーション・マネジメントを位置づけている。こ
の点について、馬渡［2006］は以下のように述べる。 
  ブランドは本質的に顧客、すなわちステークホルダーとの関係が軸になるものである以上、
レピュテーション・マネジメントがこれらの部分にまずしっかり対応し、そのうえでブラ
ンド・パーセプションやブランド・エクイティ領域をも一体のマネジメントを考えるか、
それともそれらを切り離して「非利害関係者」と「社会的な共通認識」の部分に特化した
マネジメントで対応するかは、状況を踏まえて選択すればいいように思う［馬渡, 2006, p. 
58］。 
 このような見解は、本章 3 節 2 項で指摘したような、企業のレピュテーション・マネジ
メントへの対応の議論とも関連する。馬渡［2006］は企業のレピュテーション・マネジメ
ントのデザインの必要性についてふれている。馬渡［2006］はブランド・エクイティ領域
（企業の価値提案）に関するマネジメントと、非利害関係者に関するマネジメントを一体と
するか、非利害関係者に関するマネジメントを特化させて位置づけるかは企業の選択に委ね
られる［p. 58］と指摘した。筆者もこの見解には賛同する。 
つまり、レピュテーションの概念についてはブランドとの比較をつうじて、その特性につ
いて迫ることができるものの、一方のレピュテーション・マネジメントの定義を確立するこ
とは難しい。よって、先にも述べたように、企業がレピュテーション・マネジメントの定義
の困難性を克服するには、自ら能動的にレピュテーション・マネジメントをデザインする必
要がある。そのためには、レピュテーション・マネジメントを行ううえでの戦略目標、尺度、
数値目標、実施項目を設定することができる BSC のフレームワークが有効である。 
 
4－2 ブランドとレピュテーションとの関係 
 本節 1 項において、レピュテーションの類似概念との比較における研究においては、ブ
ランドとブランド・エクイティの概念における混同が問題の論点であり、それに対して解決
策を図ろうとする研究者の見解［大柳, 2006; 馬渡, 2006］を参照した。本項ではこれらを
ふまえ、Ⅴ章において BSC によるレピュテーション・マネジメントの議論を行うための前
提として、ブランドとレピュテーションとの関係について整理する。 
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 BSC によるレピュテーション・マネジメントを行う場合、レピュテーションとブランド
との関係をどうとらえるべきかという問いに答えねばならないことは、本章 1 節ですでに
述べた。なぜなら、BSC の議論において、ブランドはキーワードともいうべき重要な概念
だからである。Kaplan and Norton［2001］は、BSC の 4 つの視点にまたがる因果連鎖を
図表Ⅲ－3 のように「新製品・新サービスによる革新」、「顧客価値の向上」、「優れた業務を
行う」、「良き企業市民となる」という 4 つの戦略テーマに収斂するものとして示した［pp. 
78-79］。それぞれの戦略テーマは、以下のような因果連鎖のなかにまとめられる［Kaplan 
and Norton, 2001, pp. 78-79］。 
 
図表Ⅲ－3 BSC の 4 つの視点にまたがる戦略テーマ 
新
製
品
・新
サ
ー
ビ
ス
で
革
新
を
お
こ
す
顧
客
価
値
の
向
上
卓
越
し
た
業
務
の
遂
行
良
き
企
業
市
民
と
な
る
財務
顧客
内部業務
プロセス
学習と成長
 
出典：Kaplan and Norton［2001, p. 79］ 
 
  ① 「新製品・新サービスによる革新」：財務の視点において新製品・新サービスによ
る革新によって収益増大を図るために、顧客の視点では製品リーダーシップ戦略を
選択し、内部業務プロセスの視点においてイノベーションのプロセスに重点を置く。 
  ② 「顧客価値の向上」：財務の視点において顧客価値の向上によって収益増大を図る
ために、顧客の視点では顧客関係重視の戦略を選択し、内部業務プロセスの視点に
おいて顧客管理のプロセスに重点を置く。 
  ③ 「優れた業務を行う」：財務の視点において原価構造の改善や資産の有効活用によ
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って生産性向上を図るために、顧客の視点では優れた業務の戦略を選択し、内部業
務プロセスの視点においてはオペレーションのプロセスに重点を置く。 
  ④ 「良き企業市民となる」：業務プロセスの視点で規制と環境のプロセスに重点を置
くことで、健康・安全性・環境問題などの面で社会的な責任を果たし続けるが、こ
の点をおろそかにすると大きな代償を払うことになる場合がある。 
これらのうち、「良き企業市民となる」以外の 3 つの戦略テーマは、Treacy and Wiersema
［1995］が分類した顧客への価値提案である。Treacy and Wiersema［1995］は企業の顧
客への価値提案について、製品リーダーシップ（Product Leadership）、顧客関係重視
（Customer Intimacy）、優れた業務（Operational Excellence）の 3 つを取りあげた。こ
れら 3 つは製品やサービスにおける企業の価値提案であり、この価値提案を設定すること
において、企業は他社との差別化の標章であるブランドを設定していることに他ならない。 
本研究では 4 つ目の「良き企業市民となる」という戦略テーマにおいても、他のテーマ
と同様、企業の価値提案であると考える。これは、顧客だけではないステークホルダーに対
する企業全体としての価値提案であり、プロダクト・ブランドおよびコーポレート・ブラン
ドの双方に影響を及ぼしうるものである。よって、「良き企業市民となる」という戦略テー
マにおける経営行動は、プロダクト・ブランドだけでなく、コーポレート・ブランドに対す
るマネジメントでもある。このような、企業が意図する価値提案に対する評価は、ブランド・
エクイティ（コーポレート・ブランド・エクイティおよびプロダクト・ブランド・エクイテ
ィの両方）を形成する。本節 1 項で述べたように、このブランド・エクイティとそれを超
えた価値の総和がレピュテーション・エクイティである。 
 本章 3 節でも述べたように、レピュテーション・マネジメントとは、企業の競争優位の
源泉となるコーポレート・レピュテーションから得られる、レピュテーション・エクイティ
の価値の最大化を目的とするマネジメントのことである。このことから、レピュテーショ
ン・エクイティ最大化のためには、尐なくとも以下のような 3 つのアプローチが存在する
と考えられる。 
  ① ブランド・エクイティの向上 
② ブランド・エクイティの減尐の防止 
  ③ ブランド・エクイティを超える価値の創造 
 第一に、企業は自らが意図して設定した価値提案によって、顧客やステークホルダーを満
足させなければならない。それは製品やサービスにかぎらず、企業全体としての価値提案も
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含む。これはプロダクト・ブランド・エクイティおよびコーポレート・ブランド・エクイテ
ィを高めることにつながり、結果としてレピュテーション・エクイティは高まる。 
 第二に、企業は自らが意図して設定した価値提案によって、顧客やその他のステークホル
ダーの期待を裏切ってはならない。リスク・マネジメントを徹底したり、職場環境や雇用条
件を改善するなどしたりして、企業が本来意図しない価値提案によって、顧客やその他のス
テークホルダーから得られる価値を減じることのないようマネジメントする必要がある。こ
のことによって、レピュテーション・エクイティの価値が減尐することを防ぐ。 
 第三に、企業は自らが意図して設定した価値提案を超える価値を創造するような努力をす
ることにより、さらなる競争力を獲得する。それは顧客やその他のステークホルダーの、企
業に対する将来の期待がもたらす価値を創造することに他ならない。顧客やその他のステー
クホルダーの企業に対する期待が高まれば、彼らからのさまざまな支援行動がもたらされ、
結果として、レピュテーション・エクイティは高まる。 
 以上のように、本章では、Ⅱ章であげられたレピュテーションに関する先行研究の問題点
を 3 つのテーマに分類して取りあげ、それぞれの問題点の論点とそこから求められる企業
の対応などについて明らかにした。また、Ⅴ章で議論する BSC によるレピュテーション・
マネジメントの議論を行う際に、あらかじめ前提とすべき概念の整理について述べた。 
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Ⅳ  重要キーワードの定義と BSC による 
レピュテーション・マネジメント 
に関する先行研究 
 
1．本研究における重要キーワードの定義 
1－1 レピュテーションとレピュテーション・マネジメントの定義 
（1）レピュテーションの定義 
 Kaplan and Norton［1996; 2001; 2004; 2006; 2008］の戦略マネジメント・システムの
フレームワークである、BSC によるレピュテーション・マネジメントの議論を始める前に、
Ⅲ章で整理したレピュテーションおよびレピュテーション・マネジメントの議論を取り巻く
概念の整理をもとに、本研究におけるレピュテーションおよびレピュテーション・マネジメ
ントを定義する。 
 本研究ではレピュテーションを、「企業を取り巻くあらゆるステークホルダーの、企業に
おける過去や現在の経営活動への評価および将来への期待や失望についての概念上の表象
であり、企業の競争優位の源泉となりうる無形の資産」と定義する。 
 この定義に関するポイントを整理すると以下のようになる。 
① 企業を取り巻くあらゆるステークホルダーによる評価によって形成される。 
② ステークホルダーの評価は、過去や現在の経営活動や将来の期待や失望などによ
って構成される。 
③ 競争優位の源泉となりうる。 
④ 無形の資産である。 
 第一に、企業を取り巻くあらゆるステークホルダーとは、株主、投資家、顧客、従業員、
地域社会、メディアなど企業の利害関係者および非利害関係者すべてを含む。企業はこれら
より自社にとって重要なステークホルダーとは誰なのかについて定義しなければならない。
Fombrun［1996］はこれをレピュテーション監査（reputational audit）とよぶ。 
 第二に、ステークホルダーの評価は、過去や現在の経営活動や将来の期待や失望などによ
って構成される。従来のレピュテーションの研究分野では、ブランド・エクイティを製品や
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サービスに関する評価として、レピュテーションを経営者や従業員の活動に関する評価とし
て区別してきたが、そのような区分は実務においてあまり現実的ではないだろう。本研究で
は製品やサービスに関する評価もレピュテーションのなかに含める。なぜなら、製品やサー
ビスも企業活動によって提供されるものだからである。サービスに関しては、従業員の活動
そのものである場合が多い。 
 第三に、レピュテーションは競争優位の源泉となる無形の資産である。正のレピュテーシ
ョンが高まれば、あらゆるステークホルダーからの支援が期待できる。たとえば、製品やサ
ービスのレピュテーションが高まれば、売上高に良い影響を及ぼし、またこうした高い評判
がマス・メディアによって取りあげられるなどすれば、そのインパクトはさらに大きくなる
であろう。一方で、製品の欠陥や従業員の不祥事によって負のレピュテーションが高まれば、
当然逆の効果が現れるという点には注意しなければならない。このような側面があることか
ら、競争優位と「なる」ではなく、競争優位と「なりうる」と表現した。 
 
図表Ⅳ－1 市場価値の構成要素とレピュテーション資本 
市場価値
物的資本 金融資本 知的資本 レピュテーション資本
ユニークな
知識
ユニークな
スキル
ブランド・
エクイティ
ステークホルダー
関係
 
出典：Fombrun and van Riel［2004, pp. 32-33］ 
 
第四に、レピュテーションは無形の資産である。この点については、Fombrun and van 
Riel［2004］に詳しい。図表Ⅳ－1 には Fombrun and van Riel［2004］による市場価値の
構成要素の関係が描かれている。Fombrun and van Riel［2004］によると、物的資本は「企
業の非金融有形資産の取替価額」、金融資本は「企業の流動的金融資産」、知的資本は「企業
のノウハウの価値」と定義づけられ、株式時価総額からそれらを差し引いたものとしてレピ
ュテーション資本（reputational capital）が位置づけられるという。図表Ⅳ－1 に明らかな
ように、このレピュテーション資本には、「ブランド・エクイティ（ブランド資産）」と「ス
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テークホルダー関係20」の 2 つの構成要素が含まれ、Fombrun and van Riel［2004］は知
的資本とレピュテーション資本の両方をあわせたものが無形の資産であるとの見解を示し
ている。 
 Ⅲ章で指摘したように、Fombrun and van Riel［2004］のいうレピュテーション資本と
は、本研究におけるレピュテーション・エクイティと同義である。レピュテーション・エク
イティは、企業の意図する価値提案に対する評価によってもたらされるブランド・エクイテ
ィと、それ以上（あるいはそれ以下）のコーポレート・レピュテーションの影響によっても
たらされた価値が加減された企業全体の価値である。よって、レピュテーションとレピュテ
ーション・エクイティとは異なる概念である。 
 
（2）レピュテーション・マネジメントの定義 
 本研究ではレピュテーション・マネジメントを「レピュテーション・エクイティの最大化
を目的とするマネジメント概念」と定義する。 
 企業を取り巻くあらゆるステークホルダーの、企業における過去や現在の経営活動への評
価および将来への期待や失望は、既存のマネジメント手法においてもマネジメント可能であ
ることはⅢ章において述べた。たとえば、コーポレート・コミュニケーションにおいて積極
的に企業をアピールすることで将来への期待を高めることができる。また、リスク・マネジ
メントにおいて、将来への失望をステークホルダーに抱かせないよう管理することができる。
あるいは、CSR 活動をつうじて BSC のフレームワークでいう「良き企業市民となる」とい
う価値提案を行い、正のコーポレート・レピュテーションを獲得することも可能である。 
つまり、レピュテーション・マネジメントには、こうしなければならないというルールは
存在しない。むしろ、企業が自社のステークホルダーにとって最良の（レピュテーション・
エクイティを最大化するための）形をデザインする必要があるというのが本研究の主張であ
る。そのためには、企業は自社にとってステークホルダーとは誰なのか、それらのステーク
ホルダーが現在企業に対してどのようなレピュテーションを形成しているのかを把握しな
ければならない。 
 
                                                   
20 櫻井［2005］はこの「ステークホルダー関係」を狭義のコーポレート・レピュテーションで
あるとしているが、筆者は「ブランド・エクイティ」も 1 つのステークホルダー関係であると
の見解に立つ。 
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1－2 ステークホルダーの概念 
 本章 1 項でレピュテーションとレピュテーション・マネジメントの定義を整理したが、
双方において重要なことは、自社にとってのステークホルダーとは誰なのかを知るというこ
とである。レピュテーションは企業を取り巻くあらゆるステークホルダーの評価であり、ま
たその影響によって、レピュテーション・エクイティを最大化することがレピュテーショ
ン・マネジメントである。よって、ステークホルダーの評価をより良いものとするためには、
自社においてステークホルダーとは具体的に誰のことなのかを定義しなければならない。 
 先行研究においては、レピュテーション・マネジメントにおいて、ステークホルダーの評
価の重要性があげられているにもかかわらず、ステークホルダーとは具体的に誰のことなの
かは明確でなく、研究者によってさまざまである。この点について考察する前に、そもそも
ステークホルダーとはいかなる概念であるのかを整理しておく必要がある。 
 Freeman［1984］は著書 Strategic Management: A Stakeholder Approach のなかで、
ステークホルダーを「組織の使命・目標の達成に影響を与えることができるか、あるいはそ
こから影響を受けるグループや個人」［p. 46］と定義している。ステーク（stake）とは関
わり方の実体を示すものであり、Freeman［1984］はさらにこのステークを以下の 3 つに
分類した。 
① エクイティ・ステーク（equity stake） 
② 経済／市場ステーク（economic or market stake） 
③ インフルエンサー・ステーク（influencer stake） 
 ①には株主、取締役といった企業の持分を有する者、②には従業員、顧客、取引先といっ
た経済／市場的な利害関係者、③には持分も経済／市場的な利害関係も持たないが、企業に
対して何らかの影響をもたらしたり影響を受けたりする者が該当する。③にはたとえば、政
府、メディア、消費者団体などがそれにあたる。 
このような分類はレピュテーション・マネジメントを考察していくうえで重要な観点であ
る。企業はおもにエクイティ・ステークに対しては「財務業績」を、経済／市場ステークに
は、「職場環境」（従業員）、「製品やサービス」（顧客）、「業界内での評判」（取引先）に関す
るアピールを行い、インフルエンサー・ステークに対してもレピュテーション・リスク・マ
ネジメントなどを行う。このように、ステークごとに異なるアプローチが必要であることが
考えられる。Freeman［1984］はこのように、企業からの一方的な視点ではなく、それを
取り囲むステークホルダーとの双方向的な視点を「ステークホルダー・アプローチ」として
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提唱した。 
一方、Donaldson and Preston［1995］は、ステークホルダー・マネジメントを「組織
構造や全般的な方針の確立や、ケース・バイ・ケースによる意思決定の双方において、その
重要な属性として、すべての適切なステークホルダーの正当な利害関係への同時的な配慮を
要求する」［p. 67］としている。Donaldson and Preston［1995］の考え方は図表Ⅳ－2 に
整理されている。図表Ⅳ－2 では、企業を取り囲むステークホルダーは企業から等間隔に位
置づけられており、彼らのいう「同時的な配慮」を示している。 
このような点について、ステークホルダーの「同時的な配慮」が強調されてしまう点を危
惧するのが Alsop［2004］である。Alsop［2004］はステークホルダーの管理における優先
順位をつけることは当然のことであるとの見方を示している。 
Alsop［2004］の主張は、企業は常に現時点での最重要ステークホルダーを認識している
ことが重要であることを意味する。企業はただ闇雲にステークホルダーに対して好意的な評
価を得ようと努力するのではなく、企業戦略や事業戦略との整合性を図りながら、どのステ
ークホルダーに対し、どのように好意的なレピュテーションを抱いてもらうかを考えなけれ
ばならない。 
 
図表Ⅳ－2 ステークホルダー・モデル 
企業
投資家 政治団体政府
顧客
地域社会従業員産業団体
サプライヤー
 
出典：Donaldson and Preston［1995, Figure 2］ 
 
 このようなステークホルダー・アプローチの観点21は、企業が自社のステークホルダーに
                                                   
21 Fiedler and Kirchgeorg［2007］は、ステークホルダー・アプローチのような、マルチなス
テークホルダーについての観点は、「コーポレート・レピュテーション・マネジメント、ステー
クホルダー・マネジメント、そしてコーポレート・ブランディングの研究領域」［p. 178］と述
べる。 
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とって、最良のレピュテーション・マネジメントのデザインを築くうえで重要な概念である。
企業はまず自社にとってのステークホルダーをすべて洗い出し、戦略的に重要なステークホ
ルダーを識別し、どのようなマネジメントがもっとも効果的であるのかを検討しなければな
らない。 
いずれにせよ、本研究のレピュテーションおよびレピュテーション・マネジメントの定義
において、ステークホルダーの概念が重要な根幹部分をなしており、BSC によるレピュテ
ーション・マネジメントの議論の際にもこの点に対する配慮が求められることはいうまでも
ない。 
 
1－3 レピュテーション・マネジメントに BSC を用いることの意義 
 本節 1 項および 2 項において、レピュテーション、レピュテーション・マネジメント、
ステークホルダーという本研究における、3 つの重要なキーワードについて整理した。 
 レピュテーション・マネジメントとは、レピュテーション・エクイティを最大化するため
のマネジメントである。レピュテーション・エクイティの最大化のためには、企業は正のレ
ピュテーションを構築し、さらにそれを向上させる必要がある。そのためには、企業は戦略
を成功裡に遂行すると同時に、自社のステークホルダーと良好なコミュニケーションを図る
必要がある。 
 BSC は戦略を成功裡に遂行するための戦略マネジメント・システムである。Ⅲ章 4 節で
指摘したように、BSC では財務の視点、顧客の視点、内部業務プロセスの視点、学習と成
長の視点という 4 つの視点にまたがる戦略テーマが設けられ、戦略マップにそのロジック
が図示される。また、各視点のスコアカードには戦略目標、戦略目標を達成したかどうかを
測定する尺度と数値目標、数値目標を達成するための実施項目が設定される。これによって、
定性的な戦略目標が定量的に管理可能となる。また、BSC のフレームワークを用いること
によって、人的資本や情報資本、組織資本といった無形の資産も、上記のように戦略との整
合性の図られた尺度、数値目標、実施項目を設定することによって管理可能となる。 
 レピュテーションは「企業を取り巻くあらゆるステークホルダーの、企業における過去や
現在の経営活動への評価および将来への期待や失望についての概念上の表象であり、企業の
競争優位の源泉となりうる無形の資産」である。BSC は 4 つの視点ごとの戦略目標を具体
的な実施項目にまで落とし込んで管理可能であるがゆえに、レピュテーションを形成する経
営活動そのものを管理することができるという点で、レピュテーション・マネジメントに有
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効であるといえる。この点は、Ⅲ章 3 節 1 項で指摘した、既存のレピュテーション・マネ
ジメントの研究における、具体的なアクション・プランの欠如を克服する議論でもある。 
 以上のような理由により、本研究ではレピュテーション・マネジメントに BSC のフレー
ムワークを用いることの意義があると考える。 
 
2．BSC によるレピュテーション・マネジメントに関する先行研究 
2－1 先行研究の概要 
 Kaplan and Norton［1996; 2001; 2004; 2006; 2008］の BSC のフレームワークを、レピ
ュテーション・マネジメントに活用することについて指摘する研究は尐なく、いまだ戦略マ
ネジメント・システムのフレームワークとしての BSC とレピュテーション・マネジメント
とをどのような関係でとらえればよいのかという議論は未成熟な段階にある。 
欧米においては Dowling［2004］、Cravens and Oliver［2006］、Alloza［2008］の研究
のなかに、BSC についての指摘を確認することができる。Dowling［2004］はレピュテー
ションの測定について、Cravens and Oliver［2006］はレピュテーション・マネジメント
とマネジメント・コントロール・システムの統合について、Alloza［2008］はブランド・
レピュテーションという概念を用いてそれぞれの主張を展開している。 
レピュテーション・マネジメントに BSC のフレームワークを用いることを指摘する箇所
以外においても、これら欧米の論文からはさまざまなインプリケーションを得ることができ
る。具体的には、Dowling［2004］においては、戦略との関連でもレピュテーション・マ
ネジメントを考察しており、戦略マネジメントとレピュテーション・マネジメントの関係を
考察するうえで重要な点がいくつか述べられている。また、Cravens and Oliver［2006］
においては、とくにレピュテーション・マネジメントに果たす従業員の重要性22が強調され
ている。 
 日本においては櫻井［2005; 2008］の研究が主体となっている。とくに櫻井［2005; 2008］
はわが国において、最初に BSC によるレピュテーション・マネジメントについての問題提
起を行っており、本論文のテーマ設定の背景ともなっている。また、青木・岩田・櫻井［2009］、
岩田・青木・櫻井［2009］では、わが国におけるレピュテーション・マネジメントに関す
                                                   
22 レピュテーション・マネジメントにおける従業員の重要性に関しては、Gosti and Wilson
［2001］も指摘しており、ビジョンや価値観、目的などが彼らの日々の業務に落とし込まれる
必要があると述べている［p. 103］。 
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る実務においての意識調査を研究したものもある。しかし欧米同様、櫻井［2005; 2008］
を中心とした研究以外にわが国において BSC によるレピュテーション・マネジメントにつ
いての議論は数尐ないのが現状である。このようなことから、上記に示される先行研究は大
変貴重であるといえる。2 項よりこれらを個別に参照する。 
 
2－2 先行研究の参照 
（1）ブランド戦略によって異なるコーポレート・レピュテーションの重要度 
 Dowling［2004］の議論の特徴として、レピュテーションを戦略との関連において考察
していくことを強調している点があげられる。Dowling［2004］は、ヴァージン・グルー
プの創設者である Branson が、エンロンおよびジョンソン・アンド・ジョンソンのマネジ
ャーに対して行った助言をもとに、レピュテーション・マネジメントを議論していくうえで
のポイントを次のように整理した［p. 20］。 
  ① コーポレート・レピュテーションとは何か、そしてそれらは競合他社を超える優位
を生み出すために、念入りに作ることができるか 
  ② コーポレート・レピュテーションはどのように価値を評価されるのか 
  ③ どのようなタイプのレピュテーションを育成すべきか 
 ①はレピュテーションの構築についてであり、Dowling［2004］はジョンソン・アンド・
ジョンソンのクレド、サウスウエスト航空の従業員セレクション訓練を例にあげている。ま
た、②はレピュテーションの測定についてであり、BSC およびトリプル・ボトム・ライン、
KPIなどがその有効なツールとしてあげられている。③は戦略との関連で述べられており、
エンロンとジョンソン・アンド・ジョンソンは戦略の違いにより、異なるタイプのレピュテ
ーションを構築するという。つまり、エンロンは財務パフォーマンスへより集中させ、ジョ
ンソン・アンド・ジョンソンはより広い範囲のステークホルダーに対し焦点をあてねばなら
ない。Dowling［2004］は後者について、広範囲ベースの“正の”レピュテーション（a 
broad-based “good” reputation）という言葉を用いている。上記のように、②の項目におい
て、レピュテーションの測定との関連で BSC が取りあげられていることがわかるが、具体
的な運用方法については明らかとされていない。 
Dowling［2004］の議論で注目すべきはむしろ③の項目にある。Dowling［2004］は戦
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略23の違いにより、企業は異なるタイプのレピュテーションを構築するという主張である。
先のエンロン、ジョンソン・アンド・ジョンソン以外にも、P&G を例にあげている。Dowling
［2004］によると、P&G の場合、コーポレート・ブランドよりもむしろプロダクト・ブラ
ンドのほうを重視するという。ゆえに、こうした組織にとって、「コーポレート・レピュテ
ーションは戦略的（strategic）というよりもむしろ有効的（useful）である」［p. 26］とい
う。これに関して Dowling［2004］は、もし他者との競争の重要なポイントにおいて、戦
略策定者が自社のコーポレート・レピュテーションを「有効的」だと判断した場合、企業は
積極的に正のレピュテーションの発展と維持に投資すべきであり、一方で「戦略的」だと判
断した場合は、企業のすべてのステークホルダーとコミュニケーションを図るべきだと主張
する［p. 34］。 
つまり、Dowling［2004］は戦略の相違によって、構築すべきレピュテーションの特徴
やレピュテーションを重視するレベルが異なることを指摘している。Dowling［2004］は
その重視するレベルについて、戦略的（strategic）か、有効的（useful）かという言葉を用
いているが、さらなる具体的な中身についての検討が必要である。むしろ「戦略的」か「非
戦略的」という言葉に置きかえたほうが理解しやすい。また、この議論にプロダクト・レピ
ュテーションという概念を用いるのであれば、先の P&G の場合、コーポレート・レピュテ
ーションは非戦略的であるが、プロダクト・レピュテーションはむしろ戦略的であるともい
えよう。 
 
（2）マネジメント・コントロール・システムとの統合 
Cravens and Oliver［2006］の議論の中心にあるのは従業員である。レピュテーション・
マネジメントにおける従業員の重要性について、Cravens and Oliver［2006］は「従業員
とコーポレート・レピュテーションは、ポジティブな財務業績を生みだし、究極的には持続
可能な競争優位を創りだす、唯一の資源である」［p. 294］と指摘したうえで、さらに次の
ように述べている。 
  コーポレート・レピュテーションの包括的なポジショニングにおいて、従業員が果たすこ
とのできる相乗効果的な役割を認識することにより、マネジメントは、企業の戦略目標を
達成すること、そして持続可能な競争優位を生みだすことにおいて、重要な達成を獲得す
                                                   
23 Dowling［2004］は、どのレベルの戦略であるかは明記していないが、文脈から判断して、
製品やサービスにおけるブランド戦略が該当する。 
 78 
ることができる［Cravens and Oliver , 2006, p. 294］。 
 ここで述べられている、「従業員が果たすことのできる相乗効果的な役割を認識する」と
いう点が Cravens and Oliver［2006］の議論のポイントである。つまり、レピュテーショ
ン・マネジメントにおいて、従業員の存在は「企業の創りだすメッセージのコア」［Cravens 
and Oliver, 2006, p. 296］であり、彼らが企業の価値観や目的、戦略によって正のコーポレ
ート・レピュテーションが維持される文化を創造することができるように支援しなければな
らない」［Cravens and Oliver, 2006, p. 296］。これを Cravens and Oliver［2006］は「コ
ーポレート・レピュテーションのマネジメントの組織目標」［p. 298］であるとしたうえで、
従業員に正確な情報を与え、彼らを支援するような業績尺度を選択することがその課題であ
ると述べている。 
 
図表Ⅳ－3 従業員とレピュテーション・マネジメントをつなぐ BSC 
資 源
従業員
バランスト・スコアカード
と
実施項目
コーポレート・レピュテーション・
マネジメント
財務業績
持続可能な競争優位
 
出典：Cravens and Oliver［2006, p. 294, Figure 1］ 
 
 これを可能とするために、Cravens and Oliver［2006］が「レピュテーション・マネジ
メントとマネジメント・コントロール・システムの統合」という言葉を用いたことは注目に
値する。BSC がその統合に不可欠なものであることを次のように述べている。 
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  コーポレート・レピュテーションのその複雑で包括的な性質により、BSC がコーポレート・
レピュテーションのマネジメントに対してフィードバックやインセンティブを与える、理
想のマネジメント・コントロール・システムとなる」［Cravens and Oliver , 2006, p. 299］。 
Cravens and Oliver［2006］は従業員とレピュテーション・マネジメントが BSC と実施
項目によって結びつけられるモデルを提案している。それは図表Ⅳ－3 に示されるように、
レピュテーション・マネジメントと従業員の間に、BSC と実施項目が位置づけられ、彼ら
のいうまさに、レピュテーション・マネジメントとマネジメント・コントロール・システム
の統合が、企業の 1 つの資源であることが見てとれる。 
しかし、具体的にレピュテーション・マネジメントと従業員をアラインメントする、戦略
目標や評価尺度、実施項目についてはふれられていない。「従業員のインセンティブを、無
形資産のマネジメントとリンクさせることが、無形資産の戦略的優先を強調するが、測定の
問題は乗り越えることができない」［Cravens and Oliver , 2006, p. 298］という彼らの見解
にもあるように、無形の資産のマネジメントに従業員のインセンティブを連動させることの
重要性は指摘できても、その測定方法の困難性の壁にぶつかることが、このレピュテーショ
ン・マネジメントとマネジメント・コントロール・システムの統合の議論の 1 つの限界で
もある。 
 
（3）測定基準としてのブランド・エンゲージメント 
自らがスペインの金融サービス・グループ、BBVA の Corporate Reputation Director で
ある Alloza は、ブランド・エンゲージメント（brand engagement）と戦略アラインメン
ト実施項目を成功させるためのベスト・プラクティス十戒と題した 10 項目のうちの 1 つに
関して次のように述べている。 
すべてのステークホルダーにとってのブランド・レピュテーションの測定の主要な指標を、
企業のバランスト・スコアカードに統合すること、そしてこれらの測定基準はコーポレー
ト・レピュテーション委員会24（corporate reputation committee）が継続的な改善のプロ
セスを促進することを支援するために用いられる［Alloza, 2008, p. 378］。 
Dowling［2004］と同様、Alloza［2008］によっても企業のレピュテーションの測定に
BSC のフレームワークを用いることが指摘されたが、ここでも詳細な活用プロセスについ
                                                   
24 BBVA は 2006 年に、12 以上の事業と会社からなるコーポレート・レピュテーション委
員会を設立しており、主にグループのコーポレート・レピュテーションを管理している。 
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ては述べられていない。しかし Alloza［2008］の研究の最大の貢献は、ブランド・エンゲ
ージメントを達成できたかどうかをレピュテーション・マネジメントの測定基準として用い
ることを指摘した点である。 
 
（4）企業価値の創造 
櫻井［2005; 2008］はレピュテーションが企業の過去または将来の行為により構築（ま
たは毀損）されるという特徴を持つことから、管理会計の分野におけるコーポレート・レピ
ュテーションの管理可能性を指摘している。 
櫻井［2008］はコーポレート・レピュテーションを「経営者と従業員によって持続的に
積み重ねられてきた過去の行為と現在および将来の行為の結果としてステークホルダーに
よって評価された、企業価値を創造する貴重な無形の資産」［p. 237］であると定義したう
えで、無形の資産の可視化と検証に有効な戦略マネジメント・システムである、レピュテー
ション・マネジメントに BSC のフレームワークを用いることを主張している。櫻井［2008］
はレピュテーション・マネジメントに BSC のフレームワークを用いることの有効性を以下
の 4 つに整理している［pp. 237-238］。 
① ビジョンや戦略の妥当性の検証 
② 業績評価指標による経営者と従業員の行為の管理 
③ ステークホルダーによる評価 
④ 無形の資産の管理のための戦略マップの有効性 
こうした櫻井［2005; 2008］の議論の最大の論点の 1 つは、BSC のフレームワークを用
いたレピュテーション・マネジメントによる企業価値の向上である。櫻井［2005］は企業
価値を経済価値（economic value）、社会価値（social value）、組織価値（organizational 
value）の 3 つであるとしている。それぞれについて櫻井［2005］は、経済価値を利益（EVA
はその 1 つ）ないしキャッシュ・フローによって測定されるもの、社会価値を、地域社会
への貢献、環境保護、コンプライアンスの意識の向上などによって可能なかぎり定量的に測
定されるもの、組織価値を組織風土、経営者のリーダーシップ、従業員の仕事への熱意・チ
ームワーク、倫理観、ビジョン、戦略の整合性を意味するものとして説明している［p. 30］。 
 図表Ⅳ－4 は櫻井［2005］の論点が整理されたものである。左側のレピュテーション要
因とされている項目群の列が BSC のフレームワークを示している。これらに該当する項目
が真ん中の株主満足や顧客満足、従業員満足といった媒介変数をつうじて、最終的に企業価
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値の向上へとつながっている。 
 
図表Ⅳ－4 コーポレート・レピュテーションによる企業価値創造のフレームワーク 
原価構造の
改善
資産利用
の向上
収益機会の
拡大
顧客価値の
向上
価格 品質
利用
可能性
選択 機能性
サービス
パートナーシップ
ブランド
製品／サービス帰属 関 係 イメージ
新製品開発 新生産方式 技術力 社会貢献 環境保全 リスク管理
リーダー
シップ
職場
環境
組織
学習
コンプ
ライアンス
仕事への
熱意
株主
満足
顧客
満足
従業員
満足
経済
価値
社会
価値
組織
価値
株主
要因
顧客
要因
内部
要因
組織
要因
レピュテーション要因 媒介変数 企業価値
 
出典：櫻井［2005, 図 1-5］ 
 
櫻井［2005］のこのような見解において、BSC の項目そのものがレピュテーション要因
となっているところに特徴がある。櫻井［2008］はこの点について、多様なステークホル
ダーの評価によって形成されるレピュテーションと BSC の親和性があると主張している
［pp. 237-238］。 
 
（5）実務におけるレピュテーション・マネジメント 
Cravens and Oliver［2006］は、Fortune に掲載されている 1000 社のうち、BSC を導
入しているかという質問に答えた 175 社中 64 社が、実際に BSC を導入していると回答し
た。また、その 64 社のうち 10 社にパイロット調査を行った結果、10 社中 3 社が企業の
BSC においてコーポレート・レピュテーションに関する指標を用いていることが明らかと
なった［p. 300, Table 1］。さらに、その 3 社が用いた指標には、①安全（safety）、②環境
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関連（environmental concerns）、③ブランド・スタンダードの維持（upholding brand 
standards）、④ダイバシティ・コンプライアンス（diversity compliance）に関連するもの
があったことも明らかとなっている。Cravens and Oliver［2006］によると、③のブラン
ド・スタンダードの維持は、顧客の記憶のなかの品質の維持に焦点をあてており、おもに品
質保証のクレームの数や品質の悪い製品の返品数で測定し、また、④のダイバシティ・コン
プライアンスに関する指標は、雇用やプロモーションの意思決定のシグナルとなるという。 
 青木・岩田・櫻井［2009］の研究では、①コーポレート・レピュテーションと企業価値、
②ブランド、内部統制とコーポレート・レピュテーション、③CSR とコーポレート・レピ
ュテーション、④レピュテーション指標、⑤ステークホルダーとレピュテーション、⑥人事、
IT、顧客管理、レピュテーション監査、⑦コーポレート・レピュテーションの組織、とい
う 7 つの項目についての経営者の意識調査が行われている［pp. 59-61］。 
 一方、岩田・青木・櫻井［2009］の研究では、日本企業がレピュテーションの評価にど
のような項目を用いるのかについての意識調査が行われている。ベースとなる項目として、
The Wall Street Journal の RQ℠調査の 20 の属性が用いられている。結果的には、「職場環
境」、「ビジョンとリーダーシップ」、「信頼のおける製品・サービス」、「CSR」、「私情にお
ける競争優位」、「投資先の魅力度」という 6 つの因子が、日本企業のレピュテーションの
構成要因として確認され、おおむね RQ℠調査の領域と一致していることが確認されている
［p. 1108］。しかし、青木・岩田・櫻井［2009］、岩田・青木・櫻井［2009］双方の調査に
おいて、BSC によるレピュテーション・マネジメントの議論はなされておらず、いまだ検
討段階にあるといえる。 
 
2－3 先行研究から得られるインプリケーションと問題点 
（1）レピュテーション・マネジメントとブランド戦略との関係 
本章 2 節で参照した先行研究からは、以下のようなインプリケーションを得ることがで
きる。 
① レピュテーション・マネジメントはブランド戦略に影響を受ける［Dowling, 2004］。 
② レピュテーション・マネジメントにおいて、マネジメント・コントロール・シス
テムとの統合が重要である［Cravens and Oliver , 2006］。 
③ レピュテーションの測定にBSCのフレームワークを用いる［Alloza, 2008; Dowling, 
2004］。 
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④ レピュテーション・マネジメントに BSC のフレームワークを用いることにより、
企業価値を創造することができる［櫻井, 2005］。 
⑤ 実務レベルにおいては、レピュテーション・マネジメントに BSC のフレームワー
クを用いることはまだ検討段階にある［Cravens and Oliver, 2006; 青木・岩田・
櫻井, 2009; 岩田・青木・櫻井, 2009］。 
 これらのなかでも、とくに①の「レピュテーション・マネジメントはブランド戦略に影響
を受ける」という Dowling［2004］の議論には注意が必要である。 
 Dowling［2004］によって、コーポレート・レピュテーションの重要性がブランド戦略
に影響を受けると指摘された。Dowling［2004］がここでいうブランド戦略という概念は、
Aaker［2000］のブランド体系の議論や Gray and Smeltzer［1985］の企業＝製品リレー
ションシップの概念に類似する。 
Aaker［2000］はブランド体系（brand architecture）を管理し、「焦点の拡散や市場の
混乱、ブランド構築の無駄ではなく、明確さ、シナジー効果、レバレッジ効果を生み出す」
［p. 102］必要があるという。ブランド体系とは、「ブランドの役割やブランド間の関係や、
異なる製品‐市場間の文脈の関係（ソニー・シアターとソニー・テレビジョン、ナイキ・ヨ
ーロッパとナイキ・アメリカなど）を明確にする、ブランド・ポートフォリオの体系立った
構造」［Aaker, 2000, p. 134］と定義される。 
ブランド体系を構築するうえで、ブランド間の関係を定義する役割を果すものとして、
Aaker［2000］はエンドーサー（endorser）とサブブランド（subbrand）をあげている。
エンドーサーとは、既存のブランドによるブランド保証であり、製品に信頼性と実体を与え
るものである。よって、エンドーサー・ブランドは製品よりも組織を表す。エンドーサーの
ブランド保証の役割として、Aaker［2000］は「イノベーション、リーダーシップ、信頼
といった組織連想がとくに重要」［p. 103］だと指摘する。一方のサブブランドは、「マスタ
ー・ブランドにつないでつけられ、マスター・ブランドの連想を増やしたり、修正したりす
るブランド」［Aaker, 2000, p. 103］と定義される。 
ブランド間の関係が、エンドーサーとサブブランドが果たす役割から定義されるのに対し、
製品‐市場間の文脈間の関係は、4 つの基本的戦略と 9 つのサブ戦略をつなぐ連続体から選
択される［Aaker, 2000, p. 104］。以下はその 4 つの基本的戦略である。 
① 個別ブランド戦略（house of brands） 
② 保証付ブランド戦略（endorsed brand） 
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③ サブブランド戦略（subbrands under a master brand） 
④ マスター・ブランド戦略（branded house） 
 マスター・ブランド戦略と個別ブランド戦略は対極に位置する。たとえば、ヴァージン社
のように、Virgin という一つのマスター・ブランドに、航空や鉄道、音楽といった説明サ
ブブランド25を付加し一連の製品に拡張する戦略が前者である。一方で後者においては、独
立したそれぞれの単独ブランドが、市場において影響力を最大化する。たとえば、花王はセ
グレタ、アジエンス、エッセンシャル、メリットなどシャンプー分野に複数のブランドを所
有しているが、それぞれ花王とのつながり、もしくはブランド同士のつながりは薄い。これ
らの個別ブランド戦略を用いる理由は Aaker［2000］によって、以下のように整理される
［pp. 104-108］。 
① 製品と矛盾するブランド連想を回避する 
② 新しい製品の画期的な優位性を示す 
③ 重要な便益を反映する強力な名前を使うことにより、新しい製品カテゴリーの連想
を獲得する 
④ チャネル間の対立を回避、または最小にする 
 保証付ブランド戦略においては、各々のブランドは独立しているが、個別ブランド戦略と
異なる点は、組織ブランド（organizational brand）に保証されている点である。たとえば、
Courtyard by Marriott（コートヤード・バイ・マリオット）における Marriott（マリオッ
ト）が組織ブランドにあたる。しかし、この場合のマリオットの役割はあくまで、コートヤ
ードの品質や機能の保証（エンドーサー）であり、マリオットというエンドーサー・ブラン
ド自体が購買決定を推進する力はあまり大きくない［Aaker, 2000, p. 110］。サブブランド
戦略においては、サブブランド（ソニーのウォークマンなど）を用いることにより、先ほど
のマスタ ・ーブランドを差別化し、顧客を引きつけるような連想を生み出したり、マスター・
ブランドを他の分野に展開させたりする［Aaker, 2000, p. 115］。 
このようなコーポレート・ブランドとプロダクト・ブランドとの関係をより簡潔に示すの
が、Gray and Smeltzer［1985］の議論である。Gray and Smeltzer［1985］は、企業＝製
品リレーションシップを「製品と製品の関係や製品と企業の関係を企業が伝達する際に用い
                                                   
25 Aaker［2000］によると、これらの言葉（航空、鉄道、音楽）は、単に製品の内容を記述し、
説明するもので、「説明サブブランド（descriptive subbrand）」と呼ばれる。たとえば、「GE 
Appliance」における「Appliance（家電）」のことを指す［p. 103］。 
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るアプローチ」と定義し、以下の 5 つに整理した［pp. 76-77］。 
① 一体型：企業イメージと製品のイメージを一体化させるように、単一の製品ライン
やサービスが提供される。 
② ブランド重視型：ブランド・ネームと企業名を関係づけないという戦略的意思決定
が行われる。 
③ 均衡型：各製品は独立したイメージを持つと同時に企業とも結びついている。 
④ 混合型：個別製品ブランドが重視されたり、そして企業名が支配的であったり、両
者が同等に用いられることもある。 
⑤ 企業重視型：企業名が最も重視され、しかも一連の製品ラインにわたって適応され
る。 
Dowling［2004］はこのようなコーポレート・ブランドとプロダクト・ブランドとの関
係において、コーポレート・ブランドのエンドーサーとしての役割の強弱が、企業にとって
のコーポレート・レピュテーションの重要性を左右するという議論を展開している。 
 Dowling［2004］の上記のような議論は、コーポレート・レピュテーションを企業イメ
ージや組織連想という側面に重点を置いてとらえているという偏りはあるにせよ、レピュテ
ーション・マネジメントを戦略的に考察していくという本論の議論において重要なものであ
る。なぜなら、プロダクト・ブランドに対する認知やイメージ、およびパーセプションに対
して、企業イメージや組織連想の向上が戦略的に重要ではないことを示唆するものだからで
ある。個別ブランド戦略をとる企業においては、必然的にそのような判断がなされなければ
ならないだろう。 
企業イメージや組織連想もレピュテーションの 1 つだと定義するならば、たしかにレピ
ュテーション・マネジメントはブランド戦略に影響を受けるといえるのかもしれない。ただ
し、本研究においては、プロダクト・ブランド、コーポレート・ブランド双方に影響を及ぼ
す幅広い概念としてレピュテーションを定義しているため、Dowling［2004］のいうよう
に、コーポレート・ブランドのエンドーサーとしての役割の強弱が、コーポレート・レピュ
テーションのそもそもの重要性を左右するとは考えない。むしろ、どのような企業において
も、基本的にレピュテーションは重要であり、レピュテーション・エクイティを最大化する
ためのレピュテーション・マネジメントを行わねばならないことに変わりはないからである。 
 Dowling［2004］の議論はむしろ、ブランド・マネジメントとの関連が深い議論である。
企業のイメージを製品やサービスの保証（エンドーサー）として用いるのがよいかどうか（ま
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たその強弱）を検討する議論は、Aaker［2000］のいう、いかに自社のブランド・ポート
フォリオの体系を最適化するかというブランド・マネジメントの議論である。もちろん、こ
のようなブランド・ポートフォリオの体系の最適化がレピュテーション・エクイティの最大
化につながるようにマネジメントできるのであれば、レピュテーション・マネジメントの一
環として議論することも可能であることはいうまでもない。 
 
（2）先行研究の問題点 
 レピュテーション・マネジメントに BSC のフレームワークを用いるという議論に関する
先行研究にも問題点はある。 
 Dowling［2004］や Cravens and Oliver［2006］、Alloza［2008］によって、レピュテ
ーション・マネジメントに対して BSC のフレームワークが有効であることが指摘されてい
ながらも、具体的な実施内容に関してはほとんど記述がない。また、レピュテーションの測
定に対して BSC の導入を提案しているが、その具体的な測定方法に関しては明らかにして
いない。 
Cravens and Oliver［2006］は従業員とレピュテーション・マネジメントとのアライン
メントに対して BSC のフレームワークを用いることを提案し、「レピュテーション・マネ
ジメントとマネジメント・コントロール・システムの統合」という用語まで用いているのに
もかかわらず、図表Ⅳ－3 のような概略図を示すに留まっている。 
Alloza［2008］に関しても、ブランド・レピュテーションの測定の主要な指標を企業の
BSC に統合させ、コーポレート・レピュテーション委員会によって継続的に改善がなされ
ると述べるように、かなり実務的なレベルで BSC のフレームワークについて議論している
が、上記の 2 つの研究と同様、その提案の段階に留まってしまっている。 
BSC のフレームワークについての議論を行う際に、尐なくとも「戦略マップ」「戦略テー
マ」「スコアカード（4 つの視点）」に関する議論は必要不可欠である。なぜなら、BSC は
「戦略を管理する」ための戦略マネジメント・システムであるからである。しかし、上記の
3 つの研究では、レピュテーションの測定や従業員とのアラインメントについては述べられ
ているものの、企業の活動と戦略との整合性に関する議論や、その戦略を実現するための 4
つの視点に関する戦略目標や尺度、数値目標、実施項目に関する記述はほとんど見受けられ
ない。 
櫻井［2005; 2008］は上記の 3 つの研究よりも、より詳細に BSC によるレピュテーショ
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ン・マネジメントについて主張している。図表Ⅳ－4 にも明らかなように、BSC の 4 つの
視点について、戦略目標レベルの項目を戦略マップのなかに含めている。また、櫻井［2008］
は 4 つの視点ごとに具体的な戦略目標の検討も行っている。 
しかし、図表Ⅳ－4 を見ても明らかなように、戦略マップのなかに描かれている、レピュ
テーション要因とされている項目は、従来から Kaplan and Norton［1996; 2001; 2004; 
2006; 2008］が主張してきた戦略マップの基本テンプレートと何ら変わりがない。これで
は、企業は BSC を用いてマネジメントを行いさえすれば、おのずとレピュテーション・マ
ネジメントを行っているのと同じことであるというような結論に帰結することになるであ
ろう。たしかに、BSC を用いれば、企業の活動が管理できるがゆえに、企業の活動の評価
から形成されるレピュテーションの管理までも行うことができるという議論が成り立つこ
とは否定しない。しかし、それでは BSC によるレピュテーション・マネジメントの議論は、
BSC による企業活動の管理という域から抜け出すことはない。レピュテーションの向上に
注力するような企業はどのような戦略マップを作成するのか、あるいはどのようなスコアカ
ードを用いるのかを具体的に検討する必要がある。つまり、BSC を用いてレピュテーショ
ン・マネジメントを行う際に、従来からの BSC のフレームワークをそのまま適用可能なの
か、あるいは戦略目標や実施項目において、これまで Kaplan and Norton［1996; 2001; 
2004; 2006; 2008］が述べてきたような項目だけで十分なのかという点を考察すべきである。 
結論から述べてしまえば、レピュテーション・マネジメントに BSC のフレームワークを
用いる際、従来の BSC の議論のなかにあげられてきた項目において、補うことのできない
領域が存在することが大きな問題として存在している。それは、レピュテーション・マネジ
メントの核といっても過言ではない、コミュニケーションの観点である。BSC には PR や
MR といった外部とのコミュニケーションに関してほとんど述べられていない。この観点に
ついて BSC のフレームワークのなかで、どのように扱っていくのかを議論することが、本
研究における議論の最大の焦点の 1 つである。 
以上のように、BSC のフレームワークを用いたレピュテーション・マネジメントに関す
る先行研究には多くの問題が残されている。 
Ⅴ章では上記のような問題点をふまえ、BSC によるレピュテーション・マネジメントに
ついて具体的に考察する。 
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Ⅴ  BSC によるレピュテーション・ 
マネジメント 
 
1．レピュテーション・エクイティの構成要素とその最大化 
1－1 レピュテーション・エクイティの構成要素 
 Ⅳ章において、レピュテーション・マネジメントとは、「レピュテーション・エクイティ
の最大化を目的とするマネジメント概念」と定義した。レピュテーション・エクイティとは、
以下のような式で表すことができる。 
 
レピュテーション・
エクイティ ＝
ブランド・
エクイティ ＋
レピュテーションの効果
によってもたらされる価値
 
 
 レピュテーション・エクイティの構成要素の 1 つは、企業が意図する価値提案（ブラン
ド）によってもたらされる価値を意味する、ブランド・エクイティである。BSC のフレー
ムワークでは、企業の価値提案は「新製品・新サービスによる革新」、「顧客価値の向上」、
「優れた業務」、「良き企業市民」の 4 つに整理される。これらの 4 つの価値提案により、
企業はプロダクト・ブランド・エクイティおよびコーポレート・ブランド・エクイティを高
めることができる。 
 レピュテーション・エクイティの構成要素のもう 1 つは、レピュテーションの効果によ
ってもたらされる価値である。この価値は 2 つの効果によって生ずる。1 つは正のレピュテ
ーション効果であり、もう 1 つは負のレピュテーション効果である。 
レピュテーションとは、「企業を取り巻くあらゆるステークホルダーの、企業における過
去や現在の経営活動への評価および将来への期待や失望についての概念上の表象」であるゆ
え、正のレピュテーションと負のレピュテーションが存在し、当然のことながら、それらよ
りもたらされる企業に及ぼす効果は異なる。具体的には、企業認知や企業イメージ、企業パ
ーセプションに影響を与える。たとえば、マスコミの高評価という正のレピュテーションは、
企業パーセプションの 1 つである顧客の購買行動に正の影響を与え、製品の売上高が増大
する。あるいは、インターネット上のネガティブな噂という負のレピュテーションが、企業
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イメージに負の影響を与え、顧客の買い控えなどが起こり、製品の売上高が減尐するといっ
た負の効果が考えられる。これらの効果は企業が意図する価値提案に対して、企業の意図し
ない状況においてもたらされる場合が多い。上記の例でいえば、マスコミの報道は能動的に
企業が介入しないかぎり、勝手に報道されてしまう。あるいは、口コミやインターネット上
の書き込みについても、企業はある種受動的な対応をとらざるをえない。 
いずれにせよ、レピュテーションの効果によってもたらされる価値には、正の価値と負の
価値が存在し、これらの合計とブランド・エクイティを合わせたものが、レピュテーション・
エクイティである。BSC によるレピュテーション・マネジメントにおいても、このレピュ
テーション・エクイティの最大化が目的となる。 
 
1－2 レピュテーション・エクイティの最大化のためのアプローチ 
 レピュテーションの効果は、正と負の効果に分けられ、またその効果の度合いも異なる。
これらの概念について指摘するのが、大柳［2006］である。大柳［2006］はレピュテーシ
ョンの正と負の符号を決定する概念を「レピュテーション・インパクト」、またその効果の
度合いを乗数的に大きくする概念を「レピュテーション・レバレッジ」として説明している。 
 これらの概念を導入することにより、企業はレピュテーション・マネジメントに対して、
以下のような対応が求められると考える。 
① レピュテーション・インパクトが正の場合、正の状態を維持する。 
② レピュテーション・インパクトが正の場合、レピュテーション・レバレッジを増や
す。 
③ レピュテーション・インパクトが負の場合、負の状態を正の状態へ変える。 
④ レピュテーション・インパクトが負の場合、レピュテーション・レバレッジを減ら
す。 
 第一に、レピュテーション・インパクトが正の場合、企業はその正の状態を維持する必要
がある。製品がマスコミに取りあげられ、高評価を得た場合、顧客の期待は高まる。企業は
その期待を裏切らないよう、品質管理に気を配るなどする。 
 第二に、レピュテーション・インパクトが正の場合、企業はレピュテーション・レバレッ
ジを増やし、正のレピュテーション効果の度合いを高める必要がある。ホテルや旅館などの
場合、インターネット上での口コミによって新規の顧客は、宿泊したことがないにもかかわ
らず、それらのレピュテーションによって勝手にイメージを作り上げることがある。新規顧
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客をリピート顧客に変えるためには、顧客の期待を上回るような価値提案を行い、正のレピ
ュテーションにレバレッジをかける。 
 第三に、レピュテーション・インパクトが負の場合、企業は負の状態を正の状態へ変える
必要がある。従業員の不祥事や製品の安全性を揺るがすような事件などの影響によって、ス
テークホルダーが負のレピュテーションを形成することがある。このままでは、負のレピュ
テーションがステークホルダーの企業イメージや企業パーセプションに影響を及ぼし、望ま
しい支援行動が得られなくなってしまう危険性がある。企業はリスク・マネジメントを徹底
し、再発の防止に努めなければならない。 
 第四に、レピュテーション・インパクトが負の場合、企業はレピュテーション・レバレッ
ジを減らし、負のレピュテーションの効果の度合いを弱める必要がある。いくら再発の防止
を企業内部で徹底したとしても、レピュテーションが容易に負の状態から正の状態へ変わら
ない可能性がある。企業は積極的な企業広告などをつうじて、真摯な謝罪の姿勢や、欠陥商
品の素早い回収などを行う必要がある。 
 以上のように、レピュテーションの効果によってもたらされる価値を、レピュテーショ
ン・インパクトとレピュテーション・レバレッジの概念によって説明し、企業に求められる
レピュテーション・マネジメントのための対応を整理した。 
しかし、企業のすべての活動をこれら 4 つのタイプに完全に分類可能ではないことは明
記しておかねばならない。なぜなら、企業のある活動が具体的に 4 つのタイプのうちどれ
に貢献するものであるかは、企業のレピュテーションの特性によるからである。たとえば、
リスク・マネジメントの徹底などは、レピュテーション・インパクトの負の状態を正の状態
へ変えることに貢献するのか、あるいはレピュテーション・レバレッジを減らすことに貢献
するのか、明確な区別は困難である。むしろ、双方に影響を与えると考えるほうが自然であ
る。このような点に関して、企業は BSC のフレームワークによって、レピュテーション・
エクイティの最大化に貢献するような実施項目を洗い出し、またそれらの貢献度を定量的に
分析する必要がある。また、レピュテーションの効果は「ポジティブな効果とネガティブな
効果が互いに相殺された結果」［大柳, 2006, p. 50］ととらえることもでき、4 つのタイプの
いずれかに注力しなければならないという議論でもない。 
 上記のような分類の他にも、Rhee and Valdez［2009］のような議論によっても分類は可
能である。Rhee and Valdez［2009］は、レピュテーションのマネジメント・プロセスを構
築（創造、向上、維持）と回復のプロセスに分類したが、両者はさらに能動的な事前対応と
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受動的な事後対応とに言い換えることもできよう。これらを整理すると以下のようになる。 
① 事前的なレピュテーション構築 
② 事後的なレピュテーション構築 
③ 事前的なレピュテーション回復 
④ 事後的なレピュテーション回復 
 第一に、企業は事前的なレピュテーション構築において、自社のステークホルダーを定義
し、彼らを満足させるような価値提案を設定し、自社にとって理想とするレピュテーション
を築くよう努力することが重要である。これは企業が設定した価値提案（正しいこと）を正
しく行うことに他ならない。 
 第二に、企業は事後的にもレピュテーションを構築する必要がある。必ずしもステークホ
ルダーが、企業が「意図したイメージ」［Brown et al., 2006］を抱いているとはかぎらない。
企業は意図したイメージと、ステークホルダーが実際に抱くレピュテーションとのギャップ
を分析し、レピュテーションの向上に役立てなければならない。 
 第三に、企業はレピュテーションを毀損するようなリスクに対し、リスク・マネジメント
を行うなどして事前にそれらのリスクを最小にしておく必要がある。 
 第四に、企業はレピュテーションを毀損するようなイベントが起こった場合、それに対し
て事後的な対応が求められる。 
 
図表Ⅴ－1 ギャップ分析 
ステークホルダー
による認知
企業の実態
悪い 良い
良い
悪い
企業の「実態」を修正し、
レピュテーションを最小化
するという変革が必要
今の良い状態を利用し、
悪い認識を克服する。
 
出典：Fombrun and van Riel［2004, p. 259, Figure 11-8］ 
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 また、Fombrun and van Riel［2004］は、企業の実態とステークホルダーの認知とのギ
ャップを認識するために、図表Ⅴ－1 のようなギャップ分析を行う必要性を主張する。企業
はこのようなフレームワークのなかで、自社がどの位置にいるかを把握し、レピュテーショ
ン・マネジメントに対して適切な対応を検討せねばならない。 
 以上のような議論を参考に、レピュテーション・エクイティの最大化のためには、尐なく
とも以下のような 3 つのアプローチが存在し、それらのアプローチはさらに 2 つのタイプ
に分類できるとした。 
1） ブランド・エクイティの向上 
 ① 事前的なレピュテーションの構築 
 ② 事後的なレピュテーションの向上ないし維持 
2） ブランド・エクイティの減尐の防止 
   ① 事前的なレピュテーションの毀損の防止 
   ② 事後的なレピュテーション回復 
3） ブランド・エクイティを超える価値の創造 
   ① 企業が管理可能な領域 
   ② 企業が管理不可能な領域 
 次節より、これらのアプローチについて個別に考察する。 
 
2．BSC によるレピュテーション・マネジメントのための３つの 
アプローチ 
2－1 ブランド・エクイティの向上 
（1）事前的なレピュテーションの構築 
 ブランド・エクイティ（コーポレート・ブランド・エクイティとプロダクト・ブランド・
エクイティを合わせたもの）を向上させるためには、企業は自らが意図して設定した 4 つ
の価値提案をステークホルダーに対して行い、正のレピュテーション効果を得られるような
レピュテーションを構築する必要がある。4 つの価値提案が正しく行われれば、レピュテー
ションが高まり、ブランド・エクイティの向上につながる。企業はその際に、価値提案を正
しく遂行するための戦略を実行する必要がある。 
 Kaplan and Norton［2001］は、戦略をマネジメントの中心に据えた組織を、戦略志向
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の組織（Strategy-Focused Organization）と名づけ、それらの組織には以下のような共通
のパターンがあると主張した。BSC を用いてこれらのパターンを実行することにより、企
業は成功裡に戦略を遂行することができる。 
  ① 戦略を現場の言葉に置き換える 
  ② 組織全体のベクトルを戦略に向けて調整する 
  ③ 戦略を全従業員の日常業務に落とし込む 
  ④ 戦略を継続的なプロセスとする 
  ⑤ トップのリーダーシップをつうじて変革を促す 
 レピュテーション・マネジメントにおいても、企業はレピュテーション・エクイティの最
大化を図るための戦略を策定し、遂行する必要があることはいうまでもない。その際に企業
はまず、事前に自社にとってのステークホルダーを定義し、自社のステークホルダーにとっ
て望ましい価値提案を作りこまなければならない。 
 BSC は 4 つの視点を有しており、財務の視点においては株主や投資家、顧客の視点26に
おいては顧客や地域社会、内部プロセスの視点においては従業員やサプライヤー、学習と成
長の視点においては従業員がそれぞれ考慮されている。また各視点においては、戦略目標が
設定され、その目標を達成したかどうかを測定するための尺度が決められ、さらにその尺度
によって示される数値目標を達成するための実施項目が導かれる。櫻井［2008］の議論（図
表Ⅳ－4）にもあるように、BSC に示される戦略目標の達成に向けて努力することが、自社
のステークホルダーの満足につながり、正のレピュテーションの構築に結びつくと考えられ
るのはそのためである。この点において、レピュテーション・マネジメントと BSC には親
和性があるといえる。レピュテーション・エクイティを最大化するために、BSC を用いて
いかなる戦略目標が必要なのかを各視点において検討することで、おのずとステークホルダ
ーに対する配慮の観点が包含されるのである。このようなアプローチは、清水［2004］の
いう包括型戦略マップの議論によって説明することが可能である。 
 図表Ⅴ－2 は企業の戦略マップを簡易化して示したものである。「レピュテーション・エ
クイティの最大化」という戦略テーマが、Kaplan and Norton［2001］の 3 つの戦略テー
マである「新製品・新サービスによる革新」、「顧客価値の向上」、「優れた業務」を包含して
いる。もともと清水［2004］においては、「良き企業市民」の戦略テーマが全体を覆う形で
示されているが、本論ではそれを、企業を取り巻くステークホルダーのレピュテーションを
                                                   
26 櫻井［2008］は「顧客と社会の視点」という語を用いている。 
 94 
向上させるという幅広い戦略テーマとしてとらえ、「レピュテーション・エクイティの最大
化」という戦略テーマを新たに設けた。このような戦略マップによって、企業はレピュテー
ション・マネジメントをより強調することが可能といえる。ただ単に CSR 活動やメセナ活
動をつうじて「良き企業市民」となることを目的とするだけでなく、他の 3 つの戦略テー
マにおいて実行される企業の価値提案が、どのようなレピュテーションを構築するのかとい
った観点が加えられることにより、レピュテーション・マネジメントの効果を高めることが
可能となろう。 
 
図表Ⅴ－2 包括型戦略マップ 
顧客
内部プロセス
学習と成長
財務
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し
た
業
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の
遂
行
レピュテーション・エクイティの最大化
 
清水［2004, p. 89, 第 4－4 図］を一部修正 
 
 ただし、すべての企業がこのような戦略マップを描くとはかぎらない。Treacy and 
Wiersema［1995］も指摘するように、企業は 3 つの戦略テーマのうち 1 つを特化させ、他
を一般的な水準に維持すると述べ、また Kaplan and Norton［2001］も同様のことを指摘
している。よって、それぞれの戦略テーマは企業の戦略において重要視される度合いが異な
り、図表Ⅴ－2 において説明するならば、それぞれの戦略テーマの矢印の太さは当然企業に
よって異なってくる。 
また、レピュテーション・エクイティの最大化という戦略テーマが、必ずしも他の 3 つ
の戦略テーマを覆う形になるともかぎらない。なぜなら、市場のポジショニングやブランド
戦略において、レピュテーションの戦略的な重要性が異なるからである。Ⅱ章で参照した
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Carlisle and Faulkner［2005］のレピュテーション・マトリクスの議論からいえば、コモ
ディティを生産するような企業は相対的にレピュテーション強化の価値は低いとされてい
る。あるいは、Dowling［2004］のブランド戦略の議論において、組織連想としてのレピ
ュテーションがプロダクト・ブランドに影響を及ぼさないようにマネジメントしなければな
らない企業もある。これらの企業の場合、必ずしもレピュテーション・エクイティ最大化の
戦略テーマが、他の戦略テーマを覆うような形でデザインされるべきではないだろう。 
 事前的なレピュテーション構築において、企業は自社の市場のポジショニングが適切であ
るか、戦略テーマが適切に策定されているかを検討し、自社にとってのレピュテーションの
戦略的な重要性を吟味する必要がある。そのためには、BSC のフレームワークを用いて、
レピュテーション・エクイティを最大化するための戦略目標を洗い出し、その達成度を測定
する尺度、数値目標、そして数値目標を達成するための実施項目を導き出さねばならない。 
 
（2）事後的なレピュテーションの向上ないし維持 
 レピュテーション・エクイティの最大化を図るために、実際に業務活動を行いながら、事
後的にそのレピュテーションを向上させ、維持するプロセスは不可欠である。そのために企
業は、自社の戦略を策定した後、その戦略が適切に遂行されているかをモニタリングする必
要がある。BSC は望まれる財務目標を達成するために、ステークホルダーに適切な価値提
案がなされているか、またその価値提案を効果的に行う内部プロセスは十分整備されている
か、そしてその内部業務を行うだけの従業員のスキルや情報インフラは十分であるかなどを
測定し、可視化することによって、戦略そのものをマネジメントすることができる。これは
いうなれば、戦略達成のための一貫性を管理することでもある。事後的なレピュテーション
の向上ないし維持において、この一貫性の管理は一つのキーワードともなろう。そこで、
Fombrun and van Riel［2004］のいう一貫性創造プロセスと BSC のフレームワークとの
関係性について考察する。 
Fombrun and van Riel［2004］は、企業が優れたレピュテーションを構築するためには、
①顕示性、②独自性、③真実性、④透明性、⑤一貫性を満たす必要があると整理し、それぞ
れ Fombrun and van Riel［2004］によると、①では「メディア露出度」、②では「製品や
サービスの差別化や市場におけるポジショニング」、③では「企業市民としての行動の誠実
さ」、④では「積極的な情報開示」、⑤においては「ビジョンや戦略の一貫性」が、企業のお
もなレピュテーション・マネジメントにおける課題となるということはⅢ章ですでに指摘し
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た。このなかでもとくに⑤の一貫性について、BSC のフレームワークとの関係性について
考察する。 
 Fombrun and van Riel［2004］は、レピュテーションは本来的に戦略的ポジショニング
に影響を与えるがゆえに重要であるとし、企業のレピュテーションの特徴を「上下、左右、
斜めとあらゆる方向のステークホルダーに対し自社の戦略（と実施項目との整合性を図るこ
と27）の有効性を納得させることに相対的な成功を収めたことを反映する鏡」［p. 20］であ
るとも述べている。この自社の戦略と実施項目（企業の活動）との整合性を図ることの有効
性を検証するシステムこそ、戦略マネジメント・システムである BSC に他ならない。 
図表Ⅴ－3 は、Fombrun and van Riel［2004］のレピュテーション構築における一貫性
創造プロセスを示したものである。図表Ⅴ－3 によると、企業はまず自社のレピュテーショ
ン・プラットフォームを構築する。レピュテーション・プラットフォームとは、レピュテー
ションを構築するための、企業が伝えたいメッセージのコアとなるものであり、インテルに
とっての「革新」であり、マクドナルドの「最高のクイック・サービス・レストラン」とい
ったものである。Fombrun and Van Riel［2004］によると、もっとも評判の良いレピュテ
ーション・プラットフォームには次の 3 つの要素が含まれているという［pp. 137-138］。 
 
図表Ⅴ－3 レピュテーション構築における一貫性創造プロセス 
レピュテーション・
プラットフォーム
ステークホルダーとの会話
共通のアイデンティティの確立
統合型コミュニケーション・システムの導入
従業員／ビジネス・パートナーの指導
測定／トラッキング・システム
 
出典：Fombrun and van Riel［2004, p. 219, Figure 10-1］ 
                                                   
27 括弧内は筆者の加筆による。 
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① アクティビティ（活動）テーマ：自社の主要な活動や事業 
② ベネフィット（恩恵）テーマ：ステークホルダーの期待する結果や恩恵 
③ エモーショナル（感情）テーマ：支援しようと思わせる感情テーマ 
 これらのテーマは、企業がどのような企業としてステークホルダーに認識されたいかによ
って異なる。具体的には、①をテーマとする企業は、主たる事業や活動においては自社を第
一想起としてもらうことを意図する。②をテーマとする企業は、製品／サービスの主たる価
値提案を軸としたコミュニケーションを展開する。③をテーマとする企業は、ディズニーや
サウスウエスト航空のように、楽しみや親しみやすさといったステークホルダーとの感情的
な結びつきを確立しようとする。 
 また、Fombrun and van Riel［2004］は、このようなレピュテーション・プラットフォ
ームを創造するためには、以下のことが重要であると指摘する［p. 153］。 
① 戦略的アラインメント：ビジョンと戦略の方向性 
② 情緒的アピール：感情に訴えかける 
③ 驚き：意外な組み合わせ 
 企業はレピュテーション・プラットフォームを構築し、ステークホルダーとの対話をつう
じて、企業とステークホルダーとの間に共通のアイデンティティを確立していく。また、統
合コミュニケーション・システムの導入により、広告や MR、PR、企業ロゴにいたるまで、
あらゆるコミュニケーション手段が一貫性を持つよう管理される。それらの一貫性は、現場
の従業員やサプライヤーへの指導をつうじて確固たるものとしなければならない。そして最
終的に、Fombrun and van Riel［2004］は「企業ビジョンと、コミュニケーションや施策
の実行との間の整合性を保つためには、信頼性のあるスコアカード」［pp. 237-238］が必要
であると主張する。Fombrun and van Riel［2004］はこれを「レピュテーション・スコア
カード（reputation scorecard）」と呼び、その中身は RQ℠スコアの項目が基本となるとい
う。 
 これらのことをふまえ、BSC のフレームワークと一貫性創造プロセスの関係性について
整理すると以下のようになる。 
  ① BSC においては、企業はまずミッション、ビジョン、バリューを定め、どのよう
な企業を目指すべきかが定義される。一方、一貫性創造のプロセスでは、レピュテ
ーション・プラットフォームを定め、どのような企業として認識してもらいたいか
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が定義される。 
  ② BSC においては、財務の視点において達成すべき財務目標が決められ、ターゲッ
トとするステークホルダーとそのステークホルダーへの価値提案を設定し、具体的
な実施計画が策定される。一方、一貫性創造プロセスでは、ステークホルダーとの
対話に重点が置かれ、統合コミュニケーション・システムを導入することで、企業
のあらゆるコミュニケーション手段の統一が図られる。 
  ③ BSC においては、具体的な実施計画を遂行するために必要な内部プロセスや、従
業員のスキルを把握することが求められる。それらは具体的な尺度によって、戦略
に対する貢献度合いが測定される。一方の一貫性創造プロセスでは、コミュニケー
ション手段の統一のためには従業員への指導が必要であるとされ、達成度合いがレ
ピュテーション・スコアカードによって測定される。 
このような関係性についての考察は、どちらがどちらより優れているという議論ではない。
BSC においては、より企業戦略ないし事業戦略を全般的に考慮している点が特徴的であり、
一貫性創造プロセスでは、ステークホルダーとのコミュニケーションに主眼が置かれている
という特徴がある。両者のこのような特徴は、企業がレピュテーション・マネジメントを行
う際に、それぞれのメリットをむしろ統合させて議論することに意義がある。 
BSC では長谷川［2004］により、以下のような指摘がなされている。 
  マーケティングの領域におけるパブリック・リレーションズ戦略（Public Relations: PR）
に関する先行研究がある。Kaplan と Norton はこの点についてまったく言及していないが、
パブリック・リレーションズ戦略は、企業の社会的責任に対する注目が集まるに従って重
要な論点になってくる［長谷川, 2004, p. 46］。 
 この PR の観点をステークホルダーとのコミュニケーションの観点というように広くと
らえるのであれば、Fombrun and van Riel［2004］のいうような一貫性創造プロセスのよ
うな議論を BSC のフレームワークに導入することによって、この点の欠如を補うことが可
能となろう。その際、他の戦略テーマとの連携や、一貫性を達成するための具体的な内部プ
ロセス、無形の資産と戦略との整合性が BSC のフレームワークによって図られれば、この
ような一貫性の創造においても、BSC のフレームワークが役立ちうると考えられる。 
 以上のように、ブランド・エクイティを向上させるためのプロセスとして、事前的なレピ
ュテーション構築と事後的なレピュテーションの向上ないし維持における BSC の役立ちに
ついて考察した結果、以下のようなインプリケーションが得られた。 
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① 事前的なレピュテーション構築において、戦略マップの因果連鎖を検討すること
で、自社にとって正の効果が期待できるレピュテーションを、どのように構築す
ればよいかの道筋を作ることができる。また、「良き企業市民」の戦略テーマを、
より幅広いステークホルダーとの対話という意味に拡大した「レピュテーショ
ン・エクイティの最大化」という戦略テーマと、他の 3 つの戦略テーマをどのよ
うにウェイトづけするかを検討することで、自社のレピュテーション・マネジメ
ントの形をデザインすることができる。 
② 事後的なレピュテーションの向上ないし維持において、企業は価値提案が適切に
行われているかを検討する必要がある。それは戦略の一貫性を管理することでも
あり、BSC の各視点の戦略目標や尺度、数値目標、実施項目の因果連鎖を検証す
ることで、レピュテーションの向上ないし維持を図ることができる。また、Kaplan 
and Norton［1996; 2001; 2004; 2006; 2008］は外部とのコミュニケーションの観
点について、BSC のフレームワークでは述べていない。よって、Fombrun and van 
Riel［2004］のいう一貫性創造プロセスのような、コミュニケーションの観点を
導入することにより、この点の欠如を補完できる可能性がある。 
 
2－2 ブランド・エクイティの減少の防止 
（1）事前的なレピュテーションの毀損の防止 
企業のレピュテーションが毀損されれば、当然その負のレピュテーションは、ステークホ
ルダーの企業認知や企業イメージ、企業パーセプションに負の影響を与え、ブランド・エク
イティを減尐させてしまう恐れがある。たとえば、製品の欠陥によりそれを購買した顧客が
何らかの被害を受けた場合、企業のレピュテーション・インパクトは負に転じる。さらにそ
れがマスコミによって大きく取りあげられ、レピュテーション・レバレッジによって負の効
果が拡大し、企業の他の製品の売上高などにも影響する可能性があることは十分考えられる。
企業はレピュテーションの毀損を防止し、ブランド・エクイティを低下させないよう、適切
なリスク・マネジメントを実行することが必要である。 
レピュテーションを毀損するリスクについては、Ⅲ章で Green［1992］によって、①自
然災害、②人災、③製品の不良品、④生産の妨害、⑤情報漏洩、⑥法的リスク、⑦環境破壊、
⑧健康被害、⑨労働問題、⑩セクハラとパワハラ、⑪財務報告、⑫IR 関係、⑬政府との対
応、⑭その他といった要素があげられていることを指摘した。これらのうち企業の主たる業
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務によってもたらされる可能性のあるものは自然災害を除くすべてである。これらはおもに
顧客（消費者）に被害を及ぼすものと、顧客を含んだ他のステークホルダーにまで影響を及
ぼすものとに分けられる。BSC のフレームワークでは、これらのリスクについては、4 つ
の視点のうちの内部プロセスの視点のなかで管理される。それぞれ、前者は業務管理のプロ
セスにおいて、後者は規制と社会のプロセスにおいてである。 
 Kaplan and Norton［2004］は、それぞれについて以下のような項目を BSC のなかに取
り入れている。 
  1） 業務管理のプロセスのなかでのリスク・マネジメント 
   ① 財務リスク（高い信用格付け） 
   ② 業務リスク 
   ③ 技術リスク 
  2） 規制と社会のプロセスのなかでのリスク・マネジメント28 
   ① 環境 
   ② 安全衛生 
   ③ 雇用 
④ 地域社会 
 筆者は新たに、レピュテーション・エクイティの最大化という戦略テーマを導入できる可
能性についてすでに指摘した。この戦略テーマにおいては、レピュテーションを向上させる
ことと同時に、レピュテーションの毀損を防ぐような内部プロセスが管理される。BSC の
フレームワークでは、レピュテーション・リスクに影響を及ぼすと考えられる項目が、業務
管理のプロセスと規制と社会のプロセスとに分割されているが、レピュテーション・エクイ
ティの最大化という戦略テーマのなかでは、これらを統合することも可能だといえる。 
 企業にとってのリスクをより幅広い概念でとらえた場合、どのような業務にも多かれ尐な
かれリスクは潜んでいるものである。よって、内部プロセスで管理されるような実施項目は
すべて、リスク・マネジメントに尐なからず関わってくることはいうまでもない。企業はこ
のことをふまえ、どのようなリスクが相対的に企業の戦略に影響を及ぼす度合いが大きいか
を認識する必要があるだろう。その度合いによって、業務管理のプロセスで管理すべきか、
                                                   
28 規制と社会のプロセスにおいて、Kaplan and Norton［2004］はリスク・マネジメントとい
う語は使用していない。しかし、4 つの項目のいずれも、企業のレピュテーションを毀損する可
能性を含んでいる項目であることから、規制と社会のプロセスもリスク・マネジメント的な性格
を帯びているという意味で、このように表記した。 
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あるいはレピュテーションの毀損の防止により注力するために、レピュテーション管理のプ
ロセスに統合させて包括的に管理するかを判断せねばならない。 
BSC のフレームワークのなかでリスク・マネジメントをどのように位置づけるかを検討
することは、顧客やその他のステークホルダーに対し、どのように価値を提案することがで
きるかを考えることであり、最終的には事業リスクの軽減によって得られる生産性向上のメ
リットを獲得することに他ならない。企業の戦略のなかに適切に位置づけられたリスク・マ
ネジメントによって、レピュテーション・リスクに影響を及ぼす項目が管理され、レピュテ
ーションの毀損の防止につながり、企業の意図する価値提案から得られるブランド・エクイ
ティへの負の影響を防ぐことができる。 
 
（2）事後的なレピュテーションの回復 
企業はレピュテーションが毀損されることを事前的に防止することも重要であるが、実際
にレピュテーションを毀損する「ネガティブ・イベント」［Zyglidpoulos and Phillips, 1999］
が起きた後は、負のレピュテーション・インパクトを正に変えたり、あるいはレピュテーシ
ョン・レバレッジの効果を弱めたりする事後的な対応が求められる。 
Zyglidopoulos and Phillips［1999］によると、危機マネジメント（crisis management）
の分野で扱われている悲劇的なイベント（catastrophic events）には、2 つの観点があり、
それは産業危機（the industrial crisis）の観点と、PR の観点であるという［pp. 335-336］。
これら 2 つの観点と、コーポレート・レピュテーションのステークホルダーの観点を結合
させ、Zyglidopoulos and Phillips［1999］は、図表Ⅴ－4 のようなレピュテーション危機
モデルを提案した。 
 
図表Ⅴ－4 レピュテーション危機モデル 
誘因
イベント
ステークホルダー
解釈
ステークホルダー
反応
管理解釈 管理反応
重大さ
・人命の喪失
・環境への
ダメージ
・財務ロス
妥当な否定性
これまでの
レピュテーション
ステークホルダー
問題点
再評価の重大さ
再評価の特性
管理の敏感さ
力（power）
正当性（legitimacy）
緊急性（urgency）
資源配分のタイプ
・バッファリング
・ブリッジング
 
出典：Zyglidopoulos and Phillips［1999, p. 336］ 
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レピュテーション危機は誘因イベントの公表によって、ステークホルダーにさまざまに解
釈され、具体的な反応となって現れる。それをマネジャーは的確に解釈し、その克服に向け
た資源配分を行わねばならない。資源配分のタイプに「バッファリング（buffering）」と「ブ
リッジング（bridging）」とあるが、前者は、「外部からの内部のオペレーションに対する妨
害から守ろうとすることであり、外部の環境に影響を与えようとすること」を、後者は「外
部の期待に組織の活動を順応させようとすること」をそれぞれ意味している。 
これら 2 つの管理反応をより具体的に解釈するならば、たとえば前者においては、マス
コミへの対応といったステークホルダーとの対話が考えられる。企業のある製品の欠陥によ
ってもたらされた、顧客に対する被害が過剰に報道された結果、根も葉もない噂が広がり、
その企業の製品すべてが欠陥商品であるかのような認識をステークホルダーに与えてしま
うことがある。あるいは、雑誌や週刊誌に何の根拠もなしに掲載されたネガティブ記事が、
企業イメージを低下させてしまうことだってあろう。これらに対し企業は、自ら企業広告等
をつうじて清廉潔白をアピールしたり、あるいは訴訟などの法的な処置に出たりする。後者
においては、顧客やステークホルダーの声を的確に分析し、企業に何が求められているかを
考え直し、内部プロセスの改善や従業員のスキルや、社内の規律の改善などに尽力するなど
の対応が考えられる。このような行動に企業は資源を適切に配分することにより、負のレピ
ュテーションを正のレピュテーションへと回復させることができる。 
 BSC のフレームワークとの親和性が高いのは、後者のブリッジングの議論である。この
議論の根底には、レピュテーションが毀損されたことには何らかの原因があるはずであり、
その原因を作り出したのは組織の活動だとする考えがある。顧客やステークホルダーの評価
を把握し、それらを Kaplan and Norton［2008］のいう戦略の検証と適応の会議（meetings 
to test and adapt the strategy）のような場において、戦略の検証のための情報の一つとし
て組み入れることができれば、適切な内部プロセスの改善や求められる従業員のスキルなど
を修正することが可能といえる。 
また、レピュテーションを毀損する原因は、何も Zyglidpoulos and Phillips［1999］の
いうようなネガティブ・イベントの発生だけではない。企業の意図する価値提案と顧客やス
テークホルダーの期待とのギャップからも生まれるものである。よって、それらの期待に応
えるための内部プロセスや無形の資産を整備し、あらためて戦略の一貫性を構築し直すこと
によって、企業はレピュテーションを回復できる。 
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 一方のバッファリングは、PR や MR の観点との関連が深い議論である。PR の観点から
の議論に関しては、長谷川［2004］のいうように Kaplan and Norton［1996; 2001; 2004; 
2006; 2008］はほとんど述べていない。MR についても同様である。近年マスコミやインタ
ーネットの影響により、企業が意図しないような効果の影響力が強まっていることはすでに
述べた。こうした影響力に対して、BSC のフレームワークはどのような貢献を果たすのか
については、Kaplan and Norton［1996; 2001; 2004; 2006; 2008］の BSC の議論のなかで
は考察されていない。なぜなら、そこには測定可能性の壁が立ちはだかるからである。測定
可能なものが管理可能である。たとえば、顧客による評価の場合、顧客管理システムなどに
よって、顧客別に購買量や購買頻度を測定し、顧客満足度を可視化することは可能である。
資生堂では、自社製品あるいはライバル・メーカー製品に対する消費者の評価を把握するた
めに、調査会社にインタビューを依頼している。これは「かんそく君」とよばれ、毎月行わ
れている［長谷川, 1995］。これにより、ある商品を買ったという結果だけでなく、なぜそ
の商品を買ったかという定性的な動機まで把握することができるようになる。 
しかし、顧客以外のステークホルダーの企業に対する評価をどの程度まで測定可能なのか
についてはあまり研究がなされていない。これらの評価が戦略的に重要かどうかという点は
別にして、コミュニケーション環境の変化により、その影響力が増していることは否定でき
ない。この点に対し、企業は、顧客や顧客以外のステークホルダーが抱いているレピュテー
ションを、いかに定量的に測定するかという課題に縛られ、何も行動しないのではなく、何
らかの形で（定性的にでもよい）レピュテーションを定期的にモニタリングし、正のレピュ
テーション効果をより高めていくようなステークホルダーとのコミュニケーション活動を
行うべきであり、あるいはリスク・マネジメントによって負のレピュテーション効果を低減
し、組織の内部および外部に対し、能動的に働きかけていくようなアプローチの導入が不可
欠であるといえる。 
 以上のように、ブランド・エクイティの減尐を防止するためのプロセスとして、事前的な
レピュテーションの毀損の防止と事後的なレピュテーションの回復における BSC の役立ち
について考察した結果、以下のようなインプリケーションが得られた。 
① 事前的なレピュテーションの毀損の防止において、BSC は内部プロセスの視点に
おいて、リスク・マネジメントの項目を設け、顧客に対し適切な価値提案がなされ
るよう業務を管理することができる。また、顧客以外のステークホルダーに対して
も規制と社会のプロセスにおいて、活動を管理することでレピュテーションの毀損
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を事前に防ぐことが可能である。 
② 事後的なレピュテーションの回復において、BSC はレピュテーションを毀損した
原因を組織内部にフィードバックすることにより、ステークホルダーに適切な価値
提案がなされるよう戦略を修正することが可能な点で貢献できるといえる。具体的
には、適切な価値提案がなされるための内部プロセスの整備や、必要な人的資本、
情報資本、組織資本の見直しなどによってである。ただし、外部に対して影響を及
ぼすコミュニケーションの観点が、Kaplan and Norton［1996; 2001; 2004; 2006; 
2008］ではほとんど述べられておらず、この点についての議論が残されている。 
 
2－3 ブランド・エクイティを超える価値の創造 
（1）レピュテーション・プレミアム 
レピュテーション・エクイティが、企業の意図する価値提案によってもたらされるブラン
ド・エクイティと、レピュテーションの効果によってもたらされる価値の総和であることは
すでに述べた。本節 1 項および 2 項では、BSC のフレームワークを用いて、ブランド・エ
クイティをいかに向上させるか、あるいはブランド・エクイティの減尐をいかに防ぐかとい
う議論に重点を置いて論じた。本項では、ブランド・エクイティを超える価値を、「レピュ
テーション・プレミアム」と定義し、いかにしてこれを創造することができるのか、その可
能性について考察する。しかし、その議論には以下のような 2 つの領域が存在する。 
① 企業が管理可能な領域 
② 企業が管理不可能な領域 
第一に、レピュテーション・プレミアムを創造することにおいて、企業には管理可能な領
域が存在する。それは 2 つの意味においてである。1 つはブランド・エクイティを向上させ
ることによって、間接的に正のレピュテーションを高め、レピュテーション・プレミアムを
発生させるという意味において管理可能である。もう 1 つはマーケティングの研究領域で
注目される「戦略広報プログラム」の概念を導入し、企業が能動的に正のレピュテーション
を高めるようなコミュニケーションに注力するという意味において管理可能である。 
第二に、レピュテーション・プレミアムを創造することにおいて、企業には管理不可能な
領域が存在する。正のレピュテーション（負のレピュテーションも同様）は企業が意図しな
い状況で発生し、増長していく場合がある。マスコミの報道によって、あるいはインターネ
ットや口コミ、ブログなどのレピュテーションによって、企業は思わぬ効果を得る可能性が
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ある。とくに、インターネット上の口コミやブログに書かれる、企業の商品や企業そのもの
への評価といった類のメッセージないしコメントは、尐なくとも企業が公式に発信したもの
ではない。それは良かれ悪しかれ、企業の外部のステークホルダーによって、非公式的に発
信されたものである。しかし近年、消費者は企業が意図して発信する広告よりも、むしろ組
織外部のステークホルダーの意見を信頼するといった事態が起きている。この場合、実際に
その商品を使用した消費者のレピュテーションが信頼されているのである。このような領域
に対しては、もちろん企業がそれらのメッセージをモニタリングし、事後的に対処するとい
う意味おいては管理可能といえるかもしれないが、主語（メッセージの発信主体）が企業で
はないという意味において、そもそも企業による管理という概念が介入しえない領域ともい
える。 
このような企業が管理不可能な領域に関する議論は、けして発信主体がステークホルダー
である非公式なメッセージを無視してもよいという意味合いにおいて述べたのではない。む
しろ、この口コミやブログによるレピュテーションへの影響が、今日のレピュテーション・
マネジメントの主たる研究課題となっているともいえる。この領域に関しては、できるかぎ
り企業は管理可能な領域を増やすような努力をすべきである。 
 
（2）レピュテーション・プレミアムの創造のための戦略広報プログラム 
レピュテーション・プレミアムは、ブランド・エクイティを向上させることで、間接的に
レピュテーションを高めることで発生させることができると述べた。この点は本節 1 項の
ブランド・エクイティの向上の議論と重複するため割愛する。ここでは、レピュテーション・
プレミアムの創造に向けた、戦略広報プログラムの概念について考察する。戦略広報という
考え方について、嶋村［2006］は以下のように述べる。 
  日本の社会や企業活動がグローバル化した今日、企業の社会的責任（CSR）に対するステ
ークホルダーの見方や評価は、年々きびしさを増している。そして社会との良好なコミュ
ニケーションを継続的に築き上げていくことが、企業経営の最重要課題のひとつとなって
いる。そのために企業コミュニケーション活動全体を、広告も含めて戦略的に構築してい
く「戦略広報」という考え方が重要な時代を迎えた［嶋村, 2006, p. 327］。 
 嶋村［2006］はさらに、近年おもに政治宣伝を意味する「宣伝（propaganda）」と商業
宣伝を意味する「広告（advertising）」、公共性を強調する「広報（PR）」があまり区別さ
れることなく使われている点を指摘し、実際の企業においても広報部門がコーポレート・コ
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ミュニケーション本部などと名称を変え、広報、IR、社会貢献、リスク管理等の諸機能を
統括する部門とした企業が増加していると主張する［p. 327］。 
戦略広報に対して、専門 PR 会社である電通パブリックリレーションズが提供しているお
もなプログラムには以下のようなものがある。 
  ① 戦略的商品広報 
  ② トップコミュニケーション 
  ③ 危機管理 
  ④ コンプライアンス（compliance） 
  ⑤ インベスター・リレーションズ（investor relations） 
  ⑥ CSR（corporate social responsibility） 
  ⑦ コーポレート・レピュテーション 
  ⑧ インターナル・コミュニケーション 
 この分類によると、戦略広報の概念の一部としてレピュテーションが位置づけられている
が、どちらがどちらを包含するかという議論はあまり意味がない。この戦略広報のアプロー
チを、いかにレピュテーション・エクイティの最大化に結びつけるかを考察するのが本研究
の議論である。 
戦略広報のプログラムは、図表Ⅴ－5 に示されるように、多様なステークホルダーとのコ
ミュニケーションに重点が置かれた項目によって構成されており、プログラムの実施項目な
いしコミュニケーション実現のための能力開発がそのメニューに含まれている。戦略広報の
プログラムは以下の 4 つのタイプに整理することができる。 
① リスク・マネジメント：危機管理、コンプライアンス 
② 内的コミュニケーション：トップコミュニケーション（経営者）、インターナル・
コミュニケーション（従業員） 
③ 外的コミュニケーション：戦略的商品広報（おもに消費者）、インベスター・リレ
ーションズ（株主・投資家・アナリスト）、CSR（地域社会）、コーポレート・レ
ピュテーション（メディア、生活者、従業員、競合他社など） 
④ 環境への対策：CSR 
 企業は、まったく介入することのできない、ステークホルダー同士の相互コミュニケーシ
ョンのような領域を除き、上記のようなプログラムを自社の戦略との整合性を図りながら実
行することによって、正のレピュテーションを高めることができる。それはすなわち、顧客
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やその他のステークホルダーと「良好なコミュニケーションを継続的に築き上げること」［嶋
村, 2006, p. 327］に他ならない。 
 
図表Ⅴ－5 戦略広報プログラム 
●社会評価フィードバック ●企業トップ・ヒアリング
●従業員意識調査 ●コミュニケーションマップ分析
●社内外ギャップ分析 ●コーポレートメッセージ作成
●キャンペーン事務局運営 ●ツール作成
⑧ インターナル・コミュニケーション
●報道情況分析 ●メディア・ヒアリング
●生活者アンケート ●ステークホルダー・ヒアリング
●グループインタビュー ●従業員意識調査
●競合企業比較調査 ●コミュニケーションツール分析／評価
●メッセージ開発●レピュテーション・プログラム策定
⑦ コーポレート・レピュテーション
●CSR課題抽出・検証 ●従業員意識調査
●社内環境状況アセスメント ●CSRビジョン・メッセージ作成
●CSR意識醸成キャンペーン ●環境ブランド戦略策定
●環境メッセージ作成 ●サステナビリティレポート制作
●環境報告書制作 ●社会貢献プロジェクト
⑥ CSR
（corporate social responsibility）
●経営計画策定支援 ●事業戦略策定支援
●決算開示コンサルティング
●IR環境コンサルティング ●メッセージ開発
●経営ロードマップ作成 ●IRトレーニング ●アナリスト説明会
●プレゼンテーション・コンサルティング
●アニュアルレポート作成
⑤ インベスター・リレーションズ
（investor relations）
●コンプライアンス体制構築支援
●コンプライアンス委員会運営支援
●研修プログラム ●eラーニング ●コンプライアンス方針策定
●コンプライアンスマニュアル作成
●教育プログラムの提案・構築 ●相談窓口／内部告発システム
④ コンプライアンス（compliance）
●メディア・モニタリング ●リスクアラート
●リスク洗い出し／アセスメント調査
●危機管理マニュアル作成 ●危機管理対応組織／運営
●トレーニング ●緊急時対応 ●リカバリー対応
●ポジションペーパー作成 ●広告表現アドバイス
●メディア・ヒアリング
③ 危機管理
●企業理念・ミッション構築 ●プロフィール検証
●メッセージ分析 ●イメージ・コンサルティング ●メッセージ開発
●想定質問作成 ●トレーニング ●メッセージ発信
② トップコミュニケーション
●第三者推奨プログラム ●人物PR
●セレブレティプロモーション ●プレスツアー
●開発ストーリー構築 ●パブリシティ調査
●記者発表会 ●啓発ツール制作 ●PRイベント
●メディアプロモーション ●テレビパブリシティ
●CMパブリシティ ●メールマガジン／ブログ
① 戦略的商品広報
メニュープログラム名
 
嶋村［2006, 18-8 表］を一部修正 
 
企業は Kaplan and Norton［2004］のいう「正しいことを正しく行う」ことだけでなく、
それをさらに「正しく伝える」というプロセスを加え補強すべきである。そうすることで、
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企業が意図したイメージとステークホルダーが実際に抱くレピュテーションとの負のギャ
ップが解消され、あるいは正のレピュテーションにより強力なレバレッジをかけられる可能
性がある。それらがうまく実現すれば、企業は望ましいレピュテーション・プレミアムを得
ることが可能となろう。 
戦略広報プログラムが示すコミュニケーションの統合的な概念は、従来の PR や広告より
も多様なステークホルダーへの配慮が包含されており、いうならば企業が「正しいことを正
しく行い、正しく伝える」ための重要なアプローチであるといえる。 
 
3．レピュテーションの戦略マップとスコアカード 
 戦略広報プログラムにも問題点はある。それはドライバーないし先行指標の観点の不在で
ある。各プログラムにおいて、詳細なメニューが設定されているものの、それらがどのよう
なプロセスをたどり、最終的な財務業績をもたらすのかについては議論されていない。もち
ろん従来の広報という概念が持つ、財務業績を目的としない公共性の側面もあろうが、尐な
くとも営利企業であれば、最終的には財務面における目標を達成しなければならない。その
ために企業は、財務業績の目標に貢献しうるようなプログラムやメニューを選択する必要が
ある。その点において、戦略マネジメント・システムとしての BSC が役立ちうる可能性が
ある。 
 戦略マネジメント・システムとしての BSC は、「戦略遂行のための実施項目について選
択肢が何なのか、そして、選択肢のうちいずれを選択すべきなのか、という意思決定を行う
ためのシンキング・ツール」［清水, 2004, p. 14］であることから、企業は BSC を用いて自
社の戦略実現のための戦略広報プログラムのメニューを選択することが可能となる。そこで、
本章 2 節 3 項において整理した、戦略広報プログラムの 4 つのタイプをもとにレピュテー
ション・マネジメントにおける戦略マップについて考察する。 
図表Ⅴ－6 は、レピュテーション・マネジメントに注力する企業が描く戦略マップを提案
したものである。これは Kaplan and Norton［2004］の規制と社会の戦略マップに、戦略
広報プログラムの観点を加味したものである。 
学習と成長の視点においては、リスク・マネジメント、コーポレート・コミュニケーショ
ン、CSR などの内部業務プロセスを達成することのできる人的資本、情報資本、組織資本
の識別がなされる。人的資本においては、戦略的職務群（strategic job families）を把握し、
その職務要件であるコンピテンシー・プロファイルを詳細に定義する。内部業務プロセスの
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項目を成功裡に実現させるために、人材育成への投資が行われる。情報資本においては、メ
ディアの報道や各ステークホルダーのレピュテーションをモニタリング可能なシステムへ
の投資がなされる。このシステムは、内部業務プロセスの外的および内的コミュニケーショ
ンの改善のために有効に機能するよう設計されなければならない。また、組織資本において
は、近年の多様なステークホルダーとの良好な関係を築くうえでの社会認識と責任のある文
化が求められる。従業員には近年の企業の評判の影響力について、十分な教育を受ける必要
がある。このように、レピュテーション・マネジメントを従業員に浸透させ、自社の戦略と
の整合性を図るためには、van Riel［2008］の戦略アラインメント・モニターなどのツー
ルが有効である。 
 
図表Ⅴ－6 レピュテーションの戦略マップ 
生産性向上戦略 収益増大戦略
長期の株主価値
正のレピュテーション
効果
社会的な意識の高い
ステークホルダーをひきつける
顧客や社会への価値提案
リスク・マネジメント
・財務リスク
・業務リスク
・技術リスク
外的コミュニケーション
・パブリック・リレーションズ
・メディア・リレーションズ
・インベスター・リレーションズ
・コミュニティ・リレーションズ
内的コミュニケーション
・トップ・コミュニケーション
・従業員リレーションズ
・雇用
・職場環境
・安全衛生
環境への対策
・エネルギーと資源消費
・排水、排気
・固形廃棄物
・商品の環境への影響
財
務
顧
客
や
社
会
内
部
業
務
プ
ロ
セ
ス
学
習
と
成
長
責任ある市民
魅力的なコーポレート・ブランド、
コーポレート・イメージ
人材育成への投資
レピュテーションを
モニタリングする
システムへの投資
社会認識と
責任のある文化
事業リスクの低減
負のレピュテーション
効果の低減
人的資本 情報資本 組織資本
戦略広報
 
 
内部業務プロセスの視点においては、戦略広報プログラムの 4 つのタイプを取り入れた29。
                                                   
29 「リスク・マネジメント」および「環境への対策」に関しては、Kaplan and Norton［2004］
を参考にした。「内的コミュニケーション」内の「雇用」「職場環境」「安全衛生」についても同
様。 
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もちろん、戦略広報プログラムのすべてを内部プロセスのなかに含む必要はない。企業が保
有する資源は有限であることを考慮すれば、自社の戦略の実現に必要な項目を選出しなけれ
ばならないことは自明の理である。むしろ、そのための BSC である。 
また、それぞれの項目が図表Ⅴ－6 の戦略マップのように描かれる必要もない。リスク・
マネジメントを業務管理のプロセスのなかに位置づけ、あるいは CSR などの環境対策をこ
れまで同様、規制と社会のプロセスにおいて管理するなど企業によってさまざまである。図
表Ⅴ－6 では、レピュテーション・エクイティを最大化するために、各ステークホルダーと
のコミュニケーションを重視することを戦略的に重要であると定義する企業を前提として
いる。こうした企業は、戦略広報プログラムを 1 つの戦略テーマに統合させたほうが効果
的である。さらに付け加えるならば、内部業務プロセスのなかに、コーズ・リレーテッド・
マーケティング30に関する実施項目を含ませることも有効である。コーズ・リレーテッド・
マーケティングを行うことによって、企業は魅力的なコーポレート・ブランド、コーポレー
ト・イメージや、責任ある市民という価値提案を行えるだけでなく、社会的な意識の高いス
テークホルダーをひきつけ、好意的な企業パーセプションを獲得することも可能であろう。 
顧客と社会の視点31においては、内部業務プロセスによって実現される価値提案の戦略へ
の貢献度が測定される。リスク・マネジメントによって、事業リスクが低減され、外的およ
び内的コミュニケーションをつうじて、魅力的なコーポレート・ブランド、コーポレート・
イメージが築かれる。また、環境への対策を行うことで、責任ある企業市民という価値提案
を行うことができる。さらに、事業リスクの低減や責任ある企業市民といった価値提案は、
魅力的なコーポレート・ブランド、コーポレート・イメージにもつながるものである。ただ
し、事業リスク（財務リスク、業務リスク、技術リスク）に関しては測定可能であるとして
も、コーポレート・ブランドやコーポレート・イメージ、責任ある企業市民といった価値提
案を、いかに測定するかという問題が生じる。この問題に対して企業は、情報資本であるレ
ピュテーションをモニタリングするシステムによって、各ステークホルダーが企業に対しど
のような姿を望んでいるのかを把握し、戦略広報プログラムをつうじてその実現へ向けた戦
略目標を洗い出し、その目標の達成を測定する尺度、数値目標および実施項目を設定するこ
                                                   
30 Kotler and Lee［2004］を参照。 
31 Kaplan and Norton［2004］の戦略マップでは、顧客の視点とされているが、レピュテーシ
ョンの戦略マップにおいては、顧客だけではない、地域社会をはじめとする多様なステークホル
ダーが考慮されているため、顧客と社会の視点と表記した。また、櫻井［2008］も同様の見解
を示している［p. 247］。 
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とで、コーポレート・ブランドやコーポレート・イメージ、責任ある企業市民といった無形
の資産を可視化することで対処しなければならない。 
財務の視点においては、上記の 3 つの視点のプロセスによって達成される、長期の株主
価値が測定される。顧客や社会の視点においてなされた価値提案は、正のレピュテーション
効果を向上させ、負のレピュテーション効果を低減し、あるいはレピュテーション・プレミ
アムをもたらす。これらのレピュテーション効果によってもたらされる価値は、各ステーク
ホルダーの企業に対する支援行動となって財務的な価値を誘引する32。負のレピュテーショ
ン効果が低減されることにより、企業はコスト面でのメリットを享受することができる。た
とえば、業務リスクが尐ないことが評価され、他の競合他社よりも有利な条件でサプライヤ
ーと交渉することができ、仕入れ価格を安く抑えることなどが可能となると考えられる。一
方、正のレピュテーション効果や社会的な意識の高いステークホルダーをひきつけることに
よって、企業は収益を増大できる。これに関してはⅡ章の Dowling［2006］の議論を参照
されたい。 
 以上のように、本項ではレピュテーション・エクイティの最大化を 1 つの戦略テーマと
して掲げる企業の戦略マップの形を提案した。Kaplan and Norton［2004］の規制と社会
の戦略マップとのもっとも顕著な違いは、内部業務プロセスの視点のなかに、外的および内
的コミュニケーションの観点を導入させた点である。このような観点を導入することによっ
て、従来の BSC のなかではほとんど取り扱われることのなかった、コミュニケーションの
観点についてより幅広い議論を行うことが可能となる。 
 しかし、企業は戦略マップを描くことが目的でないことはいうまでもない。戦略マップは
あくまで戦略実現のための組織の活動の因果関係を把握するための手段である。よって、企
業は戦略マップをもとに、具体的な実施項目を洗い出し、スコアカードを作成していかねば
ならない。本研究では、レピュテーションの戦略マップから導かれる実施項目は、戦略広報
プログラムのメニューを 1 つの参考にすべきだと主張する。ただし、もちろん戦略広報プ
ログラムのメニューに示される項目がすべての企業に当てはまるというものではない。自社
のステークホルダーとのコミュニケーションをつうじて、好意的なレピュテーションを獲得
するには、どのようなイニシアティブが必要かどうかは各企業に委ねられる。その判断材料
として、戦略広報プログラムにあげられたような項目を参照することは有効である。 
 レピュテーション・マネジメントを行う場合、企業は幅広いステークホルダーを考慮しな
                                                   
32 このような効果については、Fombrun and van Riel［2004, p. 5, Figure1-1］に詳しい。 
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ければならないという性格上、企業が行うべき実施項目は莫大な数となる。そのため、リス
ク・マネジメントや CSR、コーポレート・コミュニケーションといった既存の諸マネジメ
ント概念との重複もあろうし、そのことによってますますレピュテーション・マネジメント
の複雑性ばかりが強調されることもあろう。 
 
図表Ⅴ－7 レピュテーションのスコアカードの一例 
視 点 目 標 尺 度
財 務
顧 客 や 社 会
内
部
業
務
プ
ロ
セ
ス
学
習
と
成
長
リスク・マネジメント
外的コミュニケーション
内的コミュニケーション
環境への対策
人的資本
情報資本
組織資本
■ 魅力的なコーポレート・ブランド、
コーポレート・イメージを築く
■ 企業イメージ調査
■ レピュテーション・ランキング
■ CSRランキング
■ 財務リスクを防ぐ
■ 業務リスクを防ぐ
■ 技術リスクを防ぐ
■ 負債比率
■ 注文のバックログ
■ 競合他社と比較した製品および生産プロセス
の技術ランキング
■ 企業外部のステークホルダーとの
良好なコミュニケーションを達成する
■ 企業内部のステークホルダーとの
良好なコミュニケーションを達成する
■ ステークホルダー・ヒアリング
■ メディア・ヒアリング
■ 従業員意識調査
■ 社内外ギャップ分析
■ 環境に害を及ぼさない業務の遂行 ■ 二酸化炭素排出量
■ 排水、排気等の基準値
■ コーポレート・コミュニケーション、
コーポレート・レピュテーション、PR等の
専門的スキルを持つ人材育成への投資
■ 人的資本のレディネス
■ レピュテーションをモニタリングする
システムへの投資
■ 情報資本のレディネス
■ システムの利用拡張
■ 社会認識と責任のある文化
■ 個人目標と戦略との整合性を図る
■ 従業員調査
■ BSCに目標を結びつけている従業員の割合
■ 新たな収益源の創造
■ 顧客１件当たり収益増大
■ 顧客収益性の向上
■ 販売生産性の向上
■ 新規顧客からの収益
■ シェア・オブ・ワレット
■ 顧客１件当たり利益
■ 売上高に対する費用
 
 
 図表Ⅴ－7 は Kaplan and Norton［1996; 2001; 2004; 2006; 2008］の議論と、戦略広報
プログラムを参考にしながら、レピュテーション・マネジメントに注力する企業のスコアカ
ードの一例を示した図である。 
 学習と成長の視点において、まず人的資本ではすでに述べたように、コーポレート・コミ
ュニケーションや PR に精通する人材育成のための投資が戦略目標となる。本研究では、レ
ピュテーション・マネジメントを企業レベルで実施するためには、リスク・マネジメントや
環境への対策といった事項も包括させることを提案しており、幅広いスキルを持った人材を
育成することが必要となる。スキルがどれだけ準備されているかを人的資本のレディネスと
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して測定する。つぎに、情報資本においては、レピュテーションのモニタリング・システム
への投資を、人的資本と同様、そのレディネスとシステムの利用拡張等で測定することが望
ましい。また、組織資本においては、レピュテーションを構築するための基盤ともなる、社
会認識と責任のある組織文化の醸成や、レピュテーションを向上させるという戦略と個人目
標との整合性を図ることが戦略目標となり、それぞれ従業員の意識調査や、BSC に目標を
結びつけている従業員の割合によって測定する。 
 内部業務プロセスの視点において、リスク・マネジメントと環境への対策に関しては、
Kaplan and Norton［2004］の規制と社会のプロセスを参考にしたので、ここでは割愛す
る。一方の外的コミュニケーションおよび内的コミュニケーションに関しては、本研究が新
たに主張する部分である。双方とも、戦略目標に「ステークホルダーとの良好なコミュニケ
ーションを達成する」とあるが、企業によってはより細かな目標に書き換え可能である。良
好なコミュニケーションが達成できたかどうかは、戦略広報プログラムにもあるような、ス
テークホルダー・ヒアリングといった調査によって明らかになるであろう。 
 顧客や社会の視点においては、正のレピュテーション効果を得るために、魅力的なコーポ
レート・ブランド、コーポレート・イメージを築くことが最大の目標となる。コーポレート・
ブランドやコーポレート・イメージの測定に関しては、さまざまな議論があるが、分量の関
係で本研究では省略する。最近の企業イメージ調査やレピュテーション・ランキング、CSR
ランキング等の調査を用いるか、あるいは企業内で独自にそれらを算出するシステムを開発
し測定するなども考えられよう。 
 財務の視点においては、図表Ⅴ－6 の戦略マップにあるように、リスク・マネジメントに
よって事業リスクが低減され、負のレピュテーション効果を抑えることによって得られる効
果や、正のレピュテーション効果、社会的な意識の高いステークホルダーの獲得によって、
得られる便益を、Dowling［2006］の議論を参照しながら考察した。その結果、Kaplan and 
Norton［2004］の顧客管理スコアカードのテンプレートにおける財務の視点の項目と同様
のものを反映させた。情報技術の発達により、企業のレピュテーションは短時間で広範囲に
広まりやすい。正のレピュテーションが新規顧客を呼び寄せる可能性は高い。あるいは、オ
ピニオン・リーダーのような存在の顧客の影響により、新規の増加だけでなく、既存顧客の
ロイヤルティも高まり、顧客 1 件当たり利益も増加する可能性がある。しかし、レピュテ
ーションの効果によって、どのような財務指標が向上するのかについては、再度詳細な検討
が必要である。その場合、レピュテーションのスコアカード特有の戦略目標や尺度が示され
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ることも考えられよう。 
 Ⅳ章において、本研究におけるレピュテーション・マネジメントとは、レピュテーション・
エクイティの最大化を目的とするマネジメント概念であると定義づけた。つまり、企業が意
図する価値提案から得られる価値（ブランド・エクイティ）と、レピュテーションによって
もたらされる効果との合計を最大化するためには、どうすればよいのかを考えていくことが、
レピュテーション・マネジメントの出発点である。企業はその莫大な数の実施項目のなかか
ら、レピュテーション・エクイティの最大化という戦略の実現のために必要なものを選び出
さなければならない。そのことに役立ちうるのが、戦略マネジメント・ツールとしての BSC
であるというのが本論の主張である。BSC によって、自社のレピュテーション・エクイテ
ィの最大化という戦略実現のための実施項目が明らかとなり、具体的な尺度によって測定さ
れることによって、企業はレピュテーションの「複雑性の描写」［Rhee and Valdez, 2009］
から脱却することができる。 
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おわりに 
 
 BSC のフレームワークに、どのようにレピュテーションを位置づけるのかという点に関
しては、議論が未成熟な段階にある。Kaplan and Norton［1996; 2001; 2004; 2006; 2008］
は、BSC のフレームワークにおいて、PR や MR といった外部とのコミュニケーションの
観点から明確な議論は行っていない。本研究において、戦略広報プログラムのメニューの
BSC への導入可能性について指摘を行ったが、企業のマネジメントに対するレピュテーシ
ョンの影響力が強まっている昨今の経営環境を考慮すると、この点を無視して経営を行うこ
とはできない。本論の図表Ⅴ－6 で示した、レピュテーションの戦略マップは、BSC のフ
レームワークのなかにレピュテーションの観点を導入するという議論における、いわば叩き
台である。企業は自社のステークホルダーとの最良の関係を構築し、好意的なレピュテーシ
ョンを獲得するために、自社独自のレピュテーション・マネジメントの形をデザインしてい
く必要がある。 
 このような点をふまえると、今後の研究においては、以下のような 3 つの課題があろう。 
① 戦略ごとのレピュテーション・マネジメントのタイプの相違の調査・分析 
② 縦の因果関係と横の目的手段関係の再検討 
③ レピュテーション・プレミアムの創造における管理不可能な領域の議論の再検討 
第一に、企業戦略や事業戦略、あるいはブランド戦略ごとに、レピュテーション・マネジ
メントにどのような違いがあるのかを調査・分析する必要がある。たとえば、Dowling
［2004］のブランド戦略の議論でいえば、コーポレート・ブランドの、プロダクト・ブラ
ンドに対するエンドーサーとしての役割の強弱の度合いによって、当然レピュテーション・
マネジメントの形は異なる。その役割を弱めたい企業の場合、企業レベルでのレピュテーシ
ョン・マネジメントよりも、製品／サービスレベルでのレピュテーション・マネジメントが
戦略的に重要である。一方、ヴァージンのようなマスター・ブランド戦略を選択している企
業の場合、レピュテーション・エクイティの最大化という戦略テーマが、他の 3 つの戦略
テーマを包括するものとして位置づけられるであろう。 
 第二に、BSC のフレームワークをレピュテーション・マネジメントに用いる場合、それ
ぞれの視点ごとの縦の因果関係および横の目的手段関係のさらなる検討が必要であろう。縦
の因果関係でいえば、内部業務プロセスのなかに位置づけられた、戦略広報プログラムから
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選択された項目が、果たして顧客や社会の視点における、魅力的なコーポレート・ブランド、
コーポレート・イメージに貢献しうるのか、あるいは、横の目的手段関係でいえば、学習と
成長の視点において、社会認識と責任のある文化をどのような尺度によって測定するのかな
どである。この点については、今後の研究において、実際の企業のケーススタディや、定量
的な実証研究が求められる。 
 第三に、レピュテーション・プレミアムの創造における管理不可能な領域についての議論
の再検討である。この管理不可能な領域に対し、企業はそれを無視してよいものではないこ
とはすでに述べた。この部分に対して、企業はなるべく管理可能な領域を増やすような努力
をしていかねばならない。たとえば、使徒のような顧客やオピニオン・リーダーなどに好意
的なレピュテーションを、他の消費者にアピールさせるなどして、管理可能な領域を増やす
ことで、レピュテーション・プレミアムは増加すると考えられる。 
 また、今回の研究では従来の BSC のフレームワークに PR や MR といったコミュニケー
ションの観点を導入することで、レピュテーションの戦略マップ、および戦略広報プログラ
ムの項目を、スコアカードの実施項目の参考にすべきであることを提案した。しかし、
Kaplan and Norton［2001］の議論にあるように、BSC を導入し、戦略志向の組織を構築
するための 5 原則について、レピュテーションの戦略マップおよびスコアカードの場合に
おける説明を述べることはできなかった。レピュテーションの戦略マップを誰が作成するの
か、従業員の日常業務とどのような方法で結びつけるのか、これらの問題を要約すると、戦
略の実行の問題である。これらの点に関しては、Kaplan and Norton［2008］の議論を参
考にしながらさらなる研究が必要である。 
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